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第３編 災害応急対策計画  

 

第１章 震災応急対策 
 

 

大規模地震による災害の特徴は、その広域性、同時多発性にある。市が実施した防災アセス

メント調査によると、市直下型地震が発生した場合、市の人的被害は死者数が 9 人、負傷者数

は 808 人（内、重傷者 126 人）、建物被害は全壊棟数 1,811 棟、半壊棟数 4,926 棟と大

きな被害が予想されている。 

災害対策の第一線に立つ市は、多岐かつ広範囲にわたる応急対策活動を、迅速かつ同時並行

的に実施する必要がある。このような応急対策活動は、対策組織の編成、情報の収集・伝達、

人命救助、火災の消火等、発災後直ちに必要となる応急対策活動と、廃棄物対策、防疫・保健

衛生活動、住宅の修理や仮設住宅の建設等、発災後ある程度の時間を経て、被害状況に応じて

実施する応急対策活動に分けられる。 

そのため、市は大規模地震発生後の応急対策活動を迅速かつ効率的に実施するために、初動

対応期と救援期とに分けて、次に定める活動計画を策定する。 

ただし、実際の応急対策活動では、想定通りの状況と異なる場合もあることから、この活動

計画枠にとらわれることなく大局的な視点を持って状況に応じた効率的な応急対策活動を心が

けるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

震災応急対策 

第３節 救援期の応急対策活動 

第１節 活動体制の確立 

第２節 初動対応期の応急対策活動 
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第１節 活動体制の確立  

 

本節では、大規模地震が発生した場合の応急対策活動の体制について定める。 

市は、「富里市防災配備指令要綱」（令和４年４月）に基づき、応急対策活動のために必要な

活動体制を確立する。また、災害の規模によっては、全庁職員だけでは対応できない場合もある

ため、防災関係機関等への応援要請や受入れに係る体制を確立する。 

 

第１ 市の活動体制 

大規模地震が発生した場合、市は、「富里市防災配備指令要綱」（令和４年４月）に基づき、

要員の指定、配備指令を行い、災害対応のために必要な活動体制を確立する。 

 

項目 担当部署 

１．活動体制と配備基準 各課・各班 

２．非常体制 各班 

３．警戒体制 各班 

４．情報収集体制 各課 

 

１．活動体制と配備基準  

市における震災対策に係る活動体制及び配備基準等は、次のとおりである。 

配備基準で自動配備以外の場合は、防災担当部長が市長へ災害情報等を報告し、市長

が活動体制・配備区分を判断する。 

■【震災対策】活動体制と配備基準等 

活動体制 
配備

区分 
配備基準 本部の設置 

情報収集

体制 

第１

配備 

・市域内で震度４の揺れを観測した場合（自動配備） 

・東海に関連する調査情報（臨時）が発表されたとき（自動

配備） 

・その他市長が必要と認めた場合 

防災担当部長の指示

のもと、本部を設置

しない通常の組織体

制 

警戒体制 
第２

配備 

・市域内で震度５弱の揺れを観測した場合（自動配備） 

・東海地震注意情報が発表されたとき（自動配備） 

・その他市長が必要と認めた場合 

防災担当部長を本部

長とする災害警戒本

部を設置 

非常体制 

第３

配備 

・市域内で震度５強の揺れを観測した場合（自動配備） 

・東海地震予知情報（警戒宣言）が発表されたとき（自動配

備） 

・その他市長が必要と認めた場合 

市長を本部長とする

災害対策本部を設置 

第４

配備 

・市域内で震度６弱以上の揺れを観測した場合（自動配備） 

・その他市長が必要と認めた場合 

※ 市域の震度は、市庁舎に設置している計測震度計による。 

【資料５３】『気象庁震度階級関連解説表』参照 
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２．非常体制  

非常体制をとった場合は、災害対策本部をすこやかセンター2 階に設置し、応急対策

活動を実施する。 

(１) 災害対策本部の組織編成 

市の災害対策本部の組織編成は、次のとおりである。 

 

■富里市災害対策本部の組織編成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 災害対策本部の各部・班の所掌事務 

各部・班の所掌事務は、次のとおりである。 

なお、「所掌事務」の「開始時期」における「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」「Ｄ」は、応急対

策業務の開始時期区分とし、次のとおり設定した。 

 

本部事務局 《本部員会議》 

【本部長】 

・市  長 

【副本部長】 

・副市長 

・教育長 

【本部員】 

・総務部長 

・企画財政部長 

・健康福祉部長 

・経済環境部長 

・都市建設部長 

・教育部長 

・議会事務局長 

・消防長 

防 災 班 

教 育 部  

 

 

健康福祉部 

医 療 班 

福 祉 班 

消 防 部 

 

 

市 民 班 

   

 

総 務 部 総 務 班 

経済環境部 農 政 班 

  

環 境 班 

  
都市建設部 建 設 班 

 

 

  

特 命 部 特 命 班 

会 計 班 

 

  

防災課 

教育総務課 
学校教育課 
生涯学習課、図書館 
 

社会福祉課、子育て支援課 
高齢者福祉課、生活支援課 

 

19 分団 

広報情報課 

市民課 
市民活動推進課 

課税課、納税課  

総務課 

健康推進課、国保年金課 

  

商工観光課 
  環境課  
建設課 
  都市計画課 
上下水道課 
  

会計課 

農政課  
  

企画財政部 経営戦略班 経営戦略課 
財 政 班 財政課 

  税 務 班 
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■応急対策業務の開始時期区分 

ランク 内容 

Ａ 発災から３時間以内に開始すべき業務 

Ｂ 発災から２４時間以内に開始すべき業務 

Ｃ 発災から７２時間以内に開始すべき業務 

Ｄ 発災後、２週間程度又はそれ以降から開始すべき業務 

 

■各班共通の所掌事務 

①  班の庶務に関すること 

②  関係機関及び部内各班との連絡・調整に関すること 

③  班内職員の動員、配備に関すること 

④  避難所の運営要員に関すること（本部員会議又は本部事務局の指示による） 

⑤  班の所管施設等に関する被害状況、応急対策活動等の情報のとりまとめ及び広報

情報班への報告、並びに各部長との情報の共有に関すること 

⑥  災害復旧計画のとりまとめに関すること 

⑦  他の部班への応援に関すること（本部員会議又は本部事務局の指示による） 

 

■本部事務局［防災担当部長］ 

班 担当課等 

所掌事務 

内容 
開始時期 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

防災班 

◎防災課長 

防災課 

 

① 災害対策本部に係る事務に関すること 

② 避難情報の発令に関すること 

③ 県災害対策本部との連絡調整に関すること 

④ 被害状況調査の総括、県への報告に関すること 

⑤ 自衛隊の派遣要請・自衛隊の受入れに関すること 

⑥ 防災関係機関（防災会議委員を含む）との連絡調整及び

協力要請に関すること 

⑦ 応急対策活動実施状況の取りまとめに関すること 

⑧ 避難所の開設指示に関すること 

⑨ 無線の運用統制に関すること 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

 

● 

● 

● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「班長」欄の「◎」印が「班長」を、「○」が「副班長」を示す。「副班長」の記載の無い班は、

「班長」の次席の職員が「副班長」を担当する（以下の表についても同様）。 



 第３編 災害応急対策計画  第１章 震災応急対策 

第１節 活動体制の確立 

応急 1-１-4 

総

則 

災
害
予
防 

計
画 

災

害

応

急

対

策

計

画 

震

災 

風

水

害 

事
故
災
害 

東
海
地
震 

災
害
復
旧 

復
興
計
画 

資

料

編 

■総務部［総務部長］ 

班 担当課等 

所掌事務 

内容 
開始時期 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

総務班 

◎総務課長 

総務課 

 

① 災害対策本部に係る事務への協力に関すること 

② 職員の安否確認及び被災状況等の把握 

③ 職員の動員・出勤状況の把握に関すること 

④ 本部長、副本部長の秘書に関すること 

⑤ 職員の給食、寝具に関すること 

⑥ 災害対策要員への飲料水等の供給に関すること 

⑦ 応援職員の受入れに関すること 

⑧ 災害視察者及び見舞者の応対に関すること 

● 

● 

● 

● 

 

 

 

 

 

 

● 

● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 

● 

広報情報班 

◎広報情報課長 

広報情報課 

 

① 災害情報の収集・整理、災害対策本部との情報共有に関

すること 

② 情報システムの運用及び広報活動の支援に関すること 

③ 災害関係の広報に関すること 

④ 報道機関に対する情報提供及び連絡調整に関すること  

⑤ 災害記録に関すること 

● 

 

● 

 

 

 

 

 

 

● 

● 

 

 

 

 

 

 

● 

 

 

 

 

 

市民班 

◎市民課長 

市民課 ① 市民等からの通報、問合せ窓口、災害対策本部との情報共

有に関すること 

② 行方不明者に関すること 

③ 市民相談窓口の運営に関すること 

④ 遺体の収容、安置、埋葬に関すること 

⑤ 市民記録・戸籍関係及び証明書発行等の窓口業務に関すること 

⑥ 被災者台帳の作成に関すること 

● 

 

● 

● 

 

 

 

 

 

 

 

● 

 

 

 

 

 

● 

● 

 

市民活動推進班 

◎市民活動推進課長 

市民活動推進課 ① 市民等からの通報、問合せ窓口、災害対策本部との情報共

有に関すること 

② 市民相談窓口の運営に関すること 

③ 区・自治会・自主防災組織との応援協力及び連絡調整に関

すること 

④ 臨時ヘリポートの開設に関すること 

⑤ 警察署との交通規制の相互連絡に関すること 

⑥ 所管施設管理者との連絡に関すること 

⑦ 所管施設の被害状況調査及び応急・復旧対策に関すること 

⑧ 防犯対策に関すること 

● 

 

● 

 

 

 

● 

● 

● 

 

 

 

 

● 

 

● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 

 

 

 

■企画財政部［企画財政部長］ 

班 担当課等 

所掌事務 

内容 
開始時期 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

経営戦略班 

◎経営戦略課長 

経営戦略課 

 

① 帰宅困難者・滞留者の対応に関すること 

② 公共輸送機関との連絡調整に関すること 

③ 国・県への災害に係る要望、陳情に関すること 

④ 災害復興計画策定に関すること 

● 

● 

 

 

 

 

 

 

  

 

● 

● 

財政班 

◎財政課長 

財政課 

 

① 庁舎等の被害状況調査及び応急・復旧対策、警備に関すること 

② 緊急通行車両に関すること 

③ 災害時の車両の管理及び配車に関すること 

④ 災害用電話の確保及び臨時電話の架設に関すること 

⑤ 市有財産の被害状況の把握に関すること 

⑥ 災害対策関係予算に関すること 

⑦ 車両等の借上げ及び燃料の確保に関すること 

⑧ 義援金及び見舞金の受入れ、保管、支給、礼状に関すること  

⑨ 災害見舞金等に関すること 

⑩ 住宅等災害復旧資金利子補給に関すること 

● 

● 

● 

● 

● 

● 
 

 

 

 

 

 

 
 

● 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

● 

● 

● 
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税務班 

◎課税課長 

○納税課長 

課税課 

納税課 

① 被災住家の被害認定調査に関すること 

② 罹災証明台帳の作成に関すること 

③ 罹災証明書の発行に関すること 

④ 被災者に関する税措置に関すること 

⑤ 徴税の納税証明及び課税証明に関すること 

 

 

 

 

 

  ● 
● 
● 
● 
● 

 

■健康福祉部［健康福祉部長］ 

班 担当課等 

所掌事務 

内容 
開始時期 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

福祉班 
◎社会福祉課長 
○子育て支援課長 
○高齢者福祉課長 
〇生活支援課長 

社会福祉課 
子育て支援課 
高齢者福祉課 
生活支援課 

① 避難行動要支援者の所在把握及び被災状況の調査に関すること 
② 保育園等の園児の保護及び避難誘導に関すること 
③ 保育園等の園児の被災状況調査及び報告に関すること 
④ 社会福祉協議会との連絡調整に関すること 
⑤ 日本赤十字社との連絡調整に関すること 
⑥ 要配慮者チームの運営に関すること 
⑦ 避難行動要支援者の避難支援に関すること 
⑧ 所管施設利用者の避難誘導に関すること 
⑨ ボランティアに関すること 
⑩ 福祉避難所チームの運営に関すること 
⑪ 福祉避難所の開設、運営に関すること 
⑫ 民生委員への協力要請及び連絡調整に関すること 
⑬ 災害救助法の事務に関すること 
⑭ 被災時の応急的保育に関すること 
⑮ 所管施設の被害状況調査及び応急復旧対策、警備に関すること 

● 
● 
● 
● 
● 
 
 
● 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
● 
● 
 
● 
● 
● 
● 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
● 
● 
● 

 

医療班 

◎健康推進課長 

○国保年金課長 

健康推進課 

国保年金課 

① 医療救護チームの出動要請に関すること 

② 応急救護所の設置及び運営に関すること 

③ 合同救護本部（印旛保健所（健康福祉センター））との連

絡調整に関すること 

④ 医療材料品等及び医薬品の調達に関すること 

⑤ 管理施設利用者の避難誘導に関すること 

⑥ 被災地及び避難所等での応急医療及び助産に関すること 

⑦ 在宅療養患者等の緊急対応に関すること 

⑧ 被災者に対する国民健康保険の措置に関すること 

⑨ 印旛市郡医師会、印旛郡市医師会、印旛郡市薬剤師会及び

医療機関等との連絡調整に関すること 

⑩ 被災地及び避難所等の防疫に関すること 

⑪ 遺体の処理に関すること 

⑫ 所管施設の被害状況調査及び応急・復旧対策に関すること 

● 

● 

● 

 

● 

● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 

● 

● 

● 

 

● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 

● 

 

 

■経済環境部［経済環境部長］ 

班 担当課等 

所掌事務 

内容 
開始時期 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

農政班 

◎農政課長 

農政課 

 

① 農地の排水に関すること 

② 農林水産及び畜産の被害状況調査並びに救援対策に関すること 

③ 家畜の防疫、死亡獣畜の処理に関すること 

④ 被害農家の指導に関すること 

⑤ 被害農業者等への支援に関すること 

 

 

 

 

 

● 

 

 

 

 

 

● 

 

 

 

 

 

● 

● 

● 

商工観光班 

◎商工観光課長 

商工観光課 ① 観光客の避難対策に関すること 

② 食料・物資の調達、運搬、保管及び供給に関すること 

③ 商工業関係の被害状況調査及び救援対策に関すること 

④ 観光施設の被害調査に関すること 

 
 

 

● 
● 

 

 

 

 

● 

● 

 

 

 

 

環境班 

◎環境課長 

環境課 ① 所管施設の被害状況調査及び応急・復旧対策に関すること 

② 災害発生時における公害対策に関すること 

③ 仮設トイレの設置に関すること 

● 

● 

● 
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④ 被災地及び避難所等の廃棄物の処理に関すること 

⑤ 愛玩動物対策に関すること 

⑥ 被災地及び避難所のし尿処理に関する指示・依頼 

⑦ 被災地の防疫に関すること 

 

 

 

● 

● 

 

 

 

 

● 

● 

 

■都市建設部［都市建設部長］ 

班 担当課等 

所掌事務 

内容 
開始時期 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

建設班 

◎建設課長 

建設課 ① 被害状況の現地確認に関すること 

② 道路、橋りょう及び調整池、河川等の被害状況調査及び

復旧に関すること 

③ 障害物の除去に関すること 

④ 緊急輸送道路の確保及び連絡調整に関すること 

⑤ 水防に関すること 

⑥ 道路及び地域の排水に関すること 

⑦ がけ崩れ等の被害状況調査及び応急・復旧対策に関すること 

⑧ 交通安全施設の保全に関すること 

● 

● 

 

● 

 

 

 

 

 

● 

● 

● 

● 

● 

  

都市計画班 

◎都市計画課長 

都市計画課 ① 被災建築物応急危険度判定に関すること 

② 被災宅地の危険度判定に関すること 

③ 住宅の応急修理に関すること 

④ 応急仮設住宅の建設及び管理に関すること 

⑤ 被災住家の被害認定調査の支援に関すること  

⑥ 罹災調査台帳の作成の支援に関すること 

⑦ 被災者の公営住宅等への入居に関すること 

⑧ 公園施設の被害状況調査及び応急・復旧対策に関するこ

と 

⑨ 区画整理事業及び街路事業に係る対策に関すること 

● 

● 

 

 

 

 

 

● 

 

 

 

● 

● 

 

 

 

 

 

● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 

● 

● 

 

上下水道班 

◎上下水道課長 

上下水道課 ① 給水施設・設備の被害状況調査及び応急・復旧対策に関する

こと 

② 給水に関すること 

③ 県企業局との連絡調整に関すること 

④ 水道業務の総合調整に関すること 

⑤ 下水道施設の被害状況調査及び応急・復旧対策に関すること 

⑥ 仮設トイレの設置に関すること 

⑦ 排水施設の被害状況調査及び応急・復旧対策に関すること 

● 

 

● 

● 

● 

● 

● 

 

   

 

 

 

 

 

 

● 

 

■教育部［教育部長］ 

班 担当課等 

所掌事務 

内容 
開始時期 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

教育総務班 

◎教育総務課長 

教育総務課 ① 避難所の開設・運営支援に関すること 

② 所管施設の被災状況調査及び応急・復旧対策に関するこ

と 

● 

● 

   

学校教育班 

◎学校教育課長 

学校教育課 ① 幼児・児童・生徒の保護及び避難に関すること 

② 避難所の開設・運営支援に関すること 

③ 幼児・児童・生徒の被災状況調査及び報告に関すること 

④ 所管施設の被災状況調査及び応急・復旧対策に関するこ

と 

⑤ 教育関係機関との連絡調整に関すること 

⑥ 給食センターにおける炊き出しに関すること 

⑦ 応急教育対策に関すること 

⑧ 教科書及び学用品の配付対策に関すること 

● 

● 

● 

● 

 

● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 

● 

生涯学習班 

◎生涯学習課長 

生涯学習課 

図書館 

① 所管施設利用者の避難誘導に関すること 

② 避難所の開設・運営支援に関すること 

● 

● 
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○図書館長 ③ 所管施設の被害状況調査及び応急処置に関すること 

④ 文化財の保護、被害状況調査に関すること 

⑤ 所管施設の復旧対策に関すること 

● 

 

 

 

● 

 

 

 

● 

 

■特命部［議会事務局長］ 

班 担当課等 

所掌事務 

内容 
開始時期 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

特命班 

◎議会事務局長

（兼務） 

議会事務局 
監査委員事務局 

農業委員会事務局 

① 議員の安否確認 

② 議会・監査委員・農業委員会との連絡に関すること 

③ 他班の応援に関すること 

● 

● 

● 

 

 

 

 

 

 

会計班 

◎会計管理者 

会計課 ① 他班の応援に関すること 

② 庁内備品の貸出し及び管理に関すること 

③ 義援金及び見舞金の受入れ、保管、支給及び礼状に関す

ること 

④ 災害経費の出納に関すること 

● 

 

 

 

 

● 

 

 

 

 

 

 

● 

 

● 

 

■消防部［消防長］ 

班 担当課等 

所掌事務 

内容 
開始時期 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

－ 消防本部 

消防総務課 

予防課 

消防署 

 

① 消防職員・団員の動員及び配置に関すること 

② 被災者の救助、救急及び搬送に関すること 

③ 火災防ぎょ対策及び指揮命令に関すること 

④ 水災、火災等の災害の予防、警戒防ぎょに関すること 

⑤ 消防広域応援の受入れに関すること 

⑥ 情報収集及び命令等の伝達に関すること 

⑦ 消防緊急通信指令施設、消防無線電話の運用及び通信統

制に関すること 

⑧ 避難の伝達及び誘導に関すること 

⑨ 消防広報に関すること 

⑩ 危険区域の警戒及び被災箇所の確認に関すること 

⑪ 関係機関との連絡に関すること 

⑫ 消防資機材の調達補給及び管理に関すること 

⑬ 消防施設の被害状況調査及び応急・復旧対策に関するこ

と 

⑭ 被災箇所の応急措置に関すること 

⑮ 危険物施設の災害発生防止の指導に関すること 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

 

● 

● 
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３．警戒体制  

(１) 活動内容 

警戒体制は、防災担当部長の指揮の下、災害警戒本部をすこやかセンター2 階に設

置し、被害発生状況を把握するため、情報収集・連絡活動、災害予防及び災害応急対

策を実施し、被害の発生状況によっては速やかに災害対策本部の設置体制を整える。 
 

■災害警戒本部の協議・活動内容 

①  地震情報の収集・伝達 

②  被害情報の収集・伝達 

③  避難指示の検討、避難所開設の準備 

④  市民への広報活動の準備 

⑤  県及び関係機関等との連絡調整 

⑥  資機材・食料の供給及び輸送の検討 

⑦  被害状況の取りまとめ及び発表・報告 

 

(２) 活動組織 

警戒体制の配備区分は、第２配備として、防災担当部長を本部長、都市建設部長を

副本部長に、下記表の本部員及び配備職員をもって組織する。 

なお、災害警戒本部の設置等については「富里市災害警戒本部業務取扱要領」（平

成３１年３月）を参照のこと。 

【資料１３】『富里市災害警戒本部業務取扱要領』参照 

■災害警戒本部の組織（第２配備） 

【本 部 長】防災担当部長 

【副本部長】都市建設部長 

【本 部 員】企画財政部長、健康福祉部長、経済環境部長、教育部長、議会事務局長、

消防長 

【本部事務局】防災課 

【配備職員】総務課、広報情報課、市民課、市民活動推進課、経営戦略課、財政課、課

税課、納税課、社会福祉課、子育て支援課（葉山、向台含む）、高齢者福

祉課、生活支援課、健康推進課、国保年金課、農政課、商工観光課、環境

課、建設課、都市計画課、上下水道課、教育総務課、学校教育課（幼稚

園、学校用務員含む）、生涯学習課、図書館、議会事務局、監査委員事務

局、農業委員会事務局、会計課、消防総務課、予防課、消防署 

 

(３) 警戒体制の解除・移行 

防災担当部長は、災害が発生するおそれがないと判断したとき、又は応急対策活動

がおおむね完了したと判断したとき、市長に報告の上、警戒体制を解除する。また、

防災担当部長は、非常体制の配備基準を満たす状況になったとき、市長に報告の上、

非常体制に移行する。 

【資料１３】『富里市災害警戒本部業務取扱要領』参照 
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４．情報収集体制  

(１) 活動内容 

防災担当部長の指示に従い、主として地震による被害の有無等について情報の収

集・報告を行い、連絡及び調整に万全を期す。 

(２) 活動組織 

情報収集体制の配備区分は、第１配備とし、通常の組織体制のまま防災課、上下水

道課及び建設課の職員をもって活動する。 

勤務時間外及び休日に震度４以上の地震が発生した場合、防災課、上下水道課及び

建設課の担当職員は、自主参集する。 

 

(３) 情報収集体制の解除・移行 

防災担当部長は、災害が発生するおそれがないと判断したとき、又は災害応急対策

活動がおおむね完了したと判断したとき、市長に報告の上、情報収集体制を解除す

る。また、防災担当部長は、警戒体制の配備基準を満たす状況になったとき、市長に

報告の上、警戒体制に移行する。 

 

  



 第３編 災害応急対策計画  第１章 震災応急対策 

第１節 活動体制の確立 

応急 1-１-10 

総

則 

災
害
予
防 

計
画 

災

害

応

急

対

策

計

画 

震

災 

風

水

害 

事
故
災
害 

東
海
地
震 

災
害
復
旧 

復
興
計
画 

資

料

編 

第２ 職員の動員計画 

市域において地震による揺れを感知した場合、震度区分に応じて指定された職員は、必要な

応急対策活動に従事しなければならない。 

 

項目 担当部署 

１．活動体制と動員計画 各課 

２．勤務時間内における動員・参集 各班 

３．勤務時間外及び休日における動員・参集 各班 

４．参集における留意事項 各班 

 

１．活動体制と動員計画  

市の活動体制に応じた動員は、「富里市防災配備指令要綱」（令和４年４月）に基づ

き実施する。 

なお、各部局は、人事異動等を考慮して、職員の配備体制の見直しを実施するととも

に、「富里市防災配備指令要綱」（令和４年４月）に基づく防災要員の配備計画を毎年

４月に更新し、防災担当課へ提出するものとする。 

【資料６】『富里市防災配備指令要綱』参照 

 

２．勤務時間内における動員・参集  

勤務時間内の動員は、庁内放送及び電話連絡等により行う。各所属長は、この情報に

基づき、必要な職員の参集指示を行う。 

所属長不在の場合は、職制に従い次席の職員が対応する。 

■参集場所 

勤務時間内においては、職場で待機し、災害対策本部の指示に従って活動する。 

■動員・参集における留意点 

①  常に災害に関する情報、災害対策本部の指示に注意すること。 

②  不急の行事、会議、出張等は中止すること。 

③  正規の勤務時間が終了しても所属長の指示があるまでは退庁しないこと。 

④  勤務場所を離れる場合は、所属長と連絡を取り所在を明らかにすること。 

 

３．勤務時間外及び休日における動員・参集  

(１) 勤務時間外及び休日の動員・参集 

体制配備は自動配備であるため、原則として動員連絡は行わない。配備基準に該当

する職員は、動員指令を待つことなく自主参集する。 

なお、勤務時間外で市長の配備決定による場合は、防災課（防災班）から、各所属

長へ情報の伝達を行う。 

各所属長は、この情報に基づき、必要な職員の動員・配備を行う。 
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■参集場所 

勤務時間外及び休日においては、各自の所属先に参集し、避難所担当職員は避難所

に直接参集し、災害対策本部の指示に基づき活動する。 

 

■勤務時間外の動員・参集 

区分 内容 

参集場所への参集 

・テレビ、ラジオ、携帯メール等により、市域で震度６弱以上の地

震情報を確認した場合、市の全職員は自主参集する。 

・職員は、まず家族の安否確認及び安全を確保した後、速やかに参

集場所に自主参集する。 

参集の報告 ・班員の参集状況をとりまとめ、所属長及び総務班に報告する。 

参集が困難な場合 
・交通機関の途絶、道路等の遮断で参集場所に参集することが困難

な場合は、所属長への連絡に努め、指示を仰ぐ。 

 

(２) 参集途上の被害情報の把握 

参集途上においても、被災者、救助活動の状況、道路、建物の被災状況、火災、消

火活動の状況、ライフライン等の情報を収集する。 

ただし、参集途上における情報収集は、あくまでも概略的にとどめ、迅速な参集を

心がける。 

なお、参集途上において把握した被害情報については、班長に報告する。 

【様式 3】『参集途上の被災状況記録票』参照 

 

(３) 被害情報の報告 

班長は、参集途上に班員が収集した被害情報を広報情報班に報告する。 

広報情報班は、報告を受けた情報を集約し本部事務局に報告する。 

【様式 1】『参集カード』参照 

【様式 2】『参集記録票』参照 

 

４．参集における留意事項  

職員は、次の点に留意して参集する。 

 

■参集時の留意事項 

①  家族の安否確認を行った後に速やかに参集する。 

②  服装は、作業服又は作業しやすい服、安全な靴、手袋を着装する。 

③  携帯電話、筆記具、食料、水、タオル、着替え、防寒具（冬期）、懐中電灯、

身分証明書等、各自必要なものを携行して参集する。 

④  参集途中に、火災の発生又は人身事故等に遭遇した場合、消防機関へ連絡し、

周囲の市民の協力を求め、人命救助を優先し、救出･救援の後、できる限り迅

速な参集を行う。 

⑤  自らの言動で市民に不安、誤解を与えないよう注意する。 
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第３ 災害対策本部の設置・運営 

市長は、市域で地震による災害時、富里市災害対策本部条例（令和元年１２月）及び富里市災

害対策本部設置規定（平成31年3月）に基づき災害対策本部を設置するとともに本部会議及び

各部・班を統括し、災害対策本部の運営に当たる。 

【資料３】『富里市災害対策本部条例』参照 

【資料４】『富里市災害対策本部設置規程』参照 

 

項目 担当部署 

１．災害対策本部の設置 全部署 

２．災害対策本部の運営 全部署 

３．災害対策本部の廃止 全部署 

４．災害対策本部運営の留意事項 全部署、総務班、医療班 

 

１．災害対策本部の設置  

(１) 設置基準 

市長は、次の基準により災害対策本部を設置する（地震以外の災害を含む。）。 

■災害対策本部設置基準 

①  市域で震度５強以上の揺れを観測したとき 

②  市域に気象業務法施行令に基づく暴風、大雨、洪水等の警報が発令され、かつ、

市域内において重大な災害が予測され、その対策を要すると認められるとき 

③  大規模地震特別措置法第 9 条第 1項の規定に基づく警戒宣言が発令されたとき 

④  市長が防災配備指令を発令したとき 

⑤  その他災害時であって、特にその対策を要するとき 

 

(２) 設置場所 

災害対策本部は、すこやかセンター2 階に設置する。災害対策本部入口に「富里市

災害対策本部｣の標識を掲げ、災害対策本部の設置場所を明示する。 

なお、すこやかセンターが被災したときは、消防本部（3 階講堂）に本部を設置する。 

 

(３) 実施責任者 

災害対策本部長（以下「本部長」という）は市長とし、市長が不在又は事故ある場

合は、次の順位によりその職務を代理する。 

■本部長の代理順位 

第１順位 第２順位 第３順位 

副市長 教育長 防災担当部長 

※ 防災担当部長は、総務部長とする。 

 

(４) 災害対策本部設置・廃止の公表 

災害対策本部を設置又は廃止した場合は、直ちに次の関係機関等に連絡する。 
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なお、消防庁の災害速報の基準に該当する場合、又は県に連絡ができない場合は、

国（総務省消防庁）に連絡する（「火災・災害等即報要領の一部改正について」（令

和３年５月、消防庁））。 

■災害対策本部設置・廃止の連絡先担当及び連絡先 

連絡担当 連絡先 

防災班 消防庁、千葉県、県警察本部、近隣市町 

広報情報班 報道機関 

特命班 市議会 

関係各班 その他防災関係機関 

 

２．災害対策本部の運営  

(１) 本部長等 

災害対策本部組織を指揮監督する本部長以下の職員の役割は、次のとおりである。 

■本部長等の役割 

本部役職 特別職 役割 

本部長 市長 本部の事務を総理し、職員を指揮監督する。 

副本部長 副市長、教育長 本部長を助け、本部長に事故があるときは、その

職務を代理する。 

本部員 各部長、議会事務局長 

消防長 

本部長の命を受け、本部員会議の事務に従事する

とともに、部の業務を掌理し、所属職員を指揮監

督する。 

 

(２) 各部班 

災害対策本部各部・班は、「本編 第１章 第１節 第１ ２．（２）災害対策本

部の各部・班の所掌事務」に基づき応急対策活動を遂行する。 

 

(３) 本部員会議 

本部長は、本部員会議を開催し、災害応急対策の基本方針の決定や各部の指揮監督

を行う。本部員会議は、本部長、副本部長及び本部員によって構成される。 

本部員会議の構成員は、会議の招集の必要がある場合、防災担当部長に要請する。 

■本部員会議の協議、調整事項 

①  震災応急対策の基本方針に関すること 

②  動員配備体制に関すること 

③  各部班間の調整事項の指示に関すること 

④  避難指示等に関すること 

⑤  自衛隊の災害派遣に関すること 

⑥  県及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

⑦  隣接市町との相互応援に関すること 

⑧  応援協定締結市町村等への応援要請に関すること 

⑨  災害救助法の適用申請に関すること 

⑩  震災応急対策に要する経費の処理方法に関すること 

⑪  本部の廃止に関すること 

⑫  その他、災害発生の防ぎょ又は拡大の防止に関すること 



 第３編 災害応急対策計画  第１章 震災応急対策 

第１節 活動体制の確立 

応急 1-１-14 

総

則 

災
害
予
防 

計
画 

災

害

応

急

対

策

計

画 

震

災 

風

水

害 

事
故
災
害 

東
海
地
震 

災
害
復
旧 

復
興
計
画 

資

料

編 

(４) 本部事務局 

災害対策本部の設置、運営を行うため、本部事務局を置く。 

本部事務局は、防災課及び本部長の命で動員された各課職員で構成される。 

なお、防災課は、各課の人員の調整を行う。 

 

(５) 現地対策本部 

本部長は、被害が激甚な現場における応急対策を迅速に行うため必要と認めるとき、

現地対策本部を設置する。 

要員配備については、本部長がその都度決定する。 

 

３．災害対策本部の廃止  

本部長は、災害の危険が解消したと認めた場合、又は災害発生後における応急措置が

おおむね完了したと認めた場合、災害対策本部を廃止する。 

 

４．災害対策本部運営の留意事項  

(１) 災害対策本部の弾力的運営 

大規模災害時には、多岐にわたる応急対策活動を同時並行的に行うことが要求され

るにも関わらず、職員自身も被災者となり参集不能となりうる事態が予想される。 

そのため、災害の状況によっては所掌事務にとらわれず、緊急性の高いものから優

先的に要員を投入する等、弾力的な要員の運用を図り応急対策を迅速かつ効率的に実

施する。 

 

(２) 職員及び職員の家族の被災状況の把握 

総務班は、職員及び職員の家族の被災状況の把握に努める。 

 

(３) 職員の健康管理 

総務班は、応急対策活動が長時間、長期間にわたり、家族の被災というストレス下

で活動に従事する職員の心身両面が負担になる場合を考慮し、医療班と連携して、職

員の健康管理に努める。 

 

(４) 災害対策要員のローテーション 

大規模災害の場合は、応急対策活動が長期化することから、職員の健康管理に留意

して災害対策要員のローテーションを組み、応急対策活動を実施する。 

 

(５) 公務災害処理 

総務班は、職員が応急対策活動により負傷等を被った場合、公務災害適用に関する

所用の事務を執る。  
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第４ 情報通信手段の確保 

災害情報は、災害応急対策の基礎的要件として不可欠のものであるため、市は、県及び関

係機関と緊密な連携をとり、迅速かつ的確に収集するため、情報通信手段を適切に確保する。 

 

項目 担当部署 

１．通信手段の確保 財政班、防災班、広報情報班 

２．通信施設が使用不能となった場合の措置 防災班 

３．災害時における放送及び緊急警報放送の要請 広報情報班 

 

１．通信手段の確保  

関係各班は、通信連絡を迅速かつ的確に実施するため、多様な通信手段を確保すると

ともに、通信混乱の防止に努める。 

 

(１) 電話 

ア 災害時優先電話 

財政班は、災害時、通信契約業者等と連携し、災害時優先電話の通信連絡を確保

する。 

 

イ 臨時電話 

財政班は、臨時電話が設置できる状況にあっては、避難所等に臨時電話の設置を

東日本電信電話株式会社へ要請し通信を確保する。 

 

ウ ＦＡＸ 

災害対策本部と防災関係機関との情報の伝達及び報告等の通信連絡は、正確を期

するため、原則としてＦＡＸによる文書連絡によって行う。 

 

(２) 市防災行政無線 

防災班は、市防災行政無線（移動系及び同報系）の通信を確保し、市民、職員への

指示、通知、伝達、その他必要な通信を行う。 

 

(３) 千葉県防災行政無線（地域衛星通信ネットワーク） 

防災班は、県が設置している千葉県防災行政無線、千葉県防災情報システム等の通

信を確保し、県災害対策本部等への報告を行う。 

 

(４) 富里市防災・防犯メール等 

防災班及び広報情報班は、市が実施している防災・防犯メールの登録者に対し、災

害情報等を伝達する。 

また、市公式ホームページ等、様々な伝達手段を用いて市民等へ情報を伝達する。 
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２．通信施設が使用不能となった場合の措置  

防災班は、通常の通信施設・通信手段をもって連絡することが不能となった場合、又

は特に緊急を要する事態が生じた時で、他の通信施設を利用した方が速やかに連絡でき

ると認めた場合は、下記に掲げる機関の専用電話、若しくは無線等の通信施設を使用す

る。 

■他の通信施設 

①  関東地方非常通信協議会の構成機関の通信施設 

②  ①以外の機関又は個人の無線通信施設 

 

３．災害時における放送及び緊急警報放送の要請  

広報情報班は、災対法第５７条の規定により、災害に関する通知、要請、伝達又は警

告等で、他に手段がなく緊急を要する場合は、放送機関に放送の要請を行う。 

なお、知事、市長が行う避難指示等で緊急やむを得ない特別の事情がある場合、日本

放送協会千葉放送局に緊急警報放送を行うよう求めるものとする。 

 

■非常通信ルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■上記図の用語集 

○地星：地上衛星  ○県防：千葉県防災システム  ○非電：非常用電源 

○使送：使いの者を送り知らせること  

    

  

警察 

音声 FAX 

県防（内線） 

音声 FAX 

専用 音声 FAX 

地星 音声 FAX 

専用 音声 FAX 

地星 音声 FAX 

使送 

使送 成田警察署 

警備課 

地星 音声 FAX 

使送 専用 音声 FAX 

①通常通信ルート 

第１経路 

県防ルート(非電) 

第２経路 

地星ルート(非電) 

 

②非常通信ルート 

第１経路 

消防ルート 

第２経路 

警察ルート 

第３経路 

成田ルート 

富里市消防本部 

千葉県警察本部 

総合対策本部 

（警備部警備課） 

成田市 

富
里
市 

災
害
対
策
本
部 

千
葉
県 

災
害
対
策
本
部 
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第５ 公共的団体及び民間団体への協力依頼 

大規模な災害の場合は、市職員だけでの対応には限界があるため、公共的団体及び民間団体

への協力依頼を積極的に行う。 

 

活動項目 担当部署 

１．公共的団体への協力依頼 関係各班 

２．協定締結民間団体への協力依頼 関係各班 

３．人的公用負担（災対法第 65条等） 関係各班 

 

１．公共的団体への協力依頼  

(１) 主な公共的団体 

災害発生時には、公共的団体等が一丸となった対応が不可欠である。 

これら公共的団体及び関係する部署を次に示す。 
 

■主な公共的団体と関係部署 

公共的団体 関係部署 

公益社団法人印旛市郡医師会 医療班 

公益社団法人印旛郡市歯科医師会 医療班 

一般社団法人印旛郡市薬剤師会 医療班 

公益社団法人千葉県柔道整復師会 医療班 

社会福祉法人富里市社会福祉協議会 福祉班 

富里市農業協同組合 農政班 

富里市商工会 商工観光班 

富里市商工業促進協議会 
都市建設部各班 

消防部 

 

(２) 協力依頼 

関係各班は、応急対策活動を実施する上で必要な場合は、市内の公共的団体に対し

て協力依頼を積極的に行い、迅速かつ的確な応急対策活動を実施する。 

協力依頼は、関係各班が各々関係する市内の公共的団体等に対して行うこととし、

依頼を行った関係各班は、その旨を逐次災害対策本部に報告する。 
 

■主な協力依頼事項（例） 

○ 被災者（特に要配慮者等）への医療支援 

○ 炊き出し支援 

○ 食料、物資の仕分・運搬・配布の協力、あっせん 

○ 避難所での情報伝達 

○ 給水支援（給水拠点の補助、要配慮者への運搬等） 

○ 道路復旧、住宅復旧及び建設活動への協力、あっせん 
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２．協定締結民間団体への協力依頼  

関係各班は、応急対策活動を実施する上で必要な場合は、災害時の協定を締結してい

る民間団体に対して協力依頼を行い、迅速・的確な応急対策活動を展開する。 

【資料３３】『災害応援協定等』参照 

 

３．人的公用負担（災対法第６５条等）  

市域で災害時において、応急措置を実施するため緊急の必要があると市長が認めると

きは、市域の市民又は当該応急措置を実施すべき現場にある者を当該応急措置の業務に

従事させる（災対法第 65 条）。 

防災班は、手続関係を処理するものとし、関係各班は、必要な場合、防災班にその旨

を伝える。 
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第６ 応援要請 

市は、直下地震のような大規模災害では、市の防災力のみでは対応が困難と考えられるため、

速やかに国・県、他市町村及び防災関係機関等へ応援要請を行う。 

 

項目 担当部署 

１．国・自治体等への応援要請 防災班、総務班、関係各班 

２．消防の広域応援要請 消防本部 

３．上水道・下水道事業体の相互応援 上下水道班 

 

１．国・自治体等への応援要請  

(１) 国への応援要請 

     本部長は、大規模災害発生時には、全国の地方自治体の人的資源を最大限に活用し

て、被災市区町村を支援するための全国一元的な応援職員派遣の仕組みとして定めら

れている、総務省の「応急対策職員派遣制度」を活用する。 

 

(２) 県への応援要請 

本部長は、災害が発生し、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、知

事に対し、応援の要求及び応急措置の実施の要請を行う。 

防災班は、これらの手続を実施する。 
 

■県への応援要請手続（災対法第 68条） 

要請先 県防災危機管理部危機管理政策課 

連絡方法 文書（緊急の場合、電話又は防災行政無線（事後文書を送付）） 

応援の要請 

①  災害の状況 

②  応援を必要とする理由 

③  応援を希望する物資等の品名、数量 

④  応援を必要とする場所・活動内容 

⑤  その他必要な事項 

 

(３) 指定地方行政機関等への応援要請 

本部長は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があると認めるときは、指定地方

行政機関若しくは特定公共機関（指定公共機関のうち、その業務の内容その他の事情

を勘案して市域の災害応急対策又は災害復旧に特に寄与するものとしてそれぞれ地域

を限って内閣総理大臣が指定するもの）の長に対し、職員の派遣要請、又はその派遣

について県知事に対しあっせんを求める。 

防災班は、これらの手続を実施する。 
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■指定地方行政機関等への応援要請手続 

要請先 指定地方行政機関又は特定公共機関（あっせんを求める場合は県） 

連絡方法 文書（緊急の場合は電話、千葉県防災行政無線で行い、事後文書送付） 

職員派遣・ 

あっせん要請 

①  派遣の要請・あっせんを求める理由 

②  職員の職種別人員数 

③  派遣を必要とする期間 

④  派遣される職員の給与その他の勤務条件 

⑤  その他職員の派遣・職員の派遣のあっせんについて必要な事項 

「派遣」は、災対法第２９条の規定による。 

「あっせん」は、災対法第３０条及び地方自治法第252条の17の規定によ

る。 

(４) 県内市町村への応援要請 

ア 災害時応援協定締結市町村への応援要請 

本部長は、県内で大規模な災害が発生した場合、応急措置を実施するため必要が

あると認めるときは、消防以外の分野に関し「災害時における千葉県内市町村間の

相互応援に関する基本協定」（平成８年２月）に基づき、他の市町村長に応援を要

請する。 

防災班は、これらの手続を実施する。 

 

■県内市町村への応援要請手続 

要請先 要請先市町村（複数にわたる場合は知事） 

連絡方法 文書（緊急の場合は電話、千葉県防災行政無線で行い、事後文書送付） 

要請事項 

①  応援の種類 

②  応援の具体的内容及び必要量 

③  応援を希望する期間 

④  応援場所及び応援場所への経路  

⑤  前各号に掲げるものの他必要な事項 

応援の種類 

①  食料、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供 

②  被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の

提供 

③  救援及び救助活動に必要な車両、舟艇等の提供 

④  救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職、技能職等の職員の派遣 

⑤  被災者の一時収容のための施設の提供 

⑥  被災傷病者の受入れ 

⑦  遺体の火葬のための施設の提供 

⑧  ごみ・し尿等の処理のための施設の提供 

⑨  ボランティアの受付け及び活動調整 

⑩  前各号に定めるもののほか、特に要請のあった事項 

 

イ 災対法第 67 条の規定に基づく応援の要求（協定締結市町村を除く） 

本部長は、市の地域において災害が発生した場合に、応急措置を実施するため必

要があると認めるときは、他の市町村長（協定締結市町村を除く）に対し次の事項

を示して応援を求める。 

防災班は、他の市町村の担当課に電話及びＦＡＸ等で要請し、後日速やかに文書

を送付する。関係各班は、応援が必要と判断した場合、防災班にその旨を申し出る。 
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■応援要請に伴う記載事項 

①  災害の状況及び応援を求める理由 

②  応援を必要とする人員、物資等 

③  応援を必要とする場所、期間 

④  応援を必要とする活動内容 

⑤  応援の受入れ地 

⑥  その他応援に関し必要な事項 

 

(５) 県外協定締結市町村への応援要請 

本部長は、応急対策を実施するために必要があると認めるときは、協定を締結した

県外の市町村に各協定内容に基づき応援要請を行う。 応援要請は、「本編 第１章 

第 1 節 第 6 1．（３）県内市町村への応援要請」を準用する。 

 

(６) 受入れ・活動支援 

自治体等から派遣された応援職員等の集結地は、富里中央公民館とし、総務班が受

入れを行う。各活動現場においては、各班が応援職員等の業務について対応する。 

なお、応援職員等の宿泊施設、食料、資機材等は、応援職員等が手配することを原

則とする。 

 

２．消防の広域応援要請  

(１) 広域消防応援体制 

本部長又は消防長は、災害が発生した場合、「千葉県広域消防相互応援協定」（平

成１８年８月、千葉県）及び「千葉県消防広域応援基本計画」（令和３年 5 月、千葉

県）により広域応援統括消防機関を通じて県内消防機関に応援を要請する。 

また、要請した消防力では対応できない場合は、知事を通じて消防庁長官へ緊急消

防援助隊の出動を要請する。消防部は、これらの手続を行う。 

【資料３３】『災害応援協定等』参照 

 

(２) 緊急消防援助隊等の受入れ 

緊急消防援助隊等の集結地は、消防本部及び北分署とし、消防部は、緊急消防援助

隊等の受入れ、指揮及び運用を行う。 

 

(３) ヘリコプターの派遣要請 

本部長及び消防長は、「大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱」

（令和２年７月、消防庁）及び「千葉県広域消防相互応援協定書に基づく航空特別応

援実施要綱」（平成２８年６月、千葉県）に基づき、ヘリコプターの派遣を要請する。 
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３．上水道・下水道事業体の相互応援  

(１) 上水道 

上下水道班は、災害時の給水等の応急措置を実施するために必要があると認めると

きは、「千葉県水道災害相互応援協定」等に基づき、他の水道事業体等に応援要請を

する。 

【資料３３】『災害応援協定等』参照 

 

(２) 下水道 

上下水道班は、「関東ブロック下水道事業における災害時支援に関するルール」

（平成 30 年 4 月、公益社団法人日本下水道協会）に基づき、応援措置の支援を要請

する。 
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第７ 自衛隊の災害派遣要請依頼 

市は、人命又は財産の保護のため、特に必要があると認められるときは、自衛隊法第 83 条

の規定により自衛隊の災害派遣を知事へ依頼するものとする。 

 

項目 担当部署 

１．災害派遣・撤収要請 防災班 

２．自主派遣 防災班 

３．災害派遣部隊の受入れ 防災班 

 

１．災害派遣・撤収要請  

(１) 派遣要請の手続 

本部長は、人命又は財産の保護のため必要があると認めた場合、知事に対して次の

事項を明記した文書をもって自衛隊の派遣を要請する。 

ただし、緊急を要する場合において文書をもってすることができないときは、電話

等で依頼し、事後速やかに文書を送達する。通信の途絶等で知事に要求できないとき

は、直接最寄りの駐屯地司令等の職にある部隊の長に通知し、事後、所定の手続を行

う。 

防災班は、これらの手続を実施する。 
 

■災害派遣要請の手続 

連絡先 県防災危機管理部危機管理政策課 

要請事項 

①  災害の状況及び派遣を要請する事由 

②  派遣を希望する期間 

③  派遣を希望する区域及び活動内容 

④  連絡場所、連絡責任者、宿営地の状況

等その他参考となるべき事項 

【様式１２】『災害派遣部隊要請の様式』参照 

 

(２) 災害派遣部隊の撤収要請 

災害派遣の目的が達成されたとき、又はその必要がなくなったときは、本部長は、

知事及び派遣部隊の長と協議の上、派遣部隊の撤収要請を行う。 

【様式１３】『災害派遣部隊撤収の様式』参照 

 

(３) 派遣活動の範囲 

知事が自衛隊の災害派遣を要請できる範囲は、原則として人命及び財産の保護のた

め必要であり、かつ緊急やむを得ない事態と認められるもので、他に実施する組織等

がない場合とし、おおむね次のとおりとする。 
 

■自衛隊の派遣活動 

①  被害状況の把握 

②  避難の援助 

③  遭難者等の捜索救助 

④  水防活動 

⑤  消防活動 

⑥  道路又は水路の啓開 

⑦  応急医療、救護及び防疫 

⑧  人員及び物資の緊急輸送 

⑨  炊飯及び給水 

⑩  物資の無償貸与又は譲与 

⑪  危険物の保安及び除去 

⑫  その他 
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２．自主派遣  

自衛隊は、災害の発生が突発的で、その救援が緊急を要し、知事の要請を待ついとま

がないときは、次の判断基準により部隊等を自主派遣することができる。 

自主派遣が行われた場合、防災班は、「3．災害派遣部隊の受入れ」に基づき受入れ

を行う。 
 

■自衛隊自主派遣の判断基準 

①  関係機関に対して当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報収集を行う必要があ

ると認められること 

②  知事等が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認められる場合に、直ちに

救援の措置をとる必要があると認められること 

③  自衛隊が実施すべき救援活動が明確な場合に、当該救援活動が人命救助に関するものであ

ると認められること 

④  その他、上記に準じ、特に緊急を要し、知事等からの要請を待ついとまがないと認められ

ること 

 

３．災害派遣部隊の受入れ  

防災班は、自衛隊の災害派遣要請を依頼した場合、作業計画を作成し、次のような受

入れ体制を整える。また、自衛隊の作業が他の災害救助復旧機関と重複することのない

よう、重点的かつ効率的に作業を分担するよう配慮する。 
 

■自衛隊の受入れ体制 

項目 内容 

作業計画

の作成 

①  作業箇所及び作業内容 

②  作業箇所別必要人員及び必要機材 

③  作業箇所別優先順位 

④  作業に要する資材の種類別保管（調達）場所 

⑤  部隊との連絡責任者、連絡方法及び連絡場所 

資機材の

準備 

必要な機械、器具、材料、消耗品等の確保に努め、諸作業に関係のある管理者の了解

を速やかにとりうるよう事前に配慮する。 

交渉窓口 防災班に連絡窓口を一本化し、自衛隊からの本部連絡員の派遣を要請する。 

受入場所 

集結場所：富里中学校（野球・サッカーグラウンド） 

宿営地：富里中央公園イベント広場 

① 本部事務室  ② 宿営地  ③ 材料置場  ④ 炊事場（野外の適切な広さ） 

⑤ 駐車場（車 1 台の基準は 3ｍ×8ｍ） 

⑥ 指揮連絡用ヘリコプター発着場設備（富里中央公園野球場） 
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第８ ボランティアの協力 

災害応急対策を迅速・的確に実施し、被災市民の多種多様な需要に対応するため、ボランテ

ィアの受入れ体制づくりと、円滑なボランティア活動のできる環境づくりについて定める。 

 

項目 担当部署 

１．ボランティア需要状況の把握 福祉班、関係各班、富里市社会福祉協議会 

２．災害ボランティアセンターの開設 富里市社会福祉協議会、福祉班 

３．ボランティアの受入れ 関係各班、富里市社会福祉協議会、福祉班 

４．ボランティア活動支援 福祉班、富里市社会福祉協議会 

５．県災害ボランティアセンターとの連携 関係各班、富里市社会福祉協議会、福祉班 

６．ボランティア活動保険の適用 富里市社会福祉協議会、福祉班 

 

１．ボランティア需要状況の把握  

福祉班及び富里市社会福祉協議会は、関係各班によるボランティア需要状況の的確な

把握に努める。 
 

■ボランティアの主な活動内容（専門分野） 

①  救護所での医療救護活動 

②  被災建築物応急危険度判定 

③  被災宅地危険度判定 

④  外国語の通訳、情報提供 

⑤  ボランティアのコーディネート 

⑥  被災者への心理治療 

⑦  高齢者や障害者等要配慮者の介護・看護、情報提供 

⑧  その他専門的知識、技能を要する活動等 
 

■ボランティアの主な活動内容（一般分野） 

①  避難所の運営補助 

②  炊き出し、食料等の配布 

③  救援物資や義援品の仕分け、輸送 

④  高齢者や障害者等要配慮者の介護 

⑤  被災地の清掃、がれきの片付け 

⑥  避難所や応急仮設住宅における生活支援（心

理面での支援を含む。） 

⑦  その他被災地における軽作業等 

 

２．災害ボランティアセンターの開設  

富里市社会福祉協議会は、福祉班及びボランティア団体・ＮＰＯ法人等と連携して、

災害ボランティアセンター設置・運営マニュアルに基づき、富里市福祉センター内にボ

ランティア活動の窓口・調整・支援機関として、災害ボランティアセンターを設置する。 

災害ボランティアセンターの業務は、次のとおりである。 

なお、ボランティア活動の運営については、ボランティアコーディネーター等の協力

を得て状況に応じて柔軟に設定した活動・運営方針に従い実施する。 
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■災害ボランティアセンターの業務 

区分 内容 

ボランティアの登録及び管理 
ボランティアの登録に当たっては、「災害ボランティア受入名

簿」を作成する。作成した名簿は、福祉班に送付する。 

ボランティア団体に関する情報

の収集と連絡調整 

ボランティア団体の情報収集及びボランティア団体間の調整を

行う。 

ボランティアの募集 
ボランティアの募集について、市公式ホームページ、市広報

紙、マスコミ等を通じて行う。 

ボランティアの派遣 
災害対策本部（福祉班）からの依頼又は需要状況の調査に基づ

き、ボランティアの派遣を行う。 

 

３．ボランティアの受入れ  

(１) 専門ボランティアの受入れ 

専門ボランティアの受入れ要請は、災害対策本部での方針決定に基づき行うものと

し、関係各班は、それぞれの活動で必要な専門分野のボランティアを県、市町村、そ

の他関係団体等を通じて要請し受入れる。 

 

(２) 一般ボランティアの受入れ 

一般ボランティアの受入れは、災害ボランティアセンターに窓口を設け実施するも

のとする。 

 

４．ボランティア活動支援  

福祉班は、ボランティアに対して次の活動支援を行う。 

ただし、食事や宿泊場所については、原則としてボランティア自身が用意する。 
 

①  災害の状況及び災害応急対策の実施状況等の情報を提供し、ボランティア活動の

円滑化を図るとともに、ボランティア活動からもたらされる情報についても積極

的に収集する。 

②  ボランティア活動が効果的に行われるように、必要な事務用品、機器・資機材及

び活動拠点を提供する。 

 

５．県災害ボランティアセンターとの連携  

災害ボランティアセンターは、関係各班からのボランティア需要状況を勘案し、必要

に応じて県災害ボランティアセンターにボランティアの派遣を要請する。 

県災害ボランティアセンターは、被災市と調整の上、人員を派遣する。周辺市町村は

県災害ボランティアセンターの指示により市へ人員を派遣する。 

 

６．ボランティア活動保険の適用  

市の依頼又は自主的な参加により、防災活動に従事した者についてはボランティア活動

保険の対象となることから、富里市社会福祉協議会は、福祉班と連携し、災害ボランティ

アセンターが作成した「災害ボランティア受入名簿」に従いボランティア活動保険の加入

手続を行う。  
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第９ 災害救助法の適用 

災害救助法は、災害により市町村単位で適用基準以上の被害が生じた場合、国の責任におい

て、地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、応急救助を実施し、被

災者の保護と社会秩序の保全を図ることを目的としている。 

そのため、市は、被害の程度が一定の基準を超える場合は、災害救助法の適用を知事に申請

し、法に基づく救助の実施の決定を求める。 

なお、災害救助法に係る事務手続は、福祉班が実施する。 

 

項目 担当部署 

１．災害救助法の適用基準 防災班 

２．災害救助法の適用手続 福祉班、関係各班 

３．災害救助法による救助の実施者 関係各班 

 

１．災害救助法の適用基準  

(１) 市の適用基準 

災害救助法施行令第1条第1項の1～4号の規定に基づく、市における災害救助法

の具体的な適用基準は、次のとおりである。 
 

■災害救助法の適用基準 

指標となる被害項目 適用の基準 該当条項 

住
家
等
へ
の
被
害
が
生
じ
た
場
合 

市内の住家が滅失した世帯の数 80 以上 第 1 条第 1 項第１号 

県内の住家が滅失した世帯の数 2,500 以上 
第 1 条第 1 項第 2 号 

そのうち市内の住家が滅失した世帯の数 40 以上 

県内の住家が滅失した世帯の数 12,000 以上 第 1 条第 1 項第 3 号 

前段 そのうち市内の住家が滅失した世帯の数 多 数 

災害が隔絶した地域に発生したものである等災害にか

かった者の救護を著しく困難とする厚生労働省令で定

める特別の事情がある場合であって、多数の世帯の住

家が滅失したものであること。 

多 数 
第 1 条第 1 項第 3 号 

後段 

災害にかかった者に対する食品若しくは生活必需品の

給与等について特殊の補給方法を必要とし、又は災害

にかかった者の救出について特殊の技術を必要とする

こと。 

県知事が内閣総

理大臣と協議 
基準省令第 1 条※ 

生
命
・
身
体
へ
の
危
害
が
生
じ
た

場
合 

多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそ

れが生じた場合であって、内閣府令※で定める基準に

該当するとき。 

 

第 1 条第 1 項第 4 号 

 

 

 

 

 

 

災害が発生し又は発生するおそれのある地域に所在

する多数の者が、避難して継続的に救助を必要とす

ること。 

基準省令第 2 条 

第 1 項第 1 号※ 

災害にかかった者に対する食品若しくは生活必需品

の給与等について特殊の補給方法を必要とし、又は

災害にかかった者の救出に特殊の技術を必要とする

こと。 

基準省令第 2 条 

第 1 項第 2 号※ 

災害が発生するおそれがある場合において、国に緊急災害対策本部が設置され、

同法第２３条の３第２項の規定により、当該本部の所管区域が告示された場合 
第 2 条第 2 項 

※ 災害救助法施行令第 1 条第 1 項第 3 号の内閣府令で定める特別の事情及び同項第 4 号の内閣
府令で定める基準を定める省令 
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(２) 被害の認定基準 

住家の滅失、半壊等の認定は、災害の被害認定基準による。 

住家が滅失した世帯の算定は、住家の全壊（全焼、流失）した世帯を基準とす

る。半壊等については、みなし換算を行う。みなし換算の目安は、次のとおりである。 

 

■滅失住家の換算 

○ 全壊（全焼・全流失）住家  1 世帯・・・・・・・・・・・・滅失住家 1 世帯 

○ 半壊（半焼）    住家  2 世帯・・・・・・・・・・・・滅失住家 1 世帯 

○ 床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住することができない 

状態となった住家     3 世帯・・・・・・・・・・・・滅失住家 1 世帯 

※ 床下浸水、一部破損は換算しない。 

 

■被害の認定基準 中規模半壊の追加 

被害の区分 認定の基準 

住家全壊 

（全焼・全流

失） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全

部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、又は住家の損壊が甚だしく、補

修により元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の

損壊、焼失若しくは流失した部分の床面積がその住家の延床面積の70％

以上に達した程度のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住

家全体の占める損害割合で表し、その住家の損害割合が50％以上に達し

た程度のものをいう。 

住家半壊 

（半焼） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、

住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のも

の。 

大規模半壊：損壊部分がその住家の延床面積の50％以上70％未満のも

の、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割

合で表し、その住家の損害割合が40％以上50％未満のものをいう。 

中規模半壊：損壊部分がその住家の延床面積の３０％以上４０％未満の

もの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損壊

割合で表し、その住家の損壊割合が３０％以上４０％未満のものをい

う。 

その他：損壊部分がその住家の延床面積の20％以上50％未満のもの、

又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で

表し、その住家の損害割合が20％以上３０％未満のものをいう。 

住家の床上浸水 

土砂の堆積等 

住家の全・半壊等に該当しない場合であって、浸水がその住家の床上以

上に達した程度のもの、又は土砂の堆積等により、一時的に居住するこ

とができない状態となったものをいう。 

注１）「住家」とは、現実に居住のために使用している建物であり、社会通念上の住家であるかど

うかは問わない。ただし耐火構造のアパート等で居住の用に供している部屋が遮断、独立し

ており、日常生活に必要な設備を有しているもの等は、それぞれ「1 住家」として取り扱う。 

注２）「世帯」とは、生計を一にしている実際の生活単位をいう。 

 

２．災害救助法の適用手続  

(１) 災害救助法の適用手続き 

市域の災害が、災害救助法の適用基準のいずれかに該当する又は該当する見込みが

ある場合、本部長は直ちにその旨を知事に報告する。 
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災害救助法施行細則第４条の規定により、災害の事態が急迫して知事の行う救助の

実施を待つことができないとき、本部長は災害救助法の規定による救助に着手し、そ

の状況を直ちに知事に報告する。 

 

(２) 災害救助法の適用された場合の事務 

災害救助法が適用され、応急対策活動を実施した場合、担当部署は、応急対策活動

に係る帳簿類等を作成し、福祉班に報告する。 

なお、費用の支弁対象等は、「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに

実費弁償の基準」（令和６年７月、内閣府）に基づき実施する。 

 

３．災害救助法による救助の実施者  

災害救助法が適用された場合は知事が救助を行い、市長はこれを補助するものとする。 

本部長は、災害救助法が適用された場合においても、災害の事態が急迫して、知事の

行う救助の実施を待つことができないときは、救助の事務に着手するものとする。 

本部長は、市限りで処理不可能な場合、国、県、近隣市町村及びその他関係機関の応

援を得て救助活動を実施する。 

 

■災害救助法の救助項目と市長委任事項 

救助の種類 
市長 

委任※ 
期間 

収容施設の供与 

避難所 ○ 災害発生から 7 日以内 

応急仮設住宅  
災害発生から20日以内に着工し、速やかに

設置 

炊き出しその他による食

品の給与及び飲料水の供

給 

食品の給与 ○ 災害発生から 7 日以内 

飲料水の供給 ○ 災害発生から 7 日以内 

被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 ○ 被害発生から 10 日以内に完了 

医療及び助産 
医療  災害発生から 14 日以内 

助産  分べんから 7 日以内 

被災者の救出 ○ 災害発生から 3 日以内 

被災した住宅の応急修理 ○ 災害発生から 1 月以内に完成 

生業に必要な資金の貸与  災害発生から 1 月以内に完了 

学用品の給与 ○ 

教科書：災害発生から 1 月以内に完了 

その他の学用品：災害発生から15日以内に

完了 

埋葬 ○ 災害発生から 10 日以内に完了 

応急救助のための輸送費  当該救助の実施が認められる期間 

応急救助のための賃金職員等雇上費  当該救助の実施が認められる期間 

死体の捜索 ○ 災害発生から 10 日以内に完了 

死体の処理  災害発生から 10 日以内に完了 

住居又はその周辺に運ばれた土石、竹材等で

日常生活に著しい支障を及ぼしているもの

（障害物）の除去 

○ 災害発生から 10 日以内に完了 

※ 迅速な救助を行う必要があるため災害救助法施行細則により市長に委任されている事項 
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第２節 初動対応期の応急対策活動  

第１ 情報の収集・伝達 

地震による揺れを感知した場合は、震度情報等の地震に関する情報を迅速に収集するととも

に、市民からの通報や問合せに対応しなければならない。 

また、発災初期における応急対策活動、特に救命救助活動を最優先とした災害応急対策を円

滑に実施するため、必要な災害情報の収集・伝達を迅速に行う。 

 

項目 担当部署 

１．地震情報の収集 防災班 

２．市民からの通報・問合せの処理 
市民班、市民活動推進班、防災班、 

関係各班 

３．災害情報の収集・整理 広報情報班、防災班、関係各班 

４．被害調査 
税務班、都市計画班、市民班、医療班、 

関係各班 

５．災害報告 防災班、広報情報班、消防部 

 

１．地震情報の収集  

防災班は、電話及び千葉県防災情報システム等を通じて、気象庁及び銚子地方気象台

が発表する地震情報を速やかに収集する。 

なお、通信回線の障害・不通時は、テレビ・ラジオから情報を入手する。 
 

■地震情報の種類 

種類 内容 

緊急地震速報 

地震の発生直後に、震源に近い地震計でとらえた観測データを解析して震源

や地震の規模（マグニチュード）を直ちに推定し、これに基づいて各地での

主要動の到達時刻や震度を推定し、可能な限り素早く知らせる情報。 

震度速報 
地震発生から約1分半後、震度3以上の全国187に区分した地域名と地震の

発生時刻を発表。市は、「千葉県北西部」である。 

震源・震度に関

する情報 

地震の発生場所やその規模（マグニチュード）、震度 3 以上の地域名と市町

村名を発表。震度 5 弱以上と考えられる地域で、震度を入手していない地点

がある場合は、その市町村名を発表。津波予報の発表状況や津波の心配がな

い場合の解説もこの中で発表する。 

各地の震度に関

する情報 

震度 1 以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震源）やその規模（マ

グニチュード）を発表。 

震度 5 弱以上と考えられるが、震度が入手できない観測点を発表する。 

地震回数に関す

る情報 

地震が多発した場合、震度 1 以上を観測した地震の回数を発表。 
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２．市民からの通報・問合せの処理  

災害時には、市内外の市民から多数の通報・問合せ電話が殺到する。そのため、それ

らの通報・問合せへの対応を迅速・的確に処理する。 

 

(１) 市民からの通報の処理 

市民班は、市民から市へ異常現象や被害情報等の通報があった場合、通報を処理し、

情報の効果的な活用を図る。通報処理の目的と手順は、次のとおりである。 

■通報処理の目的 

①  市民からの通報内容の整理及び共有化を図る。 

②  特定部署への通報の集中による業務の混乱を防止する。 

③  市民班による市民対応、広報情報班における広報情報の資料内容を整理する。 

■通報処理の手順 

①  市民班は、市民からの通報を受け付け、「被害発生状況連絡票」を作成する。 

②  市民班は、災害対策本部に「被害発生状況連絡票」の写しを送付する。 

③  市民班は、「被害発生状況連絡票」を関係各班に送付し、その旨を災害対策本部に

報告する。 

④  関係各班は、必要に応じて通報内容を県等の防災関係機関に伝達する。 

 

(２) 市民からの問合せの処理 

市民から市へ応急対策の実施状況等の問合せがあった場合は、市民班及び市民活動

推進班が対応し、必要に応じて担当する関係各班への取次を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３．災害情報の収集・整理  

(１) 異常現象等の通報 

災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、直ちにその旨を市長又は

警察官に通報する。通報を受けた警察官は、その旨を速やかに市長に通報する。通報

を受けた市長は、直ちに下記の機関に通報し、成田警察署と通報内容を情報共有する。 

■通報先 

①  銚子地方気象台 

②  その災害に関係のある近隣市町村 

③  最も近い県出先機関（成田土木事務所等） 

 

《注意》 

◆災害時の市役所窓口の一本化 
市民等からの問合せの処理が各部班の災害応急対策の妨げとならない

よう、問合せの窓口を一本化し、「市民班」及び「市民活動推進班」が
窓口を運営する。 
問合せへの回答は、問合せがあった時点で災害対策本部が把握してい

る情報をもとにすることとし、不明な情報は原則として「不明」と回答
する。災害対策本部（「防災班」、「市民班」、「市民活動推進班」及
び「広報情報班」）は、上記情報の共有化を図る。 
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(２) 災害の概要把握 

広報情報班は、関係各班からの情報、市民からの通報、関係機関からの情報等から

被害の概要を把握する。 

夜間・休日に地震が発生した場合、市内在住職員は、居住地域周辺の被害状況を、

全職員は、参集途中の見聞情報を班長に報告する。班長は、収集した情報を広報情報

班に報告する。 

 
 

(３) 災害情報の整理 

広報情報班は、通報を受けた情報、職員の収集した情報を集約し整理する。 

 

(４) 被災者台帳の作成 

市民班は、災害対策本部が収集した情報をもとに、被災者の被害の程度や支援の実

施記録等を一元的に整理した被災者台帳の作成に努める。 

 

(５) 関係機関への通報 

防災班は、必要に応じて災害情報を地域振興事務所、警察署及び消防本部に通報する。 

 

４．被害調査  

税務班及び都市計画班は、家屋の被害状況の把握及び罹災証明書の発行のため、住家

被害認定調査を行う。被害調査は、内閣府が定めた「災害に係る住家の被害認定基準運

用指針」（令和 3年 3月、内閣府）に基づき実施する。 

関係各班は、所管する施設の被害調査を行い、調査した結果をまとめ、広報情報班に

提出する。 

市民班、医療班及び消防部は、人的被害（死者、負傷者及び行方不明者）に係る被害

調査を行い、調査した結果をまとめ、広報情報班に提出する。 

 

 

５．災害報告  

(１) 災害発生の報告 

防災班は、震度 4 以上を観測した場合、災害の状況及び応急対策活動の概要を県に

報告する。 

消防部は、消防庁の災害速報の基準に該当する場合（地震の場合、震度 5 弱以上）、

「火災・災害等即報要領」（令和３年５月、消防庁）に基づき、被害の有無を問わず、

第 1 報等を県と併せて総務省消防庁に報告する。 

防災班及び消防部は、同時多発の火災等により消防機関への通報が殺到したときは

その旨を、また、震度 6 弱以上の地震の場合は 119 番件数についても、その概数を

総務省消防庁及び県に報告する。 
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(２) 県への被害報告 

ア 報告先・手段 

災害報告は、広報情報班がとりまとめ、防災班が千葉県防災情報システム及び電

話・ＦＡＸ又は千葉県防災行政無線により県災害対策本部事務局に報告する。 

被害情報等の収集報告活動は、「千葉県危機管理情報共有要綱」（平成２９年４

月、千葉県）に基づき実施する。 

イ 報告の区分 

県へ報告すべき情報は、次のとおりである。原則として千葉県防災情報システム

を使用して県本部事務局に報告する。システムが使用不能又は「千葉県危機管理情

報共有要綱」（平成２９年４月、千葉県）に別途規定がある場合、システム、電話

又は FAX 等の代替手段を用いて報告する。 

ただし、県本部事務局に報告できない場合にあっては、総務省消防庁に報告し、

事後速やかに県本部事務局に報告する。また、「震度５強」以上を記録した地震、

並びに大規模な災害により消防機関への通報が殺到したときは、被害の有無を問わ

ず、第１報等について、その通報件数を総務省消防庁及び県本部事務局に報告する。 

 

■市から県への報告【災害緊急報告】 

内容 時期・方法 

①  庁舎等の状況 

②  災害規模概況 

災害の発生場所、概況、人的被害、住家被害、火災

発生の有無等の被害状況 

③  応急対策の状況 

当該災害に対して講じた応急対策について報告 

④  措置情報 

⑤  災害対策本部等の設置状況、避難指示等の状況、避

難所の設置状況等について報告 

①  覚知後直ちに 

②  第 1 報の後、詳細が判明の都

度、直ちに 

[システム、電話、FAX] 

 

■市から県への報告【災害総括報告（定時報告）】 

内容 時期・方法 

被害情報及び措置情報の全般的な情報を定時に報告 

①  被害情報 

各市町村区域内の人的被害、住家被害及びその他施

設等の全般的な被害状況（件数） 

②  措置情報 

災害対策本部の設置、職員配備、市民避難等の状況 

①  原則として 1 日 2 回 9 時・15

時現在で把握している情報を指

定時刻まで 

②  県から別途指定があった場合は

その指定する時刻まで 

[システム、電話、FAX] 

災害総括報告で報告した被害情報の内容（日時・場

所・原因等）及び措置情報の詳細を報告 

【様式１４】『県報告関係』参照 

ウ 報告責任部局 

被害情報等の報告に係る責任部局は、防災班とする。 

防災班は、各班が収集した被害情報等を総括し、県への報告事務を取り扱う。 

 

エ 被害情報等の収集報告系統 

被害情報等の収集報告の流れは、次のとおりである。 
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■被害情報等の収集報告の流れ 
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第２ 広報活動 

市及び防災関係機関は、災害発生後できる限り速やかに市民及び報道機関に対し被害の正確

な情報を提供し、市民が適切な行動をとれるようにするとともに、パニックの発生を未然に防

止する。 

 

項目 担当部署 

１．広報活動の方針 広報情報班、市民班 

２．初動期の広報 広報情報班、防災班 

３．避難所等における広報 教育部、福祉班、広報情報班 

４．報道機関への対応 広報情報班 

 

１．広報活動の方針  

地震災害時における市民の混乱や不安をなくすため、被害の状況、災害応急対策状況

等を市民に対し迅速かつ的確に周知するよう努める。 

また、二次災害の発生を防止するために必要な措置等についても、同様に市民に周知

するように努める。 

 

(１) 広報ルートの一元化 

広報活動における情報を統一するために広報ルートの一元化を図る。 

市による広報は、原則として広報情報班（各班からの情報）及び市民班（市民から

の通報等）により情報収集したものを災害対策本部が集約し、本部員会議による広報

内容の審査・決定を経て、広報情報班が広報する。 

 

(２) 災害広報の方法 

市民への広報は、広報情報班が、防災行政無線、Ｌアラート、防災・防犯メール、

エリアメール、緊急速報メール、市公式ホームページ、広報車等を活用して実施する。 

また、時間の経過とともに変化する市民の要望や被災者を取り巻く状況の変化に対

応した情報を、効果的な広報手段を用いて、市民に周知するよう努める。 

 

２．初動期の広報  

地震直後は、市からの直接的な広報（呼びかけ）が市民の混乱を防止する上で極めて

重要であることから、できる限り迅速に直接広報するとともに、あらゆる手段を用いて

広報に努める。 

また、広報情報班は、市役所等に災害対策本部からの広報事項等を記載した情報掲示

板を設置する。 

広報情報班は、防災班と連携し、災害の状況に合わせて次の内容の広報を行う。 
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■主な広報内容 

①  災害対策本部の震災対策状況 

②  市民に対する避難指示、緊急安全確保等に関する事項 

③  災害救助に係る活動状況 

④  被害状況と被害拡大防止に関する情報 

⑤  県、警察、自衛隊等の関係機関の震災対策状況 

⑥  公共交通機関の運行状況及び道路交通規制状況 

⑦  電話の通話状況、電話の自粛要請 

⑧  支援情報（避難所、救護所、救援物資の配布、給水・給食、その他避難生活情報） 

⑨  電気、ガス、水道等の状況 

⑩  流言飛語の防止に関する情報 

 

３．避難所等における広報  

教育部は、広報情報班と連携して、避難所において避難者への広報を行う。広報に当

たっては、避難所運営委員会、ボランティア等と連携して、情報の混乱が生じないよう

にする。 

また、福祉班は、広報情報班と連携して、避難所外の聴覚・視覚障害者、日本語によ

る意思疎通に支障がある外国人※等の災害情報を的確に入手することが困難な要配慮者

（特に、避難行動要支援者）を対象に、適切に情報が伝達されるように配慮して広報に

努める。 

   ※手上げ 

４．報道機関への対応  

(１) 報道機関への要請 

ア 放送要請 

広報情報班は、災害等のため通信ができない場合又は通信が著しく困難と考えら

れる場合は、災対法第 57 条の規定により、通知、要請、伝達又は警告のため、県

と連携し、放送を要請する。 

イ 取材の配慮要請 

広報情報班は、災害対策本部内への立入り、取材は原則禁止する措置をとるとと

もに、避難者等のプライバシー等に配慮をするよう報道機関に要請する。 

 

(２) 記者発表 

広報情報班は、記者会見場を設置し、記者会見を定時に開いて必要な情報を報道機

関へ提供する。また、記者会見場の設置に当たっては、必要な設備を準備する。 

なお、発表内容は、本部員会議に諮る。 
 

■記者発表の概要 

項目 内容 

記者発表場所 中央棟３階 第３会議室 

発表者 第１位 総務部長  第２位 広報情報班長  第３位 防災班長 

発表内容 

①  被害の状況 

②  市が実施する応急対策活動の内容 

③  報道機関への広報支援の要請 
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第３ 消防活動 

消防部は、消防団及び防災関係機関と連携して、その全機能を挙げて消防活動を行い、災害

から市民の生命、財産を保護する。 

 

項目 担当部署 

１．消火活動 消防部、消防団 

２．市民・自主防災組織・事業者等の消火活動 
市民、自主防災組織、事業者等、

消防部、消防団 

３．消防広域応援要請 消防部 

 

１．消火活動  

(１) 基本方針 

震災時には、市民の生命、身体の安全確保を基本とし、出火防止と地震により発生

した火災の早期鎮圧、人命の救出、救助及び避難路の安全確保を原則とした活動を実

施するものとする。 

 

(２) 消防部の活動 

消防部は、指揮本部等を設置し、消防長が本部長となり、消防が行う応急対策活動

の全般を指揮する。 

 

ア 避難所、避難路確保の優先 

延焼火災が多発し拡大した場合は、人命の安全を優先とした避難所、避難路確保

の消防活動を行うものとする。 

イ 重要地域の優先 

同時に複数の延焼火災が発生した場合は、重要かつ延焼拡大危険要素が高い地域

を優先に消防活動を行うものとする。 

ウ 消火の可能性の高い火災の優先 

同時に複数の延焼火災が発生した場合は、消火の可能性の高い火災を優先して消

火活動を行うものとする。 

エ 市街地火災の優先 

大工場、大量危険物貯蔵施設等から出火し、多数の消防隊を必要とする場合は、

市街地に面する部分及び市街地の延焼火災の消防活動を優先とし、それらを鎮圧し

た後に部隊を集中して活動に当たるものとする。 

オ 重要対象物の優先 

重要対象物周辺と他の一般市街地から同時に出火した場合は、重要対象物の防護

上に必要な消防活動を優先するものとする。 
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(３) 消防団の活動 

消防団の活動は、次のとおりである。 

■消防団の活動 

活動 内容 

① 出火防止 

火災等の災害発生が予測された場合は、居住地付近の市民に対し出火防止

を広報するとともに、出火した場合は、市民と協力して初期消火を図るも

のとする。 

② 消火活動 

消防部の出動不能若しくは困難な地域における消火活動、又は主要避難路

確保のための消火活動については、単独又は常備消防と協力して行うもの

とする。 

③ 救急救助 
要救助者の救助救出、負傷者に対する応急措置及び安全な場所への搬送を
行うものとする。 

④ 避難誘導 
避難指示等がなされた場合は、これを市民に伝達するとともに、関係機関
と連絡をとりながら市民を安全に避難させるものとする。 

 

２．市民・自主防災組織・事業者等の消火活動  

(１) 市民・自主防災組織の活動 

市民及び自主防災組織は、火災が発生した場合に初期消火活動を行い、消防機関が

到着した場合に、その指示に従う。 

 

(２) 事業者等の活動 

事業者等は、火災が発生した場合、出火防止措置及び初期消火活動を行う。 

 

(３) 通電火災への警戒 

消防部は、市民等と協力して電力復旧時の通電火災の発生、消火後の再燃、放火等

を防止するために警戒巡視を行う。 

 

３．消防広域応援要請  

消防広域応援要請は、「本編 第１章 第１節 第６ ２．消防の広域応援要請」を

準用する。 
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第４ 救急救助 

市直下地震が発生した場合は、家屋の全壊が 1,811棟、半壊が 4,926棟と想定され、倒壊

家屋の下敷きになる等、最優先されるべき救急救助が数多く必要になると考えられる。 

また、救助活動は、消防機関、警察、自衛隊等の防災関係機関だけでなく、地域市民、自主

防災組織及び事業者等からの人員の提供、土木建設業者等からは重機の貸与等を受け、全ての

力を結集して当たる必要がある。 

 

項目 担当部署 

１．救助活動 
広報情報班、消防部、消防団、成田警察署、市民、自主防災組

織、事業者等 

２．救急活動 消防部、防災班、消防団 

 

１．救助活動  

(１) 救出情報の収集 

広報情報班は、消防部、消防団、警察署等の情報から救出情報を収集し、管理する。 

 

(２) 救助活動 

消防部及び消防団は、救助隊を編成、救助資機材等を準備し行方不明者情報をもと

に救助活動を行う。災害の状況により市だけでは救助活動が困難と考えられる場合は、

警察署、隣接消防機関等の応援を要請する。自衛隊の応援が必要な場合は、本部長は

知事に派遣要請を依頼する。車両、特殊機械が必要な場合は、県の協力又は土木建設

業者等に出動を要請する。 
 

■救助活動の原則 

①  延焼火災が多発し、多数の救急救助事象が発生している場合は、火災現場付近を優

先する。 

②  延焼火災は少ないが、多数の救急救助事象がある場合は、多数の人命を救護するこ

とを優先する。 

③  同時に小規模な救急救助事案が併発している場合は、救命効率の高い事象を優先する。 

④  傷病者に対する救急処置は、救命の処置を必要とする事象を優先する。 

 

(３) 市民、自主防災組織、事業者等の活動 

市民、自主防災組織及び事業者等は、二次災害の発生に十分注意しながら連携して、

地域及び事業所内の被害状況を調査し、行方不明者の確認を行う。また、崩壊土砂や

建物等の下敷きとなっている者がいるときは、可能な限り協力して救助を行う。 

 

２．救急活動  

消防部は、負傷者を受入れ可能な病院に搬送する。 

防災班及び消防部は、道路の被害等で救急車による搬送ができない場合は、必要に応

じ、千葉県ドクターヘリ（日本医科大学千葉北総病院・君津中央病院）、千葉市消防局、

派遣された自衛隊に対し、ヘリコプターによる搬送を要請する。 
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第５ 危険物等の対策 

危険物等の対策は、危険物の管理者及び監督機関が行うが、消防部は、必要に応じて協力や

情報連絡を行う。 

 

項目 担当部署 

１．高圧ガス等の保管施設 施設管理者、消防部 

２．石油類等危険物保管施設 施設管理者、消防部 

３．火薬類保管施設 施設管理者、関東東北産業保安監督部 

４．毒物・劇物保管施設 施設管理者、学校教育班 

５．危険物等輸送車両 事業者、消防部、成田警察署 

 

１．高圧ガス等の保管施設  

県及び消防部は、施設管理者等に対し、必要に応じて保安措置等についての指導を行

うとともに、関係機関との情報連絡を行う。 

 

２．石油類等危険物保管施設  

消防部は、危険物施設等の所有者、管理者又は占有者に対して、次に掲げる措置を当

該施設の実態に応じて講じるよう指導する。 

 

■石油類等危険物保管施設への措置内容 

①  危険物の流出・爆発等のおそれのある作業及び移送の停止措置並びに施設の応急点検と

出火等の防止措置 

②  混触発火等による火災の防止措置、初期消火活動、タンク破壊等による流出及び異常反

応、浸水等による広域拡散の防止措置と応急対策 

③  災害状況の把握及び状況に応じた従業員、周辺地域市民に対する人命安全措置並びに防

災機関との連携活動 

④  危険物による災害発生時の防災組織活動と活動要領の制定 

 

３．火薬類保管施設  

県及び関東東北産業保安監督部は、火薬類保管施設の管理者等に対し、危険防止措置

を講ずる監督又は指導を行うとともに、必要があると認めるときは、緊急措置命令等を

行う。 

 

４．毒物・劇物保管施設  

県は、毒物・劇物保管施設の管理者等に対し、有毒ガス発生の防止の応急措置、除毒

方法と周辺市民の安全措置、連絡通報について指導する。 

また、学校教育班は、各学校長に対し、県教育委員会の指導に基づき、学校等に保管

してある薬品の危険防止や児童生徒等の安全確保を指導する。 
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５．危険物等輸送車両  

消防部は、関係機関と連携して次の応急措置を行う。 

 

■危険物等輸送車両に係る措置内容 

①  事故通報等に基づきその状況を把握の上、交通規制等について関係機関と密接な情報

連絡を行う。 

②  必要に応じ、地域市民への広報活動や警戒区域に対する規制等を行う。 

③  危険物輸送車両の関係者に対して、必要に応じ一時使用停止等又は使用制限の緊急措

置命令を発する。 
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第６ 医療救護活動 

大規模地震による医療機関の被災により、市民等が医療及び助産の途を失った場合、医療機

関は市の支援を受け、応急的に医療を施し、助産の処置を行い、被災者の保護の万全を図る。 

 

項目 担当部署 

１．医療施設の被災情報等の収集 医療班、防災班、消防部、広報情報班 

２．初動医療体制の確立 
医療班、消防部、印旛市郡医師会、 

印旛郡市歯科医師会、印旛郡市薬剤師 

３．負傷者等の搬送 医療班、消防部、印旛市郡医師会 

４．被災医療機関への支援 

医療班、印旛市郡医師会、印旛郡市歯科 

医師会、 

印旛郡市薬剤師会 

５．透析患者等要配慮者への対応 医療班、印旛市郡医師会 

 

１．医療施設の被災情報等の収集  

医療班は、関係各課と連携し、医療に関する情報の拠点として、市内医療機関の被災

状況や、空き病床数等の情報収集を行う。 

 

■医療に関する情報の収集、共有等の手順 

① 医療班は、市内の医療機関に関する以下の情報を収集する。 

 被災状況（電気、通信等ライフラインの状況を含む） 

 稼働状況 

 入院患者の状況（人工透析患者等早期の対策が必要な患者に留意する） 

 外来患者の集中状況等（人工透析患者等早期の対策が必要な患者に留意する） 

 血液、医薬品、資器材の状況 

 医師、看護師等医療スタッフの状況 

② 消防部は、以下の情報を把握し、災害対策本部に連絡する。 

 要救助現場に関する情報 

 救急車の稼働状況 

 １１９番通報の状況 

③ 医療班は、災害対策本部から以下の情報を入手し把握する。 

 特に甚大な被害を受けている地区の状況 

 道路交通の状況（交通規制、渋滞） 

 使用可能なヘリポートの状況 

④  医療班は、把握した情報を随時、医療機関、災害対策本部に伝達するとともに、照会

が      あればそれに応じる。 

⑤  広報情報班は、災害対策本部の指示に基づき、市民等に広報する。 

 

２．初動医療体制の確立  

(１) 救護所の設置 

医療班は、被災情報に基づき、すこやかセンターに救護所を設置するとともに、医

療用資機材、電源、テント等、応急医療に必要な資機材を運搬する。 
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なお、施設のライフラインが被災した場合は、関係事業者に早期復旧を要請する。 

(２) 医療チームの派遣要請 

医療班は、印旛市郡医師会及び印旛郡市歯科医師会に医療救護チームの出動を要請

する。市で対応ができない場合、合同救護本部（印旛保健所（健康福祉センター））

に対して、災害派遣医療チーム（DMAT）、CLDMAT（Chiba Limited DMAT）、

日赤救護班、日本医師会災害医療チーム等の医療チームの派遣を要請する。 

 

(３) 救護所での活動 

医療班及び消防部は、医療救護チームの到着までの間、連携して次の活動を行う。 

医療救護チーム到着後、医療チームを中心として次の活動を行う。 
 

■救護所での活動 

①  負傷者の緊急度の判定（トリアージ） 

②  後方医療施設への転送の要否及び転送順位の決定 

③  傷病者への応急処置 

④  軽症者等に対する医療 

⑤  助産 

⑥  死亡の確認 

【様式４０】『医療救護関係』参照 

 

(４) 医薬品・医療用資機材等の確保 

医療班は、救護のための医療器具・医療資機材等及び薬品を、印旛郡市薬剤師会及

び薬品業者を通じて確保する。不足する場合は、県に対し医薬品等の供給を要請する。 

輸血用の血液及び血液製剤が必要なときは、県を通じて千葉県赤十字血液センター

に供給を依頼する。 

 

３．負傷者等の搬送  

負傷者等の救護医療機関への搬送方法は、次のとおりである。 

 

(１) 地域医療搬送 

市域及び周辺地域の救護医療機関への搬送は、原則として次の方法で実施する。 
 

■地域医療搬送の方法 

①  医療班が消防部に搬送を要請する。 

②  公用車、又は市内医療機関や救護所の班員が使用している自家用車により搬送する。 

③  自主防災組織、事業者等の協力を得て搬送する。 

 

■地域医療機関（印旛保健所（健康福祉センター）管内） 

区分 名称 備考 

千葉県救急告示医療機関 
日吉台病院 救急告示医療機関 

成田富里徳洲会病院 救急告示医療機関 
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(２) 救護医療機関の受入れ要請 

医療班及び消防部は、「本編 第1章 第2節 第6 １．医療施設の被災情報等

の収集」で収集した救護医療機関の被災状況と収容可能ベッド数等の情報に従い、各

医療機関に収容スペース確保等の受入体制の確立を要請する。また、負傷者が一箇所

の医療機関に集中しないように配慮する。 

 

(３) 広域医療搬送 

広域医療搬送の方法は、次のとおりである。 
 

■広域医療搬送の方法 

①  医療班は、市内及び周辺の救護医療機関で対応できない傷病者に対しては、印旛

市郡医師会、県を通じて災害拠点病院、県外の医療機関へ重症者の受入れを要請

する。 

②  遠隔地の医療機関へ緊急に搬送する必要がある場合は、県（災害医療本部）に対

して千葉県ドクターヘリ等の要請を行う。 

 

■広域医療機関（印旛保健所（健康福祉センター）管内） 

区分 名称 

災害拠点病院 

基幹災害拠点病院 

（隣接ヘリコプター離着陸場） 

日本医科大学千葉北総病院 

（専用ヘリポート） 

地域災害拠点病院 

（隣接ヘリコプター離着陸場） 

成田赤十字病院 

（専用ヘリポート） 

国際医療福祉大学成田病院 

（専用ヘリポート） 

東邦大学医療センター佐倉病院 

（佐倉市王子台小学校） 

【資料４９】『ドクターヘリポート』参照 

 

４．被災医療機関への支援  

被災した医療機関は、医療機能の麻痺を最小限にとどめるための対策を講じる。 

ライフラインの停止（断水、停電、情報通信機能の麻痺）、医療スタッフや医薬品、

医療用資器材の不足等で機能が低下した場合は、災害対策本部（医療班）に連絡し、協

力を要請する。 

医療班は、印旛市郡医師会、印旛郡市歯科医師会、印旛郡市薬剤師会等に協力を要請

し、積極的にこれに協力する。 

 

５．透析患者等要配慮者への対応  

医療班は、人工透析、ぼうこう又は直腸機能障害者及び人工呼吸器使用者等の応急措

置について状況確認するとともに、印旛市郡医師会に医療機関の被災状況及び対応の可

否について確認し、透析患者等要配慮者へ確認した情報を提供する。 

また、必要に応じて受入れ可能な医療機関への移動を支援する。 
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第７ 行方不明者の捜索 

市は、大規模地震に伴い多数の行方不明者の発生が予想されるため、関係機関の協力を得て、

行方不明者の捜索を適切に実施する。 

 

項目 担当部署 

１．行方不明者情報の収集 市民班、広報情報班 

２．行方不明者情報の共有 市民班、消防部、消防団、成田警察署、自衛隊 

３．捜索活動 消防部、消防団、成田警察署、自衛隊 

 

１．行方不明者情報の収集  

市民班は、災害相談窓口で受け付けた捜索願及び行方不明者の情報を収集し、広報情

報班と連携して、行方不明者のリストを作成する。 

 

２．行方不明者情報の共有  

市民班は、行方不明者のリストを消防部、消防団、成田警察署及び自衛隊に提出し、

情報の共有を図る。 

 

３．捜索活動  

消防部は、消防団、成田警察署及び自衛隊と協力して行方不明者の捜索活動を行う。 

捜索活動においては、災害救助法の適用の有無、住家の被害状況、原因は問わない。 

なお、被害の状況等から死亡していると推定される者の捜索（遺体の捜索）は、「本

編 第１章 第２節 第 13 １．遺体の捜索」を準用する。 
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第８ 交通・緊急輸送 

市は、災害時の制約された条件下で地震による負傷者の救急搬送、災害応急対策要員、救

援物資や資機材の輸送等に必要な緊急輸送道路の応急復旧を効果的に行うため、迅速に緊急

輸送道路の被害状況を把握し、他の道路より優先的に応急復旧を実施する。また、緊急輸送

に使用する緊急通行車両やヘリコプター等の輸送手段を速やかに確保する。 

 

項目 担当部署 

１．交通対策 
市民活動推進班、建設班、成田警察署、道路管理者、 

広報情報班 

２．緊急輸送道路の確保 建設班、市民活動推進班、成田警察署、道路管理者 

３．緊急輸送 財政班、防災班、市民活動推進班 

４．緊急通行車両の確認等 財政班、成田警察署 

 

１．交通対策  

(１) 交通情報の収集 

市民活動推進班及び建設班は、警察署及び道路管理者と連絡をとり、交通の状況、

道路の被災状況等の情報を収集する。収集する交通情報は、次のとおりである。 
 

■収集する交通情報 

①  主要道路、橋りょう等の被害状況及び復旧の見通し 

②  交通規制の実施状況（道路名、区間、迂回路等） 

③  特に危険と認められた道路及び橋りょうの位置 

④  その他必要な事項 

 

(２) 交通規制 

ア 交通規制の実施 

成田警察署又は道路管理者等は、応急対策活動上重要な路線について交通規制を

実施する。 

建設班は、市管理の道路が、陥没、路肩崩壊、土砂災害等により危険なとき、又

は緊急輸送のため必要なときは、成田警察署と協議して通行禁止又は制限等の措置

をとるとともに、規制情報を広報情報班に伝達して市民へ広報する。 

 

イ 運転者のとるべき措置 

震災時における運転者のとるべき措置は、次のとおりである。 
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■運転者のとるべき措置 

①  走行中の車両の運転者は、次の行動をとること 

○直ちに、車両を道路の左側に停止させること 

○停止後は、ラジオ等により災害情報及び交通情報を聴取し行動すること 

○車両を置いて避難するときは、できるだけ道路外の場所に移動する。やむを得ず

道路上に置いて避難するときは、車両をできる限り道路の左端に沿って駐車する

等通行の障害とならない方法により駐車し、エンジンを切り、エンジンキーを付

けたままとし、窓を閉め、ドアはロックしないこと 

②  避難のために車両を使用しないこと 

③  通行禁止区域等においては、次の措置をとること 

○車両を道路外の場所に置くこと 

○道路外に置く場所のない車両は、通行禁止区域等の外に移動すること 

○速やかな移動が困難なときは、車両をできる限り道路の左端に沿って駐車する

等、緊急通行車両の通行の妨害とならない方法により駐車すること 

 

２．緊急輸送道路の確保  

(１) 県の緊急輸送道路 

県（成田土木事務所）は、被災者の救護活動や緊急物資の輸送に対処するため、特

に「緊急輸送道路一次路線」等交通上重要と認められる路線を最優先に路上の障害物

除去や応急復旧等の道路啓開活動を行う。 
 

■県指定の緊急輸送道路（市関連） 

路線区分 目的 市内の該当路線 

一次路線 

隣接都県との連携強化、広域的な緊急輸送等に資する

高速道路、一般国道、主要県道､空港･港湾等に通じる

主要市町村道 

東関東自動車道 

一般国道 296 号 

一般国道 409 号 

二次路線 
一次路線を補完し、市町村役場等を相互連絡する県道

等 
該当なし 

【資料４８】『緊急輸送道路』参照 
 

(２) 市の緊急輸送道路 

市は、県が指定している緊急輸送道路とは別に、市域での災害応急活動を円滑に行

うため主要な道路を災害時緊急輸送道路として指定している。 

建設班は、市の緊急輸送道路となる道路の状況を点検し、交通規制、応急復旧等を

行い、通行を確保する。 

市民活動推進班は、道路の通行禁止、制限等緊急輸送道路における状況について警

察署と連絡をとる。 

【資料４８】『緊急輸送道路』参照 
 

(３) 道路啓開 

建設班は、被害を受けた市道について、被災者の救護活動や緊急物資の輸送に対処

するため、特に市指定の緊急輸送道路等交通上重要と認められる路線を最優先に関係

事業者と連携を図りながら路上の障害物除去や応急復旧等の道路啓開活動を行う。 

また、管理する道路に放置車両や立ち往生車両が発生した場合に、災害応急対策の
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実施に著しい支障が生じるおそれがあるときや、緊急通行車両の通行を確保するため

緊急の必要があるときは、次の事項に留意し、必要な措置を講じるものとする。 

なお、建設班等は、あらかじめ市民等に対し、災害時において、災対法第７６条の

６の規定により、車両の移動等を命じる道路区間の指定が行われた場合は、車両の移

動等が行われることがあることを周知するものとする。 

 

ア 緊急車両の通行ルート確保のための放置車両対策 

道路管理者等は、緊急車両の通行を確保する緊急の必要がある場合、区間を指定

して以下を実施する。 
 

■放置車両対策 

①  緊急車両の妨げとなる車両の運転者等に対して移動を命令 

②  運転者の不在時等は、道路管理者等自ら車両を移動（その際は、やむを得ない限

度での破損を容認） 
 

イ 土地の一時使用 

アの措置のため、やむを得ない場合、道路管理者等は、他人の土地の一時使用、

竹木その他の障害物の処分ができる。（沿道での車両保管場所の確保） 

 

３．緊急輸送  

(１) 車両による輸送 

ア 車両の確保 

財政班は、公用車その他の車両を管理し、各班からの配車要請に基づいて配車を

行う。公用車では不足する場合又は公用車では輸送できない場合は、千葉県トラッ

ク協会、千葉県バス協会等の輸送業者に輸送を要請する。 

イ 燃料の確保 

財政班は、災害時に使用する公用車、応援車両等に必要な燃料を燃料販売業者か

ら調達する。 

 

(２) ヘリコプターによる輸送 

ア ヘリコプターの要請 

防災班は、災害による交通の途絶又は緊急的な輸送を必要とする場合は、県にヘ

リコプターによる輸送を要請する。 

イ 臨時ヘリポートの開設 

市は、ドクターヘリの臨時へリポートとして市内の小・中学校の校庭及び公園等

を指定している。また、自衛隊の指揮連絡用ヘリコプター発着場として、富里中央

公園野球場を臨時へリポートに指定している。 

市民活動推進班は、ヘリポートの開設時、施設の被災状況等の点検を行い、立入

制限等の必要な措置をとる。 

【資料４６】『ドクターヘリポート』参照 
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■臨時ヘリポートの開設場所 

名称 所在地 管理者 

富里中央公園野球場 七栄 652-12 教育部 生涯学習課 

 

４．緊急通行車両の確認等  

(１) 緊急通行車両の事前届出について 

公安委員会は、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その

他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関が保有する車両等で、災対法第

50 条第 1 項に規定する災害応急対策を実施するために使用するものについて、緊急

通行車両に該当するかどうかの審査を行う。 

公安委員会は、前記により緊急通行車両に該当すると認められるものについては、

届出済証を交付する。 

【様式９】『緊急通行車両関係』参照 

 

(２) 緊急通行車両の申請手続 

知事又は公安委員会は、災対法第 76 条に基づく通行の禁止又は制限を行った場合、

緊急輸送のための車両の使用者の申出により災対法施行令第 33 条の規定により緊急

通行車両の確認（証明書及び標章の交付）を行う。 

財政班は、届出済証の交付を受けた車両については、県警察本部、警察署又は交通

検問所に当該届出済証を提出し、確認審査を省略して、標章及び確認証明書の交付を

受ける。 

財政班は、届出済証の交付を受けていない車両については、「緊急通行車両等確認

申請書」を県又は公安委員会に提出する。知事又は公安委員会は、緊急通行車両であ

ることを確認したときは、標章及び確認証明書を交付する。 

交付された標章は、当該車両の助手席側の内側ウインドウガラス上部の前面から見

やすい箇所に貼付し、証明書は当該車両に備え付ける。 

 

 

 

 

 

  



 第３編 災害応急対策計画  第１章 震災応急対策 

第２節 初動対応期の応急対策活動 

応急 1-２-21 

総

則 

災
害
予
防 

計
画 

災

害

応

急

対

策

計

画 

震

災 

風

水

害 

事
故
災
害 

東
海
地
震 

災
害
復
旧 

復
興
計
画 

資

料

編 

第９ 二次災害の防止 

担当部署は、地震発生後の余震等による建築物・宅地やがけ地等の二次災害及び危険物漏洩

等の二次災害による人的被害の防止対策を図り、市民の安全を確保する。 

 

項目 担当部署 

１．被災建築物の応急危険度判定 都市計画班 

２．被災宅地の危険度判定 都市計画班 

３．がけ地等の危険防止対策 建設班、農政班 

４．危険物施設等の対策 消防部、防災班、施設管理者 

５．二次災害防止のための市民への呼びかけ 広報情報班、防災班、関係各班 

 

１．被災建築物の応急危険度判定  

(１) 判定実施体制の準備 

都市計画班は、班の下に応急危険度判定チームを設置し、調査区域の分担、マニュ

アル、ステッカー等の必要な判定資機材等の準備を行う。 

また、地元の応急危険度判定の有資格者を確保するとともに県に要請して、他市町

村、千葉県建築士会、千葉県建築士事務所協会の応急危険度判定の有資格者を確保す

る。 

 

(２) 判定活動 

判定は、「被災建築物応急危険度判定マニュアル」（平成１０年１月、財団法人日

本建築防災協会）に基づき目視点検により行う。判定の結果は、「危険」「要注意」

「調査済」に区分し、建物の入口に判定結果を色紙で表示する。 

判定は、避難所、病院等の重要施設を優先的に行い、次いで共同住宅、戸建て住宅

の危険度判定を実施する。 

 

２．被災宅地の危険度判定  

市は、被災した宅地の二次災害を防止し、市民の安全を図るため被災宅地や土砂災害

危険箇所等の危険度判定を行う。 

都市計画班は、県に被災宅地危険度判定士の確保を要請する。 

判定は、「被災宅地の調査・危険度判定マニュアル」（平成２６年３月、被災宅地危

険度判定連絡協議会）等に基づき行い、判定の結果はステッカー等で表示する。 

また、施設等に著しい被害が生じるおそれのある場合は、速やかに関係機関や市民に

連絡するとともに、必要に応じ適切な避難対策、被災施設・危険箇所への立入制限を実

施する。 
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３．がけ地等の危険防止対策  

建設班及び農政班は、成田土木事務所、北部林業事務所と連携してがけ地及び山地の

応急点検を行う。亀裂や一部崩壊が発生した場合は、建設業者等に協力を依頼し、土砂

の撤去、二次災害防止のためシート等による防護等を行う。 

また、点検結果により周辺に危険が及ぶおそれがある場合は、防災班は、建設班の報

告に基づき、速やかに関係機関や市民に連絡するとともに、必要に応じ適切な避難対策、

危険箇所への立入りを制限し、状況に応じて避難指示又は緊急安全確保を行う。 

 

４．危険物施設等の対策  

(１) 施設の点検、応急措置 

危険物施設、高圧ガス施設、毒物劇物施設等の管理者は、爆発等の二次災害防止の

ため、施設の点検、応急措置を行う。消防部及び県は、必要に応じて立入検査を行う。 

 

(２) 避難及び立入制限 

消防部、防災班及び危険物施設等の管理者は、爆発等によって大きな被害が発生す

るおそれのある場合は、速やかに防災関係機関や市民に連絡するとともに、適切な避

難対策を実施する。 

また、消防部は、必要に応じて被災施設及びその周辺の危険区域への立入制限を実

施する。 

 

５．二次災害防止のための市民への呼びかけ  

広報情報班は、災害対策本部の指示に基づき、二次災害防止のため市民への呼びかけ

を行う。二次災害防止のため市民への呼びかけの詳細は、「本編 第１章 第２節 第

2 広報活動」を準用する。 
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第１０ 避難活動 

市直下地震が発生した場合は、市域の全壊棟数が 1,811 棟、断水人口が 25,672 人（断水

率 64.7％）と想定され、市民の避難を要する地域が数多く発生する。 

このため、市は、発災後直ちに避難に関する情報を収集し、市民に対して避難指示・指示

（緊急）を発令し、避難誘導を行うとともに、避難所の開設を迅速に進める。 

 

項目 担当部署 

１．避難に関する状況把握 
防災班、広報情報班、建設班、都市計画班、消防部、 

避難所担当職員、成田警察署 

２．避難指示等、警戒区域の設定 防災班、広報情報班、消防部 

３．避難誘導 

福祉班、消防部、消防団、成田警察署、 

民生委員・児童委員、富里市社会福祉協議会、社会教

育施設等管理者 

４．避難所の開設 避難所担当職員 

５．広域避難（市外への避難） 防災班、都市計画班 

６．広域避難（市外からの避難） 防災班、避難所担当職員、都市計画班 

 

１．避難に関する状況把握  

避難に関する状況の把握の手順は、次のとおりである。 

 

■避難に関する状況把握の手順 

①  消防部は、火災及び危険物施設の状況等を把握し、広報情報班に報告する。 

②  建設班は、道路、橋りょう等の状況を広報情報班に報告する。 

③  都市計画班は、避難所担当職員と連携し、点検を行った指定避難所の状況を広報情報班

に報告する。 

④  広報情報班は、収集した情報を防災班に報告する。 

⑤  防災班は、成田警察署と被害状況等の情報を交換する。 

⑥  防災班は、①～⑤の情報を整理し、避難指示等、警戒区域の設定等避難の必要性を本部

員会議に要請する。 

 

２．避難指示等、警戒区域の設定  

防災班から「本編 第 1 章 第 2 節 第 10 １．避難に関する状況把握」に関する

情報の報告を受けた本部長は、必要に応じて避難指示、警戒区域の設定を行う。 

なお、警察官、自衛官等にも避難指示、警戒区域の設定に関する権限が付与されてお

り、防災班はこれらの機関と十分な連携をとる。 

 

(１) 避難指示等の発令 

ア 避難指示等の発令 

本部長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、必要と認める地域

の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立退きを指示し、緊急を要する

と認めるときは避難のための立退きを指示する。 
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また、避難指示に先立ち、市民の避難準備と要配慮者等の避難開始を促すため高

齢者等避難を伝達する。防災班は、本部長へ避難に関する情報を伝達し、避難指示

等の事務を行う。 

■避難指示の発令権者及び要件 

発令権者 指示を行う要件 根拠法令 

市長 

○指示：災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災

害の拡大を防止するため特に必要があると認めるとき 

災対法 

第 60 条第 1 項 

知事 
○災害の発生により市長がその全部又は大部分の事務を行

うことができなくなったとき 

災対法 

第 60 条第 6 項 

警察官 

○市長が避難のための立退きを指示することができないと

認められるとき 

○市長から要求があったとき 

災対法第 61 条 

○人の生命若しくは身体に危険を及ぼすおそれのある天災

等、特に急を要するとき 

警察官職務執行法 

第 4 条 

災害派遣を命

じられた部隊

等の自衛官 

○人の生命若しくは身体に危険を及ぼすおそれのある天災

等、特に急を要する場合で、その場に警察官がいないと

き 

自衛隊法第 94 条 

知事又は知事

の命を受けた

県職員 

○洪水により著しい危険が切迫していると認められるとき 水防法第 29 条 

○地すべりにより著しい危険が切迫していると認められる

とき 

地すべり等防止法 

第 25 条 

水防管理者 ○洪水により著しい危険が切迫していると認められるとき 水防法第 29 条 

 

■避難情報の種類及び発令の目安 

種類 内容 発令の目安 

高齢者等避難 

次に示す避難行動を促す情報 

○避難に時間を要する人とその支援者の避

難の開始 

○その他の人の避難の準備 

避難指示や緊急安全確保を発

令することが予想される場合 

避難指示 

 

次に示す避難行動を促す情報 

○速やかな避難場所への避難 

○外出することで命に危険が及ぶ状況で、

近くの安全な場所又は自宅内の安全な場

所への避難 

次に示す避難行動を促す情報 

○避難していない場合、緊急に避難場所へ

避難 

災害による被害が予想され、

人的被害が発生する可能性が高

まった場合 

 

緊急安全確保 

○外出することで命に危険が及ぶ状況で、

近くの安全な場所又は自宅内の安全な場

所への避難 

災害が発生するなど状況がさ

らに悪化し、人的被害の危険性

が非常に高まった場合 

 

イ 避難指示等の解除 

本部長は、災害による危険がなくなったと判断される場合は、避難指示等を解除

する。 
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(２) 警戒区域の設定 

本部長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、あるいは人の生命又は

身体に対する危険を防止するため必要があると認める場合は、警戒区域を設定し、当

該区域への立入りの制限、禁止、退去を命ずる。 
 

■警戒区域の設定権者及び要件・内容 

設定権者 設定の要件・内容 根拠法令 

市長 

○災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生

命又は身体に対する危険を防止するため特に必要があると認める

ときは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者

に対して当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当

該区域からの退去を命ずることができる。 

災対法 

第 63 条 

知事 

○災害の発生により市がその全部又は大部分の事務を行うことがで

きなくなったときは、上記の全部又は一部を市長に代わって実施

しなければならない。 

災対法 

第 73 条 

消防長、 

消防署長 

○ガス、火薬又は危険物の漏えい、飛散、流出等の事故が発生した

場合において、当該事故により火災が発生するおそれが著しく大

であり、かつ、火災が発生したならば人命又は財産に著しい被害

を与えるおそれがあると認めるとき、火災警戒区域を設定してそ

の区域内における火気の使用を禁止し、又は総務省令で定める者

以外の者に対してその区域からの退去を命じ、若しくはその区域

への出入を禁止し、若しくは制限することができる。 

消防法 

第 23 条の 2 

警察署長 

次の場合、上記に記載する消防長等の職権を行うことができる。 

○消防長若しくは消防署長又はこれらの者から委任を受けた消防吏

員若しくは消防団員が現場にいないとき、又は消防長若しくは消

防署長から要求があったとき 

消防法 

第 23 条の 2 

消防吏員又は消

防団員 

○火災の現場においては、消防警戒区域を設定して、総務省令で定

める以外の者に対してその区域からの退去を命じ又はその区域へ

の出入を禁止し若しくは制限することができる。 

消防法 

第 28 条 

水防団長、水防

団員、消防機関

に属する者 

○水防上緊急の必要がある場所においては、警戒区域を設定し、水

防関係者以外の者に対して、その区域への立入りを禁止し、若し

くは制限し、又はその区域からの退去を命ずることができる。 

水防法 

第 21 条 

警察官 

次の場合、上記に記載する市長等の職権を行うことができる。 

○市長若しくは市長の委任を受けた職員が現場にいないとき、又は

これらの者から要求があったとき 

災対法 

第 63 条 

次の場合、上記に記載する消防吏員等の職権を行うことができる。 

○消防吏員又は消防団長が火災の現場にいないとき、又は消防吏員

又は消防団員の要求があったとき 

消防法 

第 28 条 

○水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者がいないとき、

又はこれらの者の要求があったとき 

水防法 

第 21 条 

災害派遣を命じ

られた部隊等の

自衛官 

○市長若しくは市長の委任を受けた市職員及び警察官が現場にいな

いとき、上記に記載する市長等の職権を行うことができる。 

災対法 

第 63 条 

 

(３) 関係機関との連絡調整 

避難指示等、警戒区域の設定は、各根拠法令に基づき、市、警察署、知事の命を受

けた者、災害派遣を命じられた部隊等の自衛官により行われる場合があり、混乱をき

たさないためには、これら防災関係機関相互の緊密な連絡調整が必要である。 
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そのため、防災班は、これらの機関と連絡調整を行い、市民等に混乱を招くことの

ないよう注意する。 

 

(４) 避難情報等の伝達 

ア 市民への伝達 

防災班、広報情報班及び消防部は、高齢者等避難、避難指示又は緊急安全確保を

発令若しくは解除した場合、防災行政無線、広報車等で伝達する。 
 

■避難情報の発令に伴い明示すべき伝達内容 

①  差し迫っている具体的な危険予想 

②  避難対象地区名 

③  避難日時、避難先及び避難経路 

④  避難行動における注意事項（携帯品、服装等） 

・火気等の始末 

・食料、飲料水及び最小限の肌着、救急薬品等の携帯 

・動きやすい運動靴等を履き、必ず帽子・ヘルメット等を着用 

・声がけをして隣近所そろって避難すること 等 
 

イ 県に対する報告 

防災班は、高齢者等避難、避難指示又は緊急安全確保を発令若しくは解除した場

合、その旨を「千葉県危機管理情報共有要綱」（平成２９年４月、千葉県）に基づ

き、県災害対策本部事務局及び印旛地域振興事務所に報告する。 

 

３．避難誘導  

(１) 危険地域における避難誘導 

危険地域における市民等の避難誘導は、市職員、警察官、消防職員、消防団員等が、

自主防災組織等の協力を受けて実施する。 

 

(２) 避難行動要支援者の避難誘導 

要配慮者の中でも介助人の欠如、補装具の破損、避難所までの安全な避難が困難

（特に知的・視覚・聴覚障害者）等によって、自力による避難所への移動が困難な避

難行動要支援者については、避難誘導が必要となる。 

そのため、福祉班は、消防機関、警察署、民生委員・児童委員、富里市社会福祉協

議会、区・自治会・自主防災組織等の避難支援等関係者の協力を得て、「富里市災害

時等避難行動要支援者避難支援計画」（令和３年１０月）に基づき、避難行動要支援

者名簿情報を共有して、避難行動要支援者の安否確認及び避難誘導を行う。 

 

(３) 学校等施設における誘導 

学校、社会教育施設等の避難誘導は、各施設の管理者等が実施する。 
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４．避難所の開設  

(１) 開設避難所の決定 

災害対策本部は、災害の状況に応じて開設する避難所を決定する。また、災害の状

況によっては、必要に応じて市の公共施設を避難所として開設する。 

勤務時間内に災害が発生した場合は、施設の管理者が開設する。勤務時間外に災害

が発生した場合は、避難所担当職員が鍵を携行して開設する。 

■避難所の開設区分及び方法 

開設区分 基準 方法 

警戒体制 原則として震度５弱 
防災担当部長が、災害状況に応じて開設準備を指示

する。 

非常体制 原則として震度 5 強以上 
安全確認の上、判断を待たずに避難所全てについて

開設を行う。 

【参照】「富里市避難所開設・運営マニュアル」（令和６年３月） 

(２) 避難者の受入れ 

避難所担当職員は、施設管理者及び自主防災組織と協力して避難所で避難者の受入

れを行い、避難者数等を確認し、広報情報班に報告する。 

【様式６】『避難所関係』参照 

 

５．広域避難（市外への避難）  

本部長は、避難者が多数となり、市内の避難所等では収容できない場合は、近隣市町

及び県に対し、市外への広域避難を要請し、防災班は、都市計画班とともに、避難先や

移動手段等広域避難の支援に努める。 

 

６．広域避難（市外からの避難）  

市は、県と連携し、防災協定を締結している市町村の避難者はもとより、県内外を問

わず広域避難者に対して可能な限り避難所の調整を行い、積極的に受け入れる。 

 

(１) 避難所の開設・運営 

災害対策本部は、災害の状況を考慮し、広域避難者に向けて、避難所の開設を決定

する。避難所担当職員は、災害対策本部の指示に基づき、避難所を開設する。 

避難所の運営は、「本編 第 1 章 第 3 節 第 3 避難所の運営」を準用する。 

なお、協定を締結した市町村は、協定内容に基づき、避難所の開設・運営を実施する。 

 

(２) みなし仮設住宅等の提供 

災害対策本部は、災害の状況を考慮し、広域避難者に向けて、みなし仮設住宅等の

提供を決定する。 

都市計画班は、災害対策本部の指示に基づき、民間賃貸住宅等の借上げ（みなし仮

設住宅）等による滞在施設の提供に努める。 

なお、協定を締結した市町村は、協定内容に基づき、みなし仮設住宅等の提供を実

施する。  
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第１１ 要配慮者への支援 

要配慮者が災害に対処することは、多くの困難が伴うため、市、関係防災機関及び地域市民

等は、その支援に特に配慮する必要がある。「富里市災害時等避難行動要支援者避難支援計画」

（令和３年１０月）に基づき、避難支援等関係者は、地域の要配慮者の安否確認、避難所への

避難誘導及び安全確保を実施する（共助）。 

 

項目 担当部署 

１．避難行動要支援者の避難支援 

福祉班、防災班、消防部、消防団、 

成田警察署、民生委員・児童委員、 

富里市社会福祉協議会、地域包括支援センター 

２．被災要配慮者への支援 
福祉班、富里市社会福祉協議会、地域包括

支援センター、避難所担当職員、広報情報班 

３．社会福祉施設入所者等への支援 
社会福祉施設管理者、福祉班、地域包括支

援センター 

 

１．避難行動要支援者の避難支援  

避難行動要支援者の安否確認及び避難支援は、「富里市災害時等避難行動要支援者避

難支援計画」（令和３年１０月）に基づき、消防機関、警察署、民生委員・児童委員、

富里市社会福祉協議会、区・自治会、自主防災組織、地域包括支援センター等の避難支

援等関係者の協力を得て行う。 

【参照】「富里市災害時等避難行動要支援者避難支援計画」（令和３年１０月）」 

 

(１) 体制の確立 

福祉班は、防災班と連携して、避難行動要支援者の避難支援を行う。 

 

(２) 情報伝達 

福祉班は、避難行動要支援者、避難支援等関係者に対し、次の方法で情報伝達する。 

なお、緊急の場合や情報伝達手段がない場合は、避難支援等関係者は、状況に応じ

て、直接訪問等により情報伝達する。 
 

■情報伝達手段 

①  防災行政無線の活用（戸別受信機含む） 

②  ＦＡＸの活用 

③  インターネットの活用（防災・防犯メール等） 

④  放送事業者への情報提供 

⑤  消防団等による広報等 

 

(３) 避難支援 

消防機関、警察署、民生委員・児童委員、富里市社会福祉協議会、区・自治会・自

主防災組織、地域包括支援センター等の避難支援等関係者は、「富里市災害時等避難

行動要支援者避難支援計画」（令和３年１０月）に基づき避難行動要支援者の避難を

支援する。 
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２．被災要配慮者への支援  

(１) 体制の確立 

福祉班は、要配慮者支援のため、福祉班の下に「要配慮者チーム」及び「福祉避難

所チーム」を設置し、その運営を行う。 
 

■要配慮者チーム及び福祉避難所チームの所掌事務 

組織名 所掌事務 

要配慮者チーム 

①  要配慮者の安否確認、避難援護に関すること 

②  避難所における要配慮者への支援に関すること 

③  避難所外の要配慮者の把握、支援に関すること 

④  社会福祉施設への支援に関すること 

⑤  避難所から福祉避難所への移送等の支援に関すること 

福祉避難所チーム 

①  福祉避難所（協定締結施設も含む）の被災状況の確認に関

すること 

②  福祉避難所の開設、運営体制の整備に関すること 

③  福祉避難所における要配慮者への支援に関すること 

④  福祉避難所協定施設との連絡、調整及び受入に関すること 

⑤  福祉用具等（介護用品等）に関する協定締結団体等からの

福祉用具等の調達に関すること 

【参照】「福祉避難所開設・運営マニュアル」（令和４年４月） 

【参照】「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」（令和３年５月、内閣府） 

【資料３３】『災害応援協定等』参照 

 

(２) 避難所における支援 

福祉班は、要配慮者が求めるニーズを把握し、富里市社会福祉協議会、避難所担当

職員、福祉ボランティア等の協力を得て、次に掲げる対策を行う。 
 

■避難所での要配慮者への支援例 

区分 内容 

施設 
障害者用仮設トイレ、携帯トイレ、ベッド、間仕切り等の設備

の設置、騒音や出入口等の配慮を行う。 

生活必需品、食料 要配慮者に配慮した食料、介護ケア用品を供給する。 

介護等支援 
必要なケアサービスを確認し、ボランティア等による介護、相

談等を行う。また、手話通訳者、外国語通訳者を確保する。 

 

(３) 福祉避難所の開設・移送 

福祉班は、避難所に避難した要配慮者の健康状態や特性等の把握に努め、必要と認

める場合、避難所での生活が困難な要配慮者を受け入れる福祉避難所を開設する。 

福祉班は、福祉避難所に指定された施設や関連団体、県等と協力して要配慮者の移

送に利用可能な車両等、移送手段の確保に努める。 
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■福祉避難所の設置場所 

施設名 所在地 管理者 

富里市すこやかセンター 富里市七栄 652-1 企画財政部財政課 

富里市福祉センター 富里市七栄 653-2 健康福祉部社会福祉課 

【参照】「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」（令和３年５月、内閣府） 

 

(４) 社会福祉施設等への入所 

福祉班は、福祉避難所の設置運営に関する協定を締結している民間福祉施設等に、

避難所での介護等が困難な要配慮者の受入れを要請する。 

【資料３３】『災害応援協定等』参照 

 

(５) 緊急入所 

福祉班は、在宅での生活の継続が困難な要配慮者や指定避難所あるいは福祉避難所

での避難生活が困難な要配慮者、身体状況等の悪化により緊急に入院加療が必要な者

等について、福祉施設等への緊急入所、ショートステイ、緊急入院等の対応措置をと

る。 

 

３．社会福祉施設入所者等への支援  

(１) 安全確保 

施設管理者は、入所者・利用者の安否を確認し、負傷した場合は、救護所等に移送

する。火災が発生した場合、職員は初期消火を行い、避難が必要な場合は、近隣の市

民等の協力を要請する。 

福祉班は、社会福祉施設の状況を把握し、避難等の支援を行う。 

 

(２) 施設における生活の確保 

災害によりライフライン等が断たれ、食料、飲料水、生活必需品等が供給できなく

なった場合は、原則として施設管理者が対応するが、緊急を要する場合は市が必要な

支援を実施する。 
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第１２ 生活救援 

市は、地震災害に伴う断水や水質汚染等により、市民が飲料に適する水を得ることができな

い被災者に応急給水を行い、併せて水道施設の応急復旧対策を実施する。 

また、日常の食事に支障を生じた者及び応急対策活動に従事する者に対し、行政備蓄や炊き

出しその他によって食料を供給するとともに、地震による住家被害等により、日常生活に欠く

ことのできない被服、寝具その他の衣料品及び生活必需品を喪失又は破損し直ちに日常生活を

営むことが困難な者に対し、生活必需品等を供給する。 

ただし、大規模災害の場合、市は総力を挙げて生活救援活動を実施するが、被災市民に対す

る対応が困難である場合も想定されるため、市民は、食料・飲料水及び生活必需品の備蓄（最

低3日分（推奨1週間分））を励行し、発災から３日間は「自らの命は自らで守る」を心がけ

るものとする。 

 

項目 担当部署 

１．飲料水の供給 上下水道班、避難所担当職員 

２．食料の供給 総務班、商工観光班、避難所担当職員、 

学校教育班 

３．物資の供給 商工観光班 

４．救援物資の受入れ・管理 商工観光班、福祉班 

 

１．飲料水の供給  

(１) 需要の把握 

上下水道班は、水の供給が停止したときは、給水の必要な地域、給水活動の規模を

決定するため、需要の把握を行う。需要の把握は、災害対策本部が収集した情報を用

いて行う。把握する内容は、断水地区の範囲、断水人口・世帯数とする。 

 

(２) 応急給水活動 

ア 給水活動の準備 

上下水道班は、次のように給水活動の準備を行う。 
 

■給水活動の準備 

項目 内容 

給水所の設定 小中学校・公共施設 

給水活動計画作成 
○給水ルート   ○給水方法   ○給水量   ○人員配置 

○広報の内容・方法等   ○資機材の準備    ○水質検査 

応援要請 自衛隊、他水道事業者、社団法人日本水道協会、管工事業協同組合 

給水資機材の確保 
水槽積載車（不足するときは自衛隊、他水道事業体に要請） 

備蓄品（不足するときは業者から確保） 
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イ 優先給水 

上下水道班は、水道施設の破損等により水の供給が停止した場合、断水地区の重

要施設（医療機関、救護所、福祉避難所等）に対し優先給水を行う。 

なお、給水は、必要に応じて県・他水道事業者の応援を得て、市所有の車両、資

機材及び応援車両等を用いて行う。 

 

ウ 給水活動 

給水は、原則として、各家庭への個別給水ではなく、給水所を設定し、給水車等

による浄水の供給による拠点給水方式で行うものとする。 

上下水道班は、浄水場から給水拠点に水槽積載車で運搬するとともに、給水拠点

において、応援の他水道事業者や避難所運営委員会の協力を得て、市民が持参した

ポリタンク、バケツ等に給水する。 

指定避難所に備蓄してある飲料水は、避難所担当職員が避難者に支給する。また、

復旧が長期化するときは、応急仮設配管等の措置をとる。 

なお、搬送用車両及び容器等が不足する場合は、県及び関係機関に要請する。 

 

■給水量の基準 

経過日数 目標水量 用途 主な給水方法 

地震発生～3 日 3 ﾘｯﾄﾙ/人･日 必要最低限の水 
備蓄水と給水車等による

運搬給水 

4 日～10 日 20 ﾘｯﾄﾙ/人･日 
調理、洗面等最低限生活に必要

な水 

運搬給水と耐震性貯水

槽、消火栓での拠点給水 

11 日～21 日 100 ﾘｯﾄﾙ/人･日 
調理、洗面及び最低限の浴用、

洗濯に必要な水 

一部は復旧した水道管で

の給水、その他拠点給水

の継続 

22 日～28 日 250 ﾘｯﾄﾙ/人･日 被災前と同様の生活に必要な水 順次本給水に移行する 

 

(３) 水源の水質検査及び保全 

上下水道班は、水源が飲料水として適当かどうか検査し、消毒等により水源の水質

保全に努める。 

 

２．食料の供給  

(１) 食料の確保 

ア 食料の支給対象者 

食料の支給対象者は、次のとおりである。 
 

■食料の支給対象者 

①  避難所に収容された者 

②  全焼、全壊、流失、半焼、半壊又は床上浸水等の被害があり炊事のできない者 

③  住家に被害を受けたため、一時縁故先等へ避難する者 

④  旅行者、滞在者、通勤通学者で他に食料を得る手段のない者 

⑤  施設で調理することができない社会福祉施設等の入所者 

⑥  応急対策活動従事者 
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イ 需要の把握 

商工観光班は、次の方法で把握した必要量をまとめる。 

■需要把握の方法 

①  避難所での必要量は、避難所担当職員が把握する。また、避難所生活者並びに自宅

及び避難所外で避難している被災者も供給の対象者とし、地域の避難所等で把握す

る。 

②  職員の必要量は、総務班が把握する。 

③  応援者の必要量は、各担当班が把握し、総務班に集約する。 

 

ウ 市備蓄食料の供給 

災害対策本部は、市備蓄食料の供給が必要と判断した場合、避難所担当職員に指

示し、備蓄倉庫の開放を行う。 

商工観光班は、備蓄倉庫から食料の輸送を行う場合、必要に応じて民間の輸送業

者等の協力を得る。 

 

エ 食料の確保 

商工観光班は、パン、弁当、牛乳類等、直接食することが可能な食料の確保が必

要と判断した場合は、民間業者に対して食料の確保及び避難所への輸送を要請する。 

必要量の確保が困難と考えられるときは、県に対して供給を要請する。 

また、応急用米穀の確保ができないときは、知事に政府米の供給を要請し、知事

の指示・要請に基づいて農林水産省農産局長を通じ受託事業体から受領する。 

なお、ミルクやベビーフードを必要とする乳幼児、かむ力が弱まった者、食物ア

レルギーの配慮が必要な者等に配慮して食料を確保する。 

 

オ 炊き出し物資等の支援 

商工観光班は、学校教育班を介して、給食センターに支給対象者への食料の提供

を要請する。また、商工観光班は、市民活動推進班と連携して自主防災組織等に対

して炊き出しのため、資機材の貸出、食材を提供する。 

 

(２) 食料の供給 

食料の輸送は、原則として食料調達業者に依頼する。食料調達業者による輸送が困

難と考えられる場合、商工観光班は、輸送業者に要請する。避難所での配布は、避難

所運営委員会に一任する。 

 

３．物資の供給  

(１) 物資の確保 

ア 物資の支給対象者 

物資の支給対象者は、住家の被害が全壊（焼）、半壊（焼）等であって、次に掲

げる者とする。 
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■物資の支給対象者の条件 

①  被服、寝具その他生活上必要な最小限の家財を喪失した者 

②  被服、寝具その他生活必需物資がないため、直ちに日常生活を営むことが困難な者 

 

イ 需要の把握 

物資の必要量の把握は、食料と同様に行う。 

 

ウ 物資の確保 

災害対策本部は、市備蓄物資の供給が必要と判断した場合、商工観光班に指示し、

備蓄倉庫を開放する。 

商工観光班は、事業者等に生活必需品の供給を要請する。確保が困難と考えられ

るときは、県に供給を要請する。また、全国から寄せられる救援物資も供給する。 

 

(２) 物資の供給 

物資の輸送は、原則として協定締結業者に依頼する。協定締結業者による輸送が困

難と考えられる場合、商工観光班は、輸送業者に要請する。避難所での配布は、避難

所運営委員会に一任する。 

なお、調達した物資は、食料・物資集配拠点に指定した社会体育館に受け入れる。 
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第１３ 遺体の処理・埋葬 

市は、大規模地震の発生に伴い多数の死者の発生が予想されるため、関係機関の協力のもと、

これらの処理・埋葬等を適切に実施する。 

 

項目 担当部署 

１．遺体の捜索 市民班、成田警察署、自衛隊 

２．遺体の処理 
市民班、医療班、成田警察署、印旛市郡医師会、 

印旛郡市歯科医師会 

３．遺体の埋葬 市民班 

 

１．遺体の捜索  

災害により死亡又は生き埋め等で行方不明の状態にある者で、かつ周囲の事情により

既に死亡していると推定される者の捜索は、警察、自衛隊等が連携して実施する。 

市民班は、捜索箇所が多数存在する場合、また、活動が長期間に及ぶ場合は、行方不

明者に関する相談窓口を設け、問合せ等に対応する。 

【様式５０】『行方不明者等受付簿』参照 

 

２．遺体の処理  

(１) 遺体の検視・検案 

市民班は、警察官の検視（見分）、県、日本赤十字社千葉県支部、印旛市郡医師会

等による遺体の検案及び印旛郡市歯科医師会等による身元確認のための歯科所見の採

取が実施された後、警察署、区・自治会等の協力を得て、身元確認と身元引受者の発

見に努め、身元が判明した遺体は遺族に引き渡す。 

 

(２) 遺体の安置・処理 

ア 遺体安置所の設置 

市民班は、市に引き渡された遺体を安置するための遺体安置所を民間葬儀場等に

開設できるよう要請する。 

遺体の安置に必要な棺、ドライアイス等必要な資器材は葬儀業者等から確保する。 

 

イ 遺体の処理 

医療班は、市に引き渡された遺体の検案等の処理を行うため、県、日本赤十字社

千葉県支部、印旛市郡医師会等に検案医師及び印旛郡市歯科医師会等に身元確認の

ための歯科所見の採取を行う歯科医師の派遣を要請する。 

遺体の処理は遺体安置所で行い、処理が終了した後に遺族へ引き渡す。 

被害状況により市で処理不可能な場合は、国、県、近隣市町村及びその他関係機

関の応援を得て実施する。 

【様式５１】『遺体処置台帳』参照 
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■遺体の処理の内容 

項目 内容 

① 遺体の洗浄、縫合、 

消毒等の処理 
遺体識別のための洗浄、縫合、消毒等の措置を行う。 

② 遺体の一時保存 
身元が識別されない遺体又は短期日の間に埋火葬することが困

難と考えられる遺体は、そのまま一時保存する。 

③ 検案 死因その他の医学的検査をする。 

 

ウ 遺体の搬送 

遺体安置所等への搬送は、遺族が行うことを原則とする。 

市民班は、遺族では遺体の搬送が困難と考えられるときは、葬儀業者及び自衛隊

等に協力を要請する。 

 

３．遺体の埋葬  

(１) 遺体の埋葬 

ア 埋葬の受付け 

市民班は、市民相談窓口で埋火葬許可証を発行する。 

 

イ 埋葬 

遺体は八富成田斎場にて火葬する。市民班は、遺体が多数のため、八富成田斎場

で対応できないときは、「千葉県広域火葬計画」（平成２０年４月、千葉県）に基

づき、県に広域応援要請を行う。 

【様式５２】『埋葬台帳』参照 

 

(２) 遺骨の保管 

市民班は、引取人のない遺骨等を遺留品とともに保管する。引取人のない身元不明

者の遺骨は、遺留品とともに、「行旅病人及行旅死亡人取扱法施行細則」（平成１４

年４月）により扱うものとする。 

【様式５３】『遺骨及び遺留品処置表』参照 
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第１４ ライフライン施設等の応急対策 

災害時におけるライフラインの機能低下は、社会的に多大な影響を及ぼすので、市及び各ラ

イフライン関係者は、連携を図りながら、各施設の応急復旧体制を確立し、迅速・的確に応急

復旧を実施する。 

 

項目 担当部署 

１．上水道施設 上下水道班、広報情報班 

２．下水道施設 上下水道班、広報情報班 

３．電力施設 東京電力パワーグリッド株式会社 

４．ガス施設 
東京ガス株式会社、日本瓦斯株式会社、 

LPガス販売業者 

５．通信施設 

東日本電信電話株式会社、株式会社 NTT ドコモ、

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、

KDDI株式会社、ソフトバンク株式会社 

６．道路・橋りょう 建設班、道路管理者 

７．公共施設 関係各班、施設管理者 

 

１．上水道施設  

(１) 体制の確立 

上下水道班は、上水道の応急復旧に必要な人員及び資機材等を確保する。 

なお、市の体制での早期の応急復旧が困難な場合は、「千葉県水道災害相互応援協

定」（平成 7 年１１月）に基づき、県内水道事業体等の応援を得て、応急復旧活動を

実施する。 

 

(２) 応急復旧対策 

上下水道班は、被害状況を調査し、上水道施設、配水管等について優先順位を付け

て応急復旧を実施する。 

広報情報班は、災害対策本部の指示に基づき、上水道施設の被害状況、復旧の見込

み等に係る広報活動を実施する。 

上水道施設の応急復旧作業は、次のとおりである。 
 

■上水道施設の応急復旧作業 

①  管類等の資機材の確保 

②  応急復旧に必要な人員の確保 

③  被害状況、応急復旧の見込み等の広報 

④  他水道事業体への応援要請 
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２．下水道施設  

(１) 体制の確立 

上下水道班は、下水道施設が被災した場合は、必要な要員を動員して応急活動体制

を確立する。 

なお、市の体制での早期の応急復旧が困難な場合は、事業者等の応援を得て、応急

復旧活動を実施する。 

 

(２) 応急復旧対策 

上下水道班は、被害状況の調査、施設の点検を実施し、下水道機能の低下、二次災

害の防止等を行い、復旧については、詳細な被害調査を実施し復旧計画を作成して作

業に当たる。 

広報情報班は、災害対策本部の指示に基づき、下水道施設の被害状況、復旧の見込

み等に係る広報活動を実施する。 

下水道施設の応急復旧作業は、次のとおりである。 
 

■下水道施設の復旧作業 

①  資機材の確保 

②  復旧に必要な人員の確保 

③  被害状況、復旧の見込み等の広報 

④  他下水道事業体への応援要請 

 

３．電力施設  

(１) 体制の確立 

東京電力パワーグリッド株式会社成田支社は、非常災害対策支部を設置し、応急復

旧活動を実施する。 

市は、東京電力パワーグリッド株式会社と連携し、被害情報等の情報共有に努める。 

 

(２) 広報活動 

東京電力パワーグリッド株式会社は、感電事故並びに漏電による出火を防止するた

め、ホームページやテレビ、ラジオ、新聞等の報道機関を通じて、次の事項に注意す

るよう広報活動を実施するとともに、必要に応じて広報車等により直接該当する地域

へ周知する。 
 

■電気に関する広報事項 

①  無断昇柱、無断工事を禁止すること。 

②  不良個所（電柱の倒壊・折損、電線の断線・垂下等）を発見した場合は、速やかに

コンタクトセンターへ連絡すること。 

③  断線又は垂下している電線には絶対に触らないこと。 

④  浸水、雨漏り等により冠水した屋内配線、電気機器は、危険なため使用しないこ

と。また、使用する場合は絶縁検査を受けた上で使用すること。 
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４．ガス施設  

(１) 都市ガス 

東京ガス株式会社等のガス供給事業者は、ガス施設に被害が生じた場合、二次災害

を防止するとともに、応急措置を行い、ライフライン施設としての機能を維持する。 

災害時には、供給区域全域の供給を停止することなく、被害の程度に応じてブロッ

ク毎に供給を停止する。 

また、ガスによる二次災害の防止、市民の不安除去のため、ガス機器の使用上の注

意事項、ガス供給状況、供給停止地区の復旧見通しについて広報活動を行う。広報に

ついては、テレビ・ラジオ・インターネット・新聞等の報道機関を通じて行う。 

 

■ガスに関する広報事項 

区分 内容 

地震発生時の

対応 

○ガス栓を全部閉めること 

○ガスメーターのそばにあるメーターガス栓を閉めること 

○ガスの臭いがする場合、火気使用は厳禁であること 

○換気扇の使用は、スイッチの火花によって爆発の原因となるので避けること 

マイコンメー

ター※のラン

プが点滅して

ガスが出ない

場合 

○ガス栓を閉止し、ガスの使用を止める（ガスメーターそばのメーターガス栓

は開けておく。） 

○左上の丸い蓋を外し、中のボタンをしっかり押し、すぐ離す 

○ランプの点滅が３分間続いている間は、ガスの使用はせず、マイコンにて安

全確認後、ランプの点滅が消えたのを確認してからガスを使用する 

○ガスメーターが復帰しない場合や、ガス臭い場合はメーターガス栓を閉めて

ガス事業者に連絡する 

供給を停止し

た場合 

○ガス栓を開いてもガスが出ない場合で、マイコンメーターが復帰しない場合

は、供給を停止していることがあるので、ガス栓、メーターガス栓を閉め、

ガス事業者から連絡があるまで待つこと 

○ガスの供給が再開される時には、必ず、あらかじめガス事業者が各家庭の設

備を点検し、安全を確認するので、それまでガスを使用しないこと 

※ 前面に赤いランプがあるメーター 

 

(２) ＬＰガス 

ＬＰガス販売者は、使用者への広報について、都市ガスの場合と同様に実施する。 

 

５．通信施設  

(１) 東日本電信電話株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、エヌ・ティ・ティ・コミュニケ

ーションズ株式会社 

東日本電信電話株式会社は、千葉事業部に災害対策本部を設置し、情報の収集伝達

及び応急復旧活動を実施する。 

株式会社 NTT ドコモは、千葉支店に災害対策本部を設置し、情報の収集伝達及び

応急復旧活動を実施する。 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社は、本社に災害対策本部を設置

し、情報の収集伝達及び応急復旧活動を実施する。 

各事業者は、設備、資機材の点検等を行い、通信施設に被害が生じた場合又はふく

そう等の発生により通信が途絶等する場合の応急措置を実施する。 
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災害のため通信が途絶、若しくは利用の制限を行ったときは、広報車、テレビ、ラ

ジオ等によって次の事項を利用者に周知する。 
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■電話に関する広報事項 

①  通信途絶、利用制限の理由と内容 

②  災害復旧措置と復旧見込み時期 

③  通信利用者に協力を要請する事項 

④  各事業者の情報提供サービス※の開始 

⑤  災害時用公衆電話の設置 

※ 災害用伝言ダイヤル（171）、災害用伝言板（web171）、災害用音声お届けサービス等 

 

(２) ＫＤＤＩ株式会社 

ＫＤＤＩ株式会社は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には東京本社

に災害対策本部及び対策室等を設置し、現地と緊密に連絡を取りながら各組織の機能

を最大限に発揮して通信の疎通確保と施設の早期復旧に努める。 

災害時には、局舎の点検を実施するとともに、基地局の停電対策のため、移動電源

車の出動準備をする。また、通信にふくそうが発生した場合は、ふくそう制御を行い、

必要な通信を確保するとともに、「災害伝言板サービス等」による安否情報の伝達に

協力する。 

 

(３) ソフトバンク株式会社 

ソフトバンク株式会社は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、そ

の状況に応じた対策組織を設置し、各対策組織が緊密に連絡を取りながら機能を最大

限に発揮して通信の確保と設備の早期復旧に努める。 

災害時には、通信設備の点検をするとともに、通信の確保と早期復旧に必要となる

緊急保全車両の出動準備を行う。また、通信にふくそうが発生した場合は、通信の利

用制限を行い必要な通信を確保するとともに、災害用伝言板、災害用音声お届けサー

ビス等による安否情報の伝達に努める。 

 

６．道路・橋りょう  

道路管理者等は、緊急輸送道路を最優先に所管の道路、橋りょう等について被害状況

を速やかに把握し、道路交通の確保を図るため、迂回路の選定、通行の禁止、制限等の

措置等の安全策を講じる。また、パトロール等による広報を行うほか、被災道路、橋り

ょうの応急復旧措置を行う。 

建設班は、市管理道路について、通行の禁止又は制限等の措置等を講ずるとともに、

被災道路、橋りょうについては応急措置を行う。 

 

７．公共施設  

所管施設を管理する関係各班は、所管施設の被災状況を調査し、施設利用者等の安全

確保を図るため、避難誘導措置を行うとともに、二次災害の防止等の応急措置を行う。 
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第１５ 文教・保育対策 

大規模地震時、こども園、幼稚園、小学校及び中学校の施設管理者は、直ちに幼児、児童及

び生徒の安全を確保するとともに、施設の被害状況を調査する。 

また、市立小学校及び中学校は全て避難所に指定されており、教育部は、避難所開設を行う。 

 

項目 担当部署 

１．学校等における対策 福祉班、教育総務班、学校教育班 

２．避難所支援 教育総務班、学校教育班、生涯学習班、商工観光班 

３．社会教育施設等の対策 生涯学習班 

 

１．学校等における対策  

(１) 幼児、児童及び生徒の安全確保 

園長及び学校長は、地震が発生した場合、学校安全計画等に基づき、情報を収集す

るとともに幼児、児童及び生徒の安全を確保する。ガスの漏出、火災等により危険が

ある場合は、安全な避難所に避難誘導をする。 

幼児、児童及び生徒は、保護者の引取りがあるまで、一時的に保護する。福祉班及

び学校教育班は、学校等からの報告に基づき幼児、児童及び生徒の安否情報を把握す

る。 

 

(２) 施設の被害調査 

園長及び学校長は、施設の被害状況等について調査する。福祉班及び教育総務班は、

学校等からの報告に基づき施設の被害状況について把握する。 

 

(３) 安否の確認 

休日、夜間に地震が発生した場合は、こども園、幼稚園、小学校及び中学校の教員

等が、幼児、児童及び生徒の安否を確認する。福祉班及び学校教育班は、これら安否

情報について把握する。 

 

２．避難所支援  

(１) 避難所開設・運営支援 

市内の各小中学校は、全て避難所に指定されていることから、施設管理者である学

校長は、災害警戒本部又は災害対策本部による避難指示等の発令に応じて、教育総務

班、学校教育班及び生涯学習班とともに施設の安全確認、避難所の開設を行い、本部

から派遣された避難所担当職員及び自主防災組織等と連携して避難者の受入れを行う。 

また、施設管理者及び施設管理職員は、避難所担当職員及び避難所運営委員会によ

る避難所運営を支援する。 
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(２) 炊き出しの実施 

学校教育班は、給食センターが災害時に大量の炊き出しができる施設であることか

ら、施設の被災状況の把握、応急措置を行い、速やかに関係各班と連携し食材等の確

保を行い、炊き出しを実施し避難所等へ配送する。 

 

３．社会教育施設等の対策  

(１) 社会教育施設の応急措置 

生涯学習班は、災害が発生した場合、社会教育施設の利用者を安全な場所に誘導す

る。幼児、児童及び生徒の場合は、保護者の引取りがあるまで、一時的に保護する。 

生涯学習班は、施設利用者の安否情報等を把握する。 

 

(２) 文化財に対する処置 

生涯学習班は、災害が発生した場合、文化財の被害状況を調査・把握し、その結果

を県指定の文化財にあっては県教育委員会へ、国指定及び登録の文化財にあっては県

教育委員会を経由して、文化庁へ報告する。また、文化財保存活用計画等において、

災害発生時の対応等を定めている場合は、その対応を適宜実施する。 
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第１６ 帰宅困難者への対策 

市直下地震が発生し公共交通機関が停止した場合、市への帰宅困難者が約 5,800 人、市内

での帰宅困難者（滞留者）が約 2,400 人発生すると想定されている。 

これだけ多数の帰宅困難者に対応するためには、市による対応だけでは限界があり、特に、

発災直後、市及び関係機関は、救出・救助を優先するため、帰宅困難者に対する十分な対応は

困難である。 

そのため、「むやみに移動を開始しない」（一斉帰宅の抑制）という基本原則の周知・徹底

を図る必要があり、併せて、家族等の安否確認手段の確保、企業や学校等での一時的滞在等、

安心してとどまれるための対策を実施する。 

さらに、帰宅困難者の適切な行動を促すために必要な正確な情報の提供、一定時間が経過し

安全が確保された後の帰宅支援等の対策を実施する。 

 

項目 担当部署 

１．一斉帰宅抑制の呼びかけ 経営戦略班、広報情報班 

２．学校、事業者等関係機関における施設内待機 施設管理者 

３．帰宅困難者等の把握と情報提供 経営戦略班、広報情報班、関係機関 

４．一時滞在施設の開設及び施設への誘導 
経営戦略班、一時滞在施設管理者、 

防災班、成田警察署 

５．徒歩帰宅支援 経営戦略班、広報情報班 

６．帰宅困難者（特別搬送者）の搬送 経営戦略班、福祉班 

【参照】「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン」（令和６年７月、内閣府） 

【参照】「帰宅困難者・滞留者対策に関する基本的指針」（平成２９年３月、千葉県） 

 

１．一斉帰宅抑制の呼びかけ  

震災発生直後の一斉帰宅行動を抑制するため、経営戦略班及び広報情報班は、防災行

政無線等を通じてむやみに移動を開始せずに職場や学校等の施設内に留まるよう呼びか

けを行う。 

また、呼びかけの効果を高めるため、エリアメールや緊急速報メール、防災情報メー

ル等の媒体を活用した一斉帰宅抑制の呼びかけについても検討・実施していく。 

 

２．学校、事業者等関係機関における施設内待機  

学校、事業者等関係機関の施設管理者は、従業員、顧客、児童生徒等及び施設の被害

状況を確認するとともに、行政機関や関係機関から提供される災害関連情報等により、

周辺の安全を確認し、従業員、顧客、児童生徒等を施設内又は安全な場所へ待機させる

よう努める。 
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３．帰宅困難者等の把握と情報提供  

(１) 帰宅困難者等の把握と混乱防止 

経営戦略班は、市域で発生した滞留者や徒歩により移動してくる帰宅困難者等につ

いて把握するとともに、関係機関へ情報提供を行う。 

 

(２) 帰宅困難者等への情報提供 

経営戦略班及び広報情報班は県と連携し、地震に関する情報、広域的な被害情報、

家族等との安否確認方法等について、テレビ・ラジオ放送や市公式ホームページ等を

活用し、情報提供を行う。さらに、エリアメールや緊急速報メール、防災情報メール

等を活用した情報提供についても検討し、実施する。 

 

４．一時滞在施設の開設及び施設への誘導  

(１) 一時滞在施設の開設 

経営戦略班は、あらかじめ一時滞在施設として指定した施設について、被災状況や

安全性を確認した後、一時滞在施設として開設する。また、必要に応じて区域内の民

間施設管理者に対して、一時滞在施設開設の要請を行う。 

経営戦略班は、一時滞在施設の開設状況を集約し、防災班を通じて県へ報告すると

ともに、帰宅困難者、企業等へ情報提供を行う。また、県は、県内の一時滞在施設の

開設状況を市公式ホームページ等に掲載する等して提供する計画である。 

 

(２) 一時滞在施設への案内又は誘導 

経営戦略班は、バスターミナル等市内で滞留した帰宅困難者を、警察等と連携して

一時滞在施設へ案内又は誘導する。 

 

(３) 一時滞在施設の運営 

施設管理者は、あらかじめ定めた手順により帰宅困難者等を受け入れることとし、

運営に当たっては、必要に応じて帰宅困難者に協力を求めることとする。 

また、市は関係機関と連携し、施設管理者に対して、災害関連情報や公共交通機関

の運行・復旧状況等の情報を提供する。 

 

５．徒歩帰宅支援  

(１) 災害時帰宅支援ステーション協定締結企業等に対する支援要請 

県は、震災発生後コンビニエンスストア、ファミリーレストラン、ガソリンスタン

ド等、災害時帰宅支援ステーション協定を締結している事業者に対し、九都県市と連

携して支援の要請を行う。 

経営戦略班は、県を通じて、上記事業者に徒歩帰宅支援を要請する。 

 

(２) 徒歩帰宅支援 

事業所等や一時滞在施設にとどまった帰宅困難者等は、救急救助活動が落ち着いた

後、帰宅を開始することになる。 
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その際、広報情報班及び県は、徒歩で帰宅する帰宅困難者等に対し、帰宅支援対象

道路沿いの道路状況、沿道の被害、混雑状況、災害時帰宅支援ステーションの開設情

報等をテレビ・ラジオ放送や市公式ホームページ等を活用し提供する。 

また、関係機関と連携してエリアメールや緊急速報メール、防災情報メール等を活

用した情報提供についても検討・実施していく。 

 

６．帰宅困難者（特別搬送者）の搬送  

経営戦略班は、障害者、高齢者、妊婦又は乳児連れの方等、災害により自力での徒歩

が困難な特別搬送者に対し、関係機関と連携し、臨時バスやタクシー等による搬送手段

の確保に努める。 

また、福祉班は、障害者、高齢者においては、福祉避難所設置・運営に関する協定団

体と連携し、一時的な利用者の施設預かりの協力要請を図る。 
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第３節 救援期の応急対策活動  

 

本節では、救援期における応急対策活動について定める。 

救援期とは、救急救助活動が一段落し、被災者の避難生活の長期化に伴う支援や生活再建の

ための支援活動を展開する時期とする。 

災害の規模によっては、避難生活が長期化し、担当部班の要員に健康管理上の問題等が生じ、

的確な災害応急対策の遂行の妨げとなる場合があるため、交代体制の確立等要員の調整を行い、

全庁的に要員を確保する。 

 

第１ 情報の収集・伝達 

救援期においても、引き続き被害情報等の収集・伝達を実施していくものとする。 

 

活動項目 担当部署 

１．救援期の被害状況の把握・伝達 防災班 

２．災害情報の共有 広報情報班、関係各班 

 

１．救援期の被害状況の把握・伝達  

防災班は、救援期においても、引き続き「本編 第１章 第２節 第１ 情報の収

集・伝達」による県への報告を、適時更新する。 

 

■市から県への報告（災害総括報告） 

種類 内容 時期・方法 

定時報告 

被害情報及び措置情報の全般的な情報を定時に報告 

① 被害情報 

各市町村区域内の人的被害、住家被害及びその他施

設等の全般的な被害状況（件数） 

② 措置情報 

災害対策本部の設置、職員配備、市民避難等の状況 

① 原則として1日2回9時・

15 時現在で把握している情

報を指定時刻まで 

② 県から別途指定があった場

合はその指定する時刻まで 

[システム、電話、FAX] 

確定時 

報告 

同一の災害に対する応急対策が終了した後、１０日以

内に報告。本報告は、災害復旧の基礎となるものであ

るため、正確を期すること。 

① 被害情報 

各市町村内の全般的な被害状況（件数） 

② 措置情報 

災害対策本部の設置、職員配備、市民避難等の状況 

③ 被害額情報 

各市町村内の施設被害及び産業別被害額 

応急対策終了後１０日以内 

[システム及び文書] 

年報 
4 月 1 日現在で明らかになった 1 月 1 日から１２月３

１日までに発生した災害について報告 

４月２０日まで 

[システム及び文書] 
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■市から県への報告（災害詳細報告） 

種類 内容 時期・方法 

災害詳細報告 

災害総括報告で報告した被害情報の内

容（日時・場所・原因等）及び措置情

報の詳細を報告 

① 原則として 1 日 2 回 9 時・15 時現

在で把握している情報を指定時刻まで 

② 県から別途指定があった場合はその指

定する時刻まで 

[システム、電話、FAX] 

 

２．災害情報の共有  

広報情報班は、関係各班の的確な災害応急対策に資するため、以下の情報を地図に記

入し、その写しを随時関係各班、関係機関等に回付し情報の共有を図る。 

 

■災害情報の共有 

○ 避難所の開設地点及び避難人数等 

○ ヘリポート 

○ 物資集配拠点 

○ 災害廃棄物の集積地 

○ 応急仮設住宅の建設予定地 

○ 通行不能区間 

○ 交通規制区間 

○ 停電、断水、ガス供給停止状況及びその区域 

○ 給水地点 

○ その他必要な情報 
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第２ 広報・広聴活動 

救援期においても、引き続き「本編 第１章 第２節 第 2 広報活動」による市民への広

報を積極的に行う。なお、被災者の情報ニーズは時間とともに変化していくので、被災者のニ

ーズの把握に努め、的確な情報を効果的な手段で提供するとともに、市外への避難者に対する

広報にも留意する。 

また、被災者からの相談、要望、苦情等、市民から寄せられる生活上の不安の解消を図るた

め、関係各班が相互に連携して市役所等に相談窓口を設け、相談活動を実施する。 

 

項目 担当部署 

１．広報活動 防災班、広報情報班 

２．広聴活動 市民班、市民活動推進班、関係各班 

 

１．広報活動  

防災班、広報情報班は、災害の状況に合わせて次に示す広報を行う。 

 

(１) 救援期及びそれ以降の広報内容 

市民生活の再開の程度は様々な段階があり、それぞれの段階で提供する情報と各種

の広報手段を組み合わせて、それぞれの対象者に広報を実施する。 

広報の内容の時間的流れは、次のとおりである。 

 

■救援期における広報内容 

発災後 広報内容 

3 日～ 

1 週間程度 

災害発生直後の生存関連情報から、避難生活・通常生活のための情報

が必要となり、初動期広報の項目に加え、生活関連情報、各種行政施策

を、避難所を中心に広報する。 

・ 電気、ガス、水道等の復旧状況 

・ 電気、ガス等の復旧による火災等の二次災害防止に関する情報 

・ 公共交通機関の復旧情報 

・ 生活の基礎情報（商店・風呂等の生活情報、行政サービス情報） 

・ 安否情報 

・ 救護所、避難所の開設状況 

・ 給水、給食等の実施状況 

・ 相談窓口開設の情報 

2～3 週間目 

ライフラインの復旧が進むにつれて、被災が軽微であった市民は通常

生活を再開するので、これらの市民に対する通常の行政サービスに関す

る情報を広報する。 

4 週間目以後 

避難所での避難生活から仮設住宅での個別の生活を始めるとともに、

大部分の市民が通常生活を送るような時期になり、被災者向け情報とそ

れ以外の市民向け情報を広報する。 

・ 災害関連の行政施策情報 

・ 通常の行政サービス情報 
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(２) 救援期及びそれ以降の広報手段 

救援期及びそれ以降に提供する行政関連情報は、行政施策に関連する手続等、複雑

な内容となるので、保存可能な文字情報としての広報紙による広報を中心に、様々な

広報手段を用いて、迅速かつ的確に広報する。特に広報紙は、被災者にとって特別な

装置等を必要としない重要な情報入手手段として貴重である。 
 

■広報対象者別の広報手段 

広報対象者 広報手段 

避難所収容者 

○ 広報紙、臨時広報紙の配布 

○ 防災行政無線による伝達 

○ インターネット（防災・防犯メール、市公式ホームページ等） 

○ 広報車による広報 

○ 掲示板への掲示（広報紙、臨時広報紙、伝達情報等） 

避難所外市民 

○ 防災行政無線による伝達 

○ インターネット（防災・防犯メール、市公式ホームページ等） 

○ 地域の各公共施設での広報紙の配布及び伝達情報等の掲示 

○ 報道機関への情報提供による広報 

市外避難者 

○ FAXサービス 

○ インターネット（防災・防犯メール、市公式ホームページ等） 

○ 報道機関への情報提供による広報 

 

２．広聴活動  

(１) 相談窓口の設置 

市民班及び市民活動推進班は、関係部班と連携して、市民からの問合せや生活相談

に対応するため、市役所及び日吉台出張所に相談窓口を設置する。 

 

(２) コールセンターの設置 

市民班及び市民活動推進班は、関係各班と連携して、市民等からの電話での問合せ

に対応するため、必要に応じて電話を増設し、コールセンターを設置し、対応要員を

配置する。 

 

(３) 被災者相談 

市民班及び市民活動推進班は、関係部班と連携し、市民の相談に対し迅速に対応す

るため、相談窓口に各班の担当者等を配置する。 

相談窓口で扱う事項及びその担当部署は、次のとおりである。 
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■相談事項の例 

相談事項 担当部署 

捜索依頼の受付 市民班 

罹災証明書の発行 税務班 

埋葬許可証の発行 市民班 

その他各種証明書の発行 市民班、関係各班 

仮設住宅等の申込み 都市計画班 

住宅の応急修理の申込み 都市計画班 

生活再建支援金の申込み 財政班 

災害見舞金、義援金の申込み 会計班、財政班 

生活資金等の相談等 福祉班 

商・工・農林業への支援 商工観光班、農政班 

健康、福祉等の相談 医療班、福祉班 

法律等の相談 関係各班 

 

(４) 安否情報の提供 

東日本大震災において被災者の安否については、一部の自治体では、個人情報保護

に係る条例との関係から被災者の家族等に回答することも逡巡したことを踏まえ、被

災自治体において安否情報の回答が可能となるよう、平成２５年６月に災害対策基本

法の一部を改正する法律が公布され、これにより、知事又は市長は、災害発生時に、

被災者の安否に関する情報について照会があった場合、照会者への回答が可能になっ

た。 

市民班は、被災者の安否に関する問合せに対応するため、内閣府令等に基づき個人

情報保護に留意して提供の手続を行う。 

なお、照会者への回答に係る具体的な運用については、「災害対策基本法等（安否

情報の提供及び被災者台帳関連事項）の運用について」（平成２６年１月、内閣府）

を参照のこと。 
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第３ 避難所の運営 

避難所の運営は、開設当初は市職員が主体となって運営し、その後は、区・自治会及び自主

防災組織等の地区組織及び避難者による自主運営組織が、市、関係団体及びボランティアの協

力のもと運営する。 

 

項目 担当部署 

１．避難所の運営体制 避難所担当職員 

２．食料・物資の供給 避難所担当職員、商工観光班 

３．避難所での設備等 
避難所担当職員、防災班、環境班、 

商工観光班 

４．要配慮者への支援 避難所担当職員、福祉班 

５．避難所での医療 医療班 

６．避難所外避難者への支援 市民班、広報情報班 

７．避難所の閉鎖 防災班、避難所担当職員 

【参照】「避難所運営ガイドライン」（平成２８年４月、内閣府） 

【参照】「富里市避難所開設・運営マニュアル」（令和６年３月） 

 

１．避難所の運営体制  

(１) 避難所運営 

避難所の運営は、原則として自主防災組織を中心とした避難者の自主運営にて行う。 

避難所担当職員は、自主運営が立ち上がるまでの初期対応を行うとともに、自主防

災組織、市民組織のリーダーからなる避難所運営委員会の立上げを支援する。 

特に、避難所運営委員会には、男性だけでなく女性の参画を求めるとともに、被災

時における男女のニーズの違い等、男女双方の視点に配慮する。 

また、運営に当たっては、被災者のプライバシー及び安全の確保とともに、要配慮

者や女性への配慮、ペット対策等についても適切に対応するよう努める。 

避難所の開設が長期に及ぶ場合は、避難所ごとに担当を割り当て全職員で運営、管

理を分担する。 

なお、運営の詳細は、「富里市避難所開設・運営マニュアル」（令和６年 3 月）を

準用する。 

 

■避難所運営の役割分担 

区分 担当 

避難所運営委員会 

○運営方法等の決定        ○生活ルールの作成 

○避難者カード・名簿の作成支援  ○市からの連絡事項の伝達 

○食料・物資の配給        ○ボランティア等との調整 

○避難者の要望等のとりまとめ 

避難所担当職員 

○避難者カード・名簿の作成    ○災害対策本部との連絡 

○広報     ○施設管理者、ボランティア等との調整 

○避難所運営記録 
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(２) 避難者の把握 

避難所担当職員は、避難所運営委員会の協力を得て、避難者カード、避難者名簿を

作成し、避難者の把握を行う。 

 

(３) 女性への配慮 

避難所担当職員及び避難所運営委員会は、避難所運営に関する女性への配慮を行う。 
 

■女性への配慮事項の例 

区分 内容 

避難所施設 

○物干し場、更衣室、休養スペース、授乳室、間仕切り 

○乳幼児のいる家庭用エリア、単身女性や女性のみの世帯用エリア 

○安全で行きやすい場所の男女別トイレ（鍵を設置）、入浴設備の設置 

○女性専用スペースへの女性用品の常備 

運営管理 

○避難所運営委員会への女性の参画 

○女性や子育て家庭の意見及びニーズの把握 

○女性用品（生理用品、下着等）の女性の担当者による配布 

○避難者平等の食事作り・片付け、清掃等の役割分担 

○女性相談窓口の設置、専門職と連携した心のケア・健康相談の実施 

○配偶者等からの暴力の被害者等の避難者名簿の管理徹底 

○就寝場所や女性専用スペース等の巡回警備 

○防犯ブザーやホイッスルの配布 

 

２．食料・物資の供給  

避難所担当職員は、把握した避難者数から食料、生活必需品等の必要量を商工観光班

に請求する。避難所に供給された食料、物資は、避難所運営委員会が配給する。 

なお、食料・物資の供給は、自宅や指定避難所以外に避難している地域の被災者を含

めて行う。 

 

３．救援物資の受入れ・管理  

(１) 救援物資の要請 

ア 全国への要請 

商工観光班は、備蓄や調達、応援要請によっても応急物資が不足すると判断した

場合、県及び協定先の自治体に救援物資の要請を行う。要請の際は、必要とする物

資の内容、量、送付方法等の事項を明示する。 

 

イ 日本赤十字社千葉県支部への要請 

福祉班は、日本赤十字社千葉県支部に救援物資の要請を行う。 

 

(２) 救援物資の受入れ 

ア 救援物資の受付け 

救援物資の受入れは、企業、自治体、団体からのみとすることを原則とする。商
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工観光班は、供給の申出があった場合は、登録して、必要がある時期に供給先に要

請する。 

 

イ 救援物資の受入れ 

商工観光班は、社会体育館に救援物資集配センターを開設する。集積された物資

は、ボランティア等の協力を得て、仕分け作業を行い、輸送業者により避難所等へ

供給する。 

 

４．避難所での設備等  

避難所担当職員は、避難所の開設時、関係各班と連携し、以下に示す避難所設備の例

を参考に設備等の充実に努める。 

なお、開設時期により冷暖房等の設備にも配慮する。 
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■避難所設備の例 

区分 設備内容 

特設 

コーナー 

・広報広聴コーナー 

・情報連絡室（電話、ＦＡＸ等） 

・避難所救護センター（保健室等） 

・更衣室 

資機材等 

・寝具 

・簡易シャワー 

・常備薬 

・納戸 

・特設・臨時電話 

・洗濯機 

・給水設備（給水車） 

・テレビ、ラジオ 

・日用品（タオル、歯ブラシ等） 

・扇風機 

・炊き出し備品 

・畳、カーペット 

・掲示板 

・間仕切り 

・被服 

・仮設風呂 

・仮設トイレ 

・暖房機 

・電源設備 

・パソコン 

スペース 

・駐車場 

・仮設トイレ（※１） 

・資機材置場 

・給水場所 

・掲示板 

・ペット飼育場（※２） 

・福祉避難室 

・仮設風呂 

・喫煙所 

※１ 仮設トイレは、車椅子対応型仮設トイレ（オストメイト対応）が望ましい。 

※２ 避難所でのペットの飼育は、「第３編 第１章 第 3 節 第５ ７．（３）ペットへの対
応」を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 
 

５．要配慮者への支援  

(１) 避難生活での配慮 

避難所担当職員は、要配慮者への負担を軽減するため、専用スペースや間仕切りの

設置、段差の解消等避難所生活に配慮する。 

また、福祉班（要配慮者チーム）と連携し、一般避難所に避難してきた要配慮者の

中から、早急に福祉避難所へ移送すべき要配慮者を選別し、福祉避難所が開設された

場合は、関係機関と協力し移送する。 

福祉班は、福祉関係者と連携して相談や介護等の支援を行う。 

 

(２) 福祉避難所の開設 

福祉班（福祉避難所チーム）は、避難生活が長期化する等必要と認める場合に、避

難所での生活が困難と考えられる要配慮者に対して、富里市すこやかセンター及び富

里市福祉センターを福祉避難所として開設し収容する。 

また、これらの福祉避難所だけでは要配慮者の収容が困難と考えられる場合、災害

発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定を締結している民間施設に協力を

要請する。 

【参照】「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」（令和３年５月、内閣府） 

【資料３３】『災害応援協定等』参照 

《参考》 

◆「オストメイト対応トイレ」 

 直腸がんや膀胱がん等が原因で臓器に機能障害を負い、手術によ

って人工肛門や人工膀胱を造設した人を「オストメイト」と言いま

す。そのため、オストメイトが排泄物の処理、ストーマ装具の交

換・装着、ストーマ周辺皮膚の清拭・洗浄、衣服・使用済み装具の

洗濯・廃棄等ができるトイレのことです。 
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(３) 避難所外要配慮者への福祉サービスの継続的提供 

福祉班は、災害による精神的不安定及び避難生活の長期化に対応するため、被災し

た在宅の要配慮者に対し、補装具や日常生活用具の交付、ホームヘルパーの派遣等、

在宅福祉サービスの継続的な提供に努める。 

また、災害相談窓口で保健・福祉の相談を受け付ける。 

 

６．避難所での医療  

(１) 避難所救護所の設置 

医療班は、避難所における避難生活が長期化する場合、県、日本赤十字社等と連携

して避難所に避難所救護所を設置する。 

 

(２) 巡回診療の実施 

避難所救護所では、印旛市郡医師会、印旛郡市歯科医師会及び印旛郡市薬剤師会の

協力を得て精神科、歯科等を加えた巡回診療を実施する。 

 

(３) 健康管理 

医療班は、PTSD 等の被災者特有の疾病を予防するために、印旛保健所（健康福祉

センター）と連携して、チラシの配布や保健師等による指導、カウンセリング等の心

のケア等を実施する。 

特に、車中泊の被災者に対しては、深部静脈血栓症/肺塞栓症（いわゆるエコノミ

ークラス症候群）の予防のため、健康相談や保健指導を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 医療情報の提供 

医療班は、通院患者等のために治療可能な医療施設等の情報を収集し、災害広報紙

等で市民に提供する。 

 

７．避難所外避難者への支援  

(１) 避難所外避難者の把握及び支援 

市民班は、在宅の避難者や、やむを得ない理由により指定避難所に滞在できない車

中・テント泊等の被災者の所在地、ニーズ等の情報の早期把握に努めるとともに、必

要な物資の配布、保健医療サービスの提供、情報提供等必要な支援に努める。 

 

《参考》 

◆「ＰＴＳＤ」 

強烈なショック体験、強い精神的ストレスが、こころのダメージとな

り、時間が経過したのちも、その経験に対して強い恐怖を感じるも

の。震災等の自然災害、火事、事故、暴力や犯罪被害等が原因とされて

いる。 

突然、怖い体験を思い出す、不安や緊張が続き、めまいや頭痛、眠れ

ないといった症状が出る。 
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(２) 市外避難者への対応 

市民班及び広報情報班は、市外へ避難した市民の安否を把握するため、市外避難者

に対し、避難先及び安否について市に連絡するよう、市公式ホームページや報道機関

等を通じて呼びかけを行う。また、市民や自主防災組織の協力を得て市外避難者に関

する情報を収集し、市外へ避難した市民の把握に努める。 

 

８．避難所の閉鎖  

災害対策本部は、避難所の閉鎖に当たっては、避難者に閉鎖を予告して、順次閉鎖を

するものとする。 
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第４ 災害警備・防犯対策 

災害時、様々な社会的混乱が予想されるところである。このため、市及び成田警察署は、市

民の生命、身体、財産の保護を図り、各種犯罪の予防、取締り等について万全を期する。 

 

項目 担当部署 

１．災害警備活動 成田警察署 

２．防犯対策 市民活動推進班、避難所担当職員、成田警察署 

 

１．災害警備活動  

成田警察署は、災害時、他の防災関係機関と連携し、人命の保護を第一に、被災者の

救出・救護、避難誘導、交通の規制、各種犯罪の予防及び取締り、その他社会秩序の維

持に当たる。 

 

■災害警備活動要領 

①  要員の招集及び参集 

②  地震、その他災害情報の収集及び伝達 

③  装備資機材の運用 

④  通信の確保 

⑤  負傷者の救出及び救護 

⑥  避難誘導及び避難地区の警戒 

⑦  警戒線の設定 

⑧  災害の拡大防止と二次災害の防止 

⑨  報道発表 

⑩  行方不明者の捜索及び迷子等の保護 

⑪  死傷者の身元確認、遺体の収容 

⑫  交通対策（現場周辺の交通規制及び緊急交通路の確保） 

⑬  地域安全対策（犯罪の予防・取締り、相談活動） 

⑭  協定に基づく関係機関への協力要請 

⑮  その他必要な応急措置 

 

２．防犯対策  

市民活動推進班及び避難所担当職員は、被災地、避難所周辺における犯罪等を防止す

るため、成田警察署、防犯指導員、避難所運営委員会と連携して、市民等への注意喚起、

不審者の通報等の対策を実施する。また、避難所や仮設住宅においては、女性への犯罪

防止のための巡回や女性の相談窓口を設置する。 

成田警察署は、被災地、避難所周辺における犯罪を防止するため、地域の巡回パトロ

ールを行う。 
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第５ 防疫・清掃・廃棄物対策 

大規模災害時には、発生が懸念される感染症を予防し、生活環境の悪化を防止する必要があ

る。そのため、家屋内外の消毒を実施し、感染症患者を早期に発見するための各種検査、予防

措置等について定めるとともに、必要に応じて食中毒や感染症予防等の対応を行う。 

また、被災地におけるし尿、生活ごみ、がれきの収集・運搬・処分等を適切に行い、環境衛

生の保全と被災地の早期復興を図る。 

また、死亡家畜の処理、被災時に飼育が困難になると想定されるペット、及び管理が必要な

危険動物の保護対策についても実施する。 

 

項目 担当部署 

１．防疫活動 医療班、環境班、印旛保健所（健康福祉センター） 

２．保健活動 医療班、上下水道班、印旛保健所（健康福祉センター） 

３．し尿の処理 環境班、防災班、上下水道班、印旛衛生施設管理組合 

４．清掃・廃棄物処理 環境班、関係事業者 

５．障害物の除去 建設班、関係事業者 

６．環境汚染の防止 環境班、県、千葉労働局 

７．動物対策 
農政班、環境班、北部家畜保健衛生所、印旛保健所（健康福祉センター）、

千葉県動物愛護センター、公益社団法人千葉県獣医師会 

 

１．防疫活動  

(１) 防疫体制の確立 

医療班は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の規定に基づ

き、県と協力して防疫活動を行う。 

 

(２) 防疫活動 

ア 検病調査及び健康診断 

印旛保健所（健康福祉センター）は、医師会等の協力を得て避難所等において検

病調査及び健康診断を実施する。医療班は、これに協力する。 

 

イ 感染症患者への措置 

印旛保健所（健康福祉センター）は、感染症の発生動向に通常とは異なる動向が

認められる場合は、次の措置をとり、医療班は、これに協力する。 
 

■感染症患者等への措置 

①  発生状況、動向及び原因の調査 

②  健康診断 

③  就業制限 

④  感染症指定医療機関への入院勧告 

⑤  消毒の指導・指示等 
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ウ 消毒の実施 

環境班は、災害により感染症が発生し、又は発生のおそれのある地域の消毒を行う。 

また、自主防災組織等を通じて薬品を配布する。 

なお、防疫用資機材・薬剤は、県、事業者等から調達する。 

 

エ 報告 

医療班は、感染症の発生状況や防疫活動の状況等を随時県に報告する。 

 

２．保健活動  

(１) 被災者の健康管理 

印旛保健所（健康福祉センター）は、医療班と連携して次の活動を行う。 

 

■感染症患者等への措置 

①  要配慮者の健康把握 

②  巡回による被災者の健康把握、栄養指導、衛生状態の保持等の健康管理 

③  心のケア、食中毒、感染症の発生予防等 

④  避難所等における健康相談（人・場所の支援、感染症予防、旅行者血栓症等の予防） 

 

(２) 飲料水の安全確保 

上下水道班は、印旛保健所（健康福祉センター）と連携して、飲料水に汚染のおそ

れがある場合は、検水を実施し安全を確保するとともに、被災者に広報及び指導を行

う。 

 

３．し尿の処理  

(１) 仮設トイレの設置 

環境班は、防災班と連携して、断水地域の避難所及び下水道区域外に仮設トイレを

設置する。 

上下水道班は、下水道区域内に仮設トイレを設置する。 

仮設トイレは、市が備蓄している組立式簡易トイレ及びレンタル業者から確保した

ものを活用する。 

 

(２) 自己処理 

住家の被害はないが断水のためにトイレが使用できない場合は、自宅トイレで簡易

トイレを使用し対応する。 

 

(３) 収集処理体制の確立 

し尿の収集・処理は印旛衛生施設管理組合が実施する。 

環境班は、し尿収集・処理が困難と考えられる場合に、県、近隣市町村、民間し尿

処理関連業者へ応援を要請する。 

 



 第３編 災害応急対策計画  第１章 震災応急対策 

第３節 救援期の応急対策活動 

応急 1-３-15 

総

則 

災
害
予
防 

計
画 

災

害

応

急

対

策

計

画 

震

災 

風

水

害 

事
故
災
害 

東
海
地
震 

災
害
復
旧 

復
興
計
画 

資

料

編 

４．清掃・廃棄物処理  

(１) がれきの処理 

ア 処理体制の確立 

環境班は、「千葉県市町村災害廃棄物処理マニュアル策定ガイドライン」（平成

25 年 3 月、千葉県）等に基づき発生量を推計し、処理体制の確立を図る。 

処理が困難と考えられる場合は、県に協力を要請するとともに「災害時等におけ

る廃棄物処理施設に係る相互援助細目協定」に基づき、他市町村及び一部事務組合

間相互の援助協力により行う。 

また、がれき等の大量発生が予想される場合は、県が関係団体と締結した「地震

等大規模災害時における災害廃棄物の処理等に関する協定」及び「地震等大規模災

害時における被災建築物の解体撤去等に関する協定」に基づき、事業者等の協力を

求める。 

 

イ 処理の実施 

環境班は、民間委託業者に要請して廃棄物を一時的に仮置き場に運搬し、処理の

効率化や分別処理を行い、適正に処分する。 

また、適切な処理方法を市民に広報するとともに相談窓口を設置するものとする。 

 

(２) 粗大ごみ、生活ごみの処理 

ア 処理体制の確立 

環境班は、処理施設の被害状況、避難所の状況、道路の状況等を検証し、ごみ処

理実施計画を策定し、収集方法を決定する。ごみの収集及び処理は、市委託業者が

実施するが、対応できない場合は、他市町村及び関係団体に応援を要請する。 

 

イ 処理の実施 

環境班は、平常時と同様な方法でごみの処理を行う。 

 

５．障害物の除去  

(１) 住宅関係の障害物の除去 

建設班は、災害救助法に基づき、住居又はその周辺に運ばれた土砂、材木等で日常

生活に著しい支障を及ぼしているものの除去に限り、応急的に障害物を除去する。市

で処理することが不可能な場合、近隣市町村、県、国、その他関係機関の応援を得て

実施する。 

住宅関係の障害物除去の対象者は、次のとおりである。 

なお、障害物の除去は、建設事業者等に要請する。他の所有者の敷地内で作業を行

う必要があるときは、可能な限り所有者の同意を得る。 
 

■住宅関係の障害物除去の対象者 

①  当面の日常生活が営み得ない状態にある者 

②  住家の被害程度は、半壊又は床上浸水した者 

③  自らの資力をもってしては障害物の除去ができない者 
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(２) 河川関係の障害物の除去 

建設班は、排水路等の巡視を行い、災害によって発生した障害物を除去する。除去

の方法は、住宅関係の障害物の除去と同様に行う。 

 

(３) 道路上の障害物の除去 

建設班は、市管理の道路の巡視を行い、交通に支障を及ぼしている障害物を除去す

る。除去の方法は、住宅関係の障害物の除去と同様に行う。 

 

６．環境汚染の防止  

環境班は、必要に応じて、倒壊建築物の解体・撤去等に伴うアスベスト飛散の危険性

について市民やボランティアに対し注意喚起や被害防止のための指導を行う。 

なお、県は、｢災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル（第３版）｣（令

和５年４月、環境省）を参考に環境汚染防止体制の強化を図るとともに、被災した建築

物に吹付けアスベスト等が使用されている場合、解体・撤去に伴うアスベストの飛散を

防止するため、必要に応じ事業者に対し大気汚染防止法に基づき適切に解体等を行うよ

う指導・助言する。 

また、千葉労働局は、平常時において、建築物の解体作業における作業員の健康被害

を防止するため、アスベスト暴露防止措置の徹底を図るよう事業者に指導しており、震

災後においても、平常時に準じた対応を行うよう事業者への指導に努める。 

 

７．動物対策  

(１) 死亡家畜の処理 

農政班は、家畜の死亡が確認された場合は、北部家畜保健衛生所の指導により、死

亡した家畜等を処理する。 

 

(２) 放浪動物への対応 

環境班は、飼い主の被災により廃棄又は逃げ出したペット等が発生した場合、印旛

保健所（健康福祉センター）、千葉県動物愛護センター、公益社団法人千葉県獣医師

会等関係団体及びボランティアと協力して保護する。危険動物が逃亡した場合は、人

的危害を防止するため、飼養者、警察等と連携し必要な措置を講ずる。 

 

(３) ペットへの対応 

環境班は、ペット同行避難に備えて、避難所へのペットスペースの設置や飼育ルー

ルづくり等について準備する。原則として、ペットスペースでのペットの飼養につい

ては所有者の自己責任とし所有者が実施する。 

環境班は、避難所での生活が長期化し、避難生活に支障となるペット問題が生じた

場合、印旛保健所（健康福祉センター）及び公益社団法人千葉県獣医師会等と取扱い

について協議する。「災害時動物救護活動マニュアル」（平成 21 年 3 月、千葉県）

に基づき千葉県動物救護本部及び動物救護センターが設置される場合は、公共用地を

提供するとともに、その旨の広報や相談等に対応する。 

なお、市は、公益社団法人千葉県獣医師会印旛地域獣医師会と「災害時における動
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物救護活動に関する協定」を締結している。 

【資料３３】『災害応援協定等』参照 
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第６ 住宅対策 

罹災証明書は、各種被災者支援策（給付、融資、減免・猶予、現物支給等）の適用の判断材

料として幅広く活用されている。そのため、市長は、市の地域に災害が発生した場合、当該災

害の被災者から申請があったときは、遅滞なく、住家の被害その他市長が定める種類の被害の

状況を調査し、罹災証明書を交付しなければならない。 

また、災害によって住家が被害を受けた者に対し、仮設住宅や一時入居施設の提供又は応急

修理を実施する。 

 

項目 担当部署 

１．住家の被災調査・罹災証明書の発行 税務班、都市計画班 

２．被災住宅の応急修理 都市計画班 

３．応急仮設住宅の供給 都市計画班、福祉班 

４．みなし仮設住宅等の提供 都市計画班 

 

１．住家の被災調査・罹災証明書の発行  

(１) 住家の被災調査 

ア 調査方法 

税務班及び都市計画班は、地震により被災した住家に対する被害状況の把握及び

罹災証明書を発行するために、被害調査を行う。 

被害調査は、第１次調査・第２次調査の２段階で実施するが、調査棟数が少ない

場合等においては、第１次調査を実施せず、第２次調査から実施することを検討す

る。 

被害調査は、液状化等に伴う地盤被害による被害も含め「災害に係る住家の被害

認定基準運用指針」（令和 3 年 3 月、内閣府）に基づき行う。 

火災により焼失した家屋等は、消防部が消防法に基づき火災調査を行う。 

なお、調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が撮影した住家の写真、応

急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法により実施するものとする。 

また、応急危険度判定チームとは非常時の情報共有体制の確立に努める。 
 

■地震による住家被害調査の概要 

区分 内容 

１次調査 

外観目視調査により、外観の損傷状況の目視による把握、住家の傾斜の計測

及び住家の主要な構成要素（外観から調査可能な部分に限る）ごとの損傷程

度等の目視による把握を行う。 

２次調査 

第１次調査を実施した住家の被災者から申請があった場合に実施する。 

第２次調査は、外観目視調査及び内部立入調査により、外観の損傷状況の目

視による把握、住家の傾斜の計測及び住家の主要な構成要素ごとの損傷程度

等の目視による把握を行う。 

３次調査 
被災者から再調査の依頼があった場合は、被災者の依頼の内容を精査した上

で、必要に応じて再調査を実施する。 

【参照】「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（令和３年３月、内閣府） 
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イ 留意事項 

収集報告に当たって留意すべき事項は、次のとおりである。 

■留意すべき事項 

①  情報収集の迅速・正確を期するため、情報の収集・連携に係る組織、設備、要領等の

整備を図っておくものとする。特に発災初期の情報は、市民組織を通じて直ちに通報

されるよう体制を整えておく。 

②  被害が甚大なため被害状況の収集及び報告が困難なとき、又は被害等の調査に専門的

な知識や技術を必要とするときは、県等に応援を求めて実施する。 

 

(２) 罹災証明書の発行 

税務班は、家屋の被害調査の結果に基づき、相談窓口等において、罹災証明書を発

行する。家財や門扉等の被災には、罹災届出証明書を発行する。 

なお、火災証明は、消防部が担当し、火災原因調査に基づき消防部窓口で、罹災証

明書を発行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式４４】『罹災証明関係』参照 

 

２．被災住宅の応急修理  

(１) 需要の把握 

都市計画班は、災害相談窓口又は避難所にて被災住宅の応急修理の申込みを受付け

る。対象者は、災害のため住家が半焼又は半壊し自己の資力では応急修理ができない

者とする。 

 

(２) 修理の実施 

修理は、居室、便所及び炊事場等日常生活に欠くことのできない部分の応急的な修

理とし、建設事業者との請負契約により実施する。市で処理不可能な場合は、国、県、

近隣市町及びその他関係機関の応援を得て実施する。 

 

３．応急仮設住宅の供給  

(１) 需要の把握 

都市計画班は、被害調査の結果から応急仮設住宅の概数を把握する。 

《参考》 

◆「災対法第 90 条の 2（罹災証明書の交付）」 

１ 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、当該

災害の被災者から申請があったときは、遅滞なく、住家の被害その他当該市

町村長が定める種類の被害の状況を調査し、当該災害による被害の程度を証

明する書面（次項において「罹災証明書」という。）を交付しなければなら

ない。 

２ 市町村長は、災害の発生に備え、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体

制の確保を図るため、前項の規定による調査について専門的な知識及び経験

を有する職員の育成、当該市町村と他の地方公共団体又は民間の団体との連

携の確保その他必要な措置を講じるよう努めなければならない。 
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また、災害相談窓口又は避難所において、応急仮設住宅入居の申込みを受付け

る。応急仮設住宅の入居対象者は、罹災証明書の発行を受けている等次の全ての条件

に該当する者とする。なお、これ以外の者への適用は、県との協議により決定する。 

■応急仮設住宅の入居対象者 

①  住家が全焼、全壊又は流失した者 

②  居住する住家がない者 

③  自らの資力をもってしては住宅を確保できない者 

例）生活保護法の被保護者及び要保護者 

特定の資産のない高齢者、障害者、母子世帯、病弱者等上記に準ずる者 

※ 市民登録の必要はなく、市域に居住していることが明らかな者であればよい 
 

(２) 用地確保 

都市計画班は、あらかじめ選定してある応急仮設住宅の用地から、ライフライン、

交通等の利便性を考慮して適当な土地を確保する。不足が生じた場合は、私有地を借

用する。 

 

(３) 応急仮設住宅の建設 

都市計画班は、「千葉県応急仮設住宅マニュアル」（平成２６年４月、千葉県）に

基づき仮設住宅を建設する。応急仮設住宅を同一敷地内又は近接する地域内におおむ

ね 50 戸以上設置した場合、集会所等に使用できる施設を設置する。 

なお、災害救助法が適用された場合の建設は、県が実施し、それに協力する。 

 

(４) 入居者の選定 

市は、被災者の状況を調査の上、「応急仮設住宅の入居対象者」に該当する者から

入居者を選定する。 

なお、入居者の選定時、それまでの地域的な結びつきや近隣の状況、要配慮者及び

ペットの飼養状況に対する配慮を行い、コミュニティの形成にも考慮するものとする。 

 

(５) 要配慮者ヘの配慮 

ア 仮設住宅に係る配慮 

都市計画班は、県と協力し、応急仮設住宅を建設する際、建物の構造及び仕様に

ついて高齢者や障害者等の要配慮者の状況を配慮する。また、入居者の選定時、要

配慮者を優先的に入居させる等の配慮に努める。 

 

イ 福祉仮設住宅の設置 

福祉班は、都市計画班と連携して、応急仮設住宅として、要配慮者を数人以上収

容し、介護等事業を利用しやすい構造及び施設を有する施設（福祉仮設住宅）の設

置について検討する。 

 

(６) 応急仮設住宅の管理 

都市計画班は、入居者の要望等を把握し仮設住宅設備の修理や改良等の管理を行う。 
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４．みなし仮設住宅等の提供  

都市計画班は、応急仮設住宅を十分確保できない場合、関係団体と協力をし、応急仮

設住宅の建設に代えて、民間賃貸住宅等を借り上げて（みなし仮設住宅）提供するよう

努める。 
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第７ 文教・保育対策 

市は、災害のため、平常の学校での教育の実施や福祉施設での保育が困難と考えられる場合、

関係機関の協力を得て幼児、児童及び生徒の安全を確保するとともに、応急教育・応急保育の

実施を図るものとする。 

 

項目 担当部署 

１．応急教育 教育総務班、学校教育班、生涯学習班 

２．応急保育 福祉班 

 

１．応急教育  

(１) 応急教育の実施 

学校長等は、地震発生後は、学校等で定める方針に基づき、臨時休校の措置をと

る。その後、応急教育計画に基づき授業等の一部を再開し、それまでの間は臨時登校

等の措置をとる。 

また、学校教育班は、他市町村へ避難する児童生徒等について、教職員の分担を定

めて就学手続の臨時的措置をとるとともに、避難した地域ごとに実状の把握に努め、

必要がある場合は避難先を訪問する等の措置をとる。 

 

■応急教育の留意事項 

項目 内容 

教育内容 
① 教科書、学用品等の紛失又は使用不可の場合を考慮する。 

② 健康指導、生活指導、安全教育を実施する。 

生活指導 

① 児童生徒等相互の助け合い精神を育て、災害時の集団生活を指導する。 

② 関係機関、医師会、その他専門家と連携・協力して、児童生徒等の「ここ

ろのケア」対策を行う。 

 

(２) 健康管理 

校内における児童生徒等の健康管理は、原則として当該学校医、養護教諭等が当た

る。学校長等は、清掃、飲料水等の衛生に留意する。 

学校教育班は、災害の状況により、被災した学校等の教職員、児童生徒等に対し感

染症予防接種、健康診断及び心のケアについて、医療班と連携して印旛保健所（健康

福祉センター）、学校医、関係機関等と協議し、実施する。 

 

(３) 避難所との区分 

教育総務班、学校教育班、生涯学習班及び学校長等は、校舎が避難所として使用さ

れることになったとき、避難所のスペースの他に応急教育の場を確保し、相互に学業

や避難生活を妨げないように配慮する。 
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(４) 学校給食の措置 

学校教育班は、学校の再開、給食用の物資や施設の復旧状況等を考慮して、学校給

食を再開する。 

 

(５) 教科書・文房具・通学用品の調達・支給 

学校教育班は、災害により学用品を失った児童生徒等に対し、必要な教材、学用品

を給与する。 

 

２．応急保育  

福祉班は、保育施設の被害状況を把握し、既存施設において保育の実施ができない場

合、臨時的な保育園等を設け、保育を実施する。 

交通機関の不通、保護者の被災等で通園に支障をきたす場合は、近隣の保育園等で保

育する。 

また、被災者の復旧を支援するため、被災者の児童、園児を一時的に預かる応急保育

を実施する。 
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第８ 労働力の確保 

市は、地震災害時において、市及び防災関係機関の職員のみでは十分な応急対策を行う要員

に不足が生じた場合、必要な労働力を迅速に確保する。 

 

活動項目 担当部署 

１．労働力の確保 総務班、経営戦略班、関係各班 

２．災害救助法が適用された場合の実施基準 福祉班 

 

１．労働力の確保  

総務班及び関係各班は、地震災害時における労働力を確保する。労働力の確保の手順

は、次のとおりである。 
 

①  関係各班は、関係団体に対し協力要請する。  

②  総務班は、成田公共職業安定所を通じて、労働力の確保を図る。 

③  成田公共職業安定所に該当する求職者が存在しない場合、他都道府県公共職業安定所

への依頼を含めて、求職者の開拓に努めるよう要請する。 

④  経営戦略班は、千葉県に対しあっせん要請する。 

 

２．災害救助法が適用された場合の実施基準  

(１) 実施責任者 

災害救助法が適用された場合の応急救助のために要員の雇上げによる労働力の供給

は、応急仮設住宅の供与及び医療・助産に要するものを除き市長が実施する。 

また、県知事の職権の一部を委任された場合、又は県知事の実施を待つことができ

ない場合についても、市長が実施する。 

 

(２) 労働力の内容 

応急救助の実施に必要な労働力の供給は、次の救助を実施する者に必要な最小限度

の要員の雇上げによって実施する。 
 

○ 被災者の避難 

○ 被災者の救出 

○ 飲料水の供給 

○ 遺体の捜索・遺体の処置 
○ 救済用物資の整理分配及び輸送 

○ 医療及び助産における移送 

 

(３) 費用 

当該地域における通常の実費とする。 

 

(４) 期間 

応急救助のための要員の雇用を認められる期間は、それぞれの救助の実施が認めら

れる期間とする。ただし、それぞれの種目ごとの救助期間が、内閣府の承認を得て延

長された場合は、要員の雇用期間も自動的に延長される。 

また、救助は期間一杯で打ち切ったが、なお職務が残る等の場合は、内閣府の承認

を得て必要な期間を延長し、要員を雇上げることができる（特別基準）。 
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第２章 風水害応急対策 
 

風水害に関する応急対策活動は、前ぶれもなく突然発生する地震災害と異なり、台風等が市

へ接近するに伴い、徐々に影響の程度及び被害の増加に応じて、段階的に実施することになる。 

まず、災害発生前の気象警報等による注意喚起、水防活動等の災害未然防止活動、避難及び

避難誘導等の事前対策が必要である。 

災害発生後は、初動調査による被害状況の把握とその情報に基づいた活動体制の整備、被害

の拡大防止、救助・救急・医療活動、二次災害の防止、避難者の応急収容、飲料水・食料等の

供給を行うことが必要となる。 

さらに、当面の危機的状況に対処した後は、保健衛生、社会秩序の維持、ライフライン等の

応急復旧、被災者への情報提供を行っていくことが必要となる。 

そのため、市は風水害の特性を考慮して、状況に応じた次に示す応急対策活動を実施し、災

害の拡大防止に努めるものとする。 

 

 （計画内容は、必要に応じ適宜、震災応急対策を準用する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

風水害応急対策 

第１節 活動体制の確立 

第２節 警戒活動期の応急対策活動 

第３節 初動対応期の応急対策活動 

第４節 救援期の応急対策活動 
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第１節 活動体制の確立  

 

本節では、風水害時の市の応急対策活動の体制について定める。 

市は、「富里市防災配備指令要綱」（令和４年４月）に基づき、災害対応のために必要な活

動体制を確立する。また、台風等が接近するに伴い、徐々に影響の程度及び被害の増加に応じ

て、段階的に変化し、臨機応変に活動する体制を確立する。 

 

第１ 市の活動体制 

市は、風水害等により災害の危険性が高まった場合、又は災害が発生した場合、災害対応の

ために必要な活動体制を確立する。 

 

項目 担当部署 

１．活動体制と配備基準 各課・各班 

２．情報収集体制 各課 

３．警戒体制 各班 

４．非常体制 各班 

 

１．活動体制と配備基準  

市の風水害対策に係る活動体制及び配備基準等は、次のとおりである。防災担当部長

は、市長へ災害情報等を報告し、市長が活動体制・配備区分を判断する。 

災害対策本部設置前における避難指示等の発令による活動は、次のとおりである。 

 

２．情報収集体制  

(１) 活動内容 

市は、情報収集体制をとった場合、気象情報、河川情報、土砂災害情報等の情報収

集、関係機関との連絡活動等に万全を期する。 

防災課は、必要な備品類として防災関係機関の連絡リスト、市管内図を用意する。 

 

(２) 活動組織 

情報収集体制は、総務部長の指揮の下、本部を設置せずに通常の組織で防災課の職

員をもって組織する。 

情報収集体制は、状況に応じて警戒体制に速やかに移行しうる体制とする。 

 

(３) 情報収集体制の解除・移行 

情報収集体制の解除・移行は、「本編 第 1 章 第 1 節 第 1 4．（3）情報収

集体制の解除・移行」を準用する。 
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■【風水害等対策】活動体制と配備基準等 

活動 

体制 

配備 

区分 
配備基準 本部の設置 

情報収集

体制 
第１配備 

① 次の防災気象情報の１以上が富里市に発表され、市長が

必要と認めたとき 

○大雨注意報  ○強風注意報  ○洪水注意報 

○竜巻注意情報 

② 台風の接近等が予想され、市長が必要と認めたとき 

③ 火災・災害等即報要領の直接即報基準に該当する事故が

発生し、市長が必要と認めたとき 

④ その他市長が必要と認めた場合 
防災担当部

長の指示の

もと、本部

を設置しな

い通常の組

織体制 

警戒体制 

第２配備 

 

初動警戒

体制 

① 次の警報の１以上が富里市に発表された場合 

○大雨警報  ○暴風警報  ○洪水警報 

② 勢力の強い台風の接近等が予想される場合 

③ その他市長が必要と認めた場合 

第２配備 

① 次の警報の１以上が富里市に発表され、避難所等の開設

が決定された場合 

○大雨警報  ○暴風警報  ○洪水警報 

② 勢力の強い台風の接近等が予想され、避難所等の開設   

が予想される場合 

③ 土砂災害警戒メッシュ情報が継続して「赤」以上の場合 

④ 火災・災害等即報要領の直接即報基準に該当する事故が

発生し、避難所等の開設が予想される場合 

⑤ その他市長が必要と認めた場合 

第３配備 

 

本部設置 

① 次の警報の 2 以上が富里市に発表され、災害発生の危険

度が高まり、市長が必要と認めたとき 

○大雨警報  ○暴風警報  ○洪水警報 

② 24 時間以内に台風の上陸又は 300mm 以上の集中豪雨が

予想され、市長が必要と認めたとき 

③ 市域に土砂災害警戒情報が発表された場合 

④ 局地的な災害が発生し、市長が必要と認めたとき 

⑤ その他市長が必要と認めた場合 

防災担当部

長を本部長

とする災害

警戒本部を

設置 

非常体制 第４配備 

① 大雨特別警報又は暴風特別警報が発表され、市長が必要

と認めたとき 

② 市域の広範囲にわたり災害が発生し、市長が必要と認め

たとき 

③ 広範囲でなくとも被害が甚大で、市長が必要と認めたと

き 

市長を本部

長とする災

害対策本部

を設置 

【資料６５】『火災・災害等即報要領の直接即報基準』参照 
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■災害対策本部設置前における避難指示等による活動 

 
【参照】「災害対策本部設置前における避難指示等による活動マニュアル（土砂災害・水害）」 

（令和３年５月）  

気象注意報発表「大雨、洪水」 

気象警報発表「大雨警報、暴風警報、洪水警報」 

気象警報発表「大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂

災害、浸水害）、洪水警報」 

 ・防災課は、気象情報の収集を実施 

・各部・班は、災害応急活動に備える。 

土砂災害警戒判定メッシュ情報を確認し、土壌雨量指数基準を超過した場合 

土砂災害警戒情報発表 

記録的短時間大雨情報発表 

・第 2 配備又は状況に応じた配備体制 

・建設課は、土砂災害の発生が予測されるときは、臨時パトロール

を実施 

・防災課は、気象情報の収集を実施 

・教育委員会、市民課及び市民活動推進課は、避難所開設に備え、

避難所担当職員の配置を決めておく。 

・第 2 配備又は状況に応じた配備体制 

・教育委員会、市民課及び市民活動推進課は、避難所開設に備え、

避難所担当職員の配置担当職員票を防災課に提出する。 

・避難所担当職員は、防災課の指導を受け、休日夜間に当たっては

鍵等を受け取り、各避難所に配置する。 

・避難所開設の判断 

・対象区域に高齢者等避難を発令 

・対象施設を避難所として開設 

・避難所開設を広報 

・自主防災組織に避難所開設情報を伝達 

・避難所担当職員は、避難状況を、随時、防災課に伝達 

・防災課は、避難状況を、随時、自主防災組織に伝達 

・避難指示を発令 

・避難所担当職員は、避難状況を、随時、防災課に伝達 

・防災課は、避難状況を、随時、自主防災組織に伝達 

・緊急安全確保を発令 
・避難所担当職員は、避難状況を、随時防災課に伝達 
・防災課は、避難状況を、随時自主防災組織に伝達 

気象警報解除発表「大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報

（土砂災害、浸水害）、洪水警報」 

・避難指示等の解除 

・避難所担当職員は、避難状況を、防災課に伝達 

・避難所閉鎖の広報 

・避難者が退去後、避難者を閉鎖 

・防災課は、避難所閉鎖について、自主防災組織に伝達 



 第３編 災害応急対策計画  第２章 風水害応急対策 

第１節 活動体制の確立 

応急 2-１-4 

総

則 

災
害
予
防 

計
画 

災

害

応

急

対

策

計

画 

震

災 

風

水

害 

事
故
災
害 

東
海
地
震 

災
害
復
旧 

復
興
計
画 

資

料

編 

３．警戒体制  

(１) 活動内容 

市は、警戒体制をとった場合、災害に対する警戒レベルに応じて「第 2 配備」と

「第 3 配備」に区分され、防災担当部長の指揮の下、「富里市防災配備指令要綱」

（令和４年４月）の別表第 1-2 に基づく職員をもって組織する。 

市は、警戒体制をとった場合、災害警戒本部をすこやかセンター2 階に設置し、台

風等の災害要因の接近に対し、応急活動に即応できる職員を配備して、情報の収集伝

達、避難所の開設、市域の巡回、応急措置等の対策を実施する。 

なお、第 3配備は、応急対策活動を実施する。 

警戒体制の活動内容は、おおむね次のとおりである。 

 

■警戒体制の活動内容 

第 2 配備において、次の活動を実施する。 

○ 災害に関する情報（気象情報、浸水等の被害情報等）の収集・伝達 

○ 避難所の開設 

○ 市域の巡回（道路、河川、排水路等） 

第 3 配備において、次の活動を実施する。 

○ 災害警戒本部体制による災害対応準備 

○ 応急措置 

 

(２) 活動組織 

警戒体制の配備区分は、防災担当部長を本部長、都市建設部長を副本部長に、下表

の本部員及び配備職員をもって組織する。 
 

■災害警戒本部の組織 

【本 部 長】防災担当部長 

【副本部長】都市建設部長 

【本 部 員】企画財政部長、健康福祉部長、経済環境部長、教育部長、議会事務局長、 

消防長 

【本部事務局】防災課 

【配備職員】・第 2配備初動警戒体制：防災課、市民課※、市民活動推進課※、 

都市建設部、教育委員会※ 

・第２配備：関係各課 

・第 3配備：関係各課 

・第４配備：全部署 

※ 状況に応じて参集する部署 
 

(３) 警戒体制の解除・移行 

警戒体制の解除・移行は、「本編 第 1 章 第 1 節 第 1 3．（3）警戒体制の

解除・移行」を準用する。 
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４．非常体制  

市は、非常体制をとった場合、災害対策本部をすこやかセンター2 階に設置して応急

対策活動を実施する。 

非常体制の動員配備は、「富里市防災配備指令要綱」（令和４年４月）に定める。 

非常体制の組織は、「本編 第 1 章 第 1 節 第 1 2．（1）災害対策本部の組織

編成」を準用する。 

災害対策本部の各部・班の所掌事務は、「本編 第 1 章 第 1 節 第 1 2．（2）

災害対策本部の各部・班の所掌事務」を準用する。 
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第２ 職員の動員計画 

職員は、災害が発生、若しくは発生するおそれがある場合、応急対策活動又は未然防止活動

に従事しなければならない。 

この場合、災害に応じた動員配備体制を整備し、平常業務との調整を図る。 

 

項目 担当部署 

１．活動体制と動員計画 各課 

２．勤務時間内における動員・参集 各班 

３．勤務時間外及び休日における動員・参集 各班 

４．参集における留意事項 各班 

 

１．活動体制と動員計画  

活動体制と動員計画は、「本編 第 1 章 第 1 節 第 2 1．活動体制と動員計画」

を準用する。 

 

２．勤務時間内における動員・参集  

勤務時間内における動員・参集は、「本編 第 1 章 第 1 節 第 2 2．勤務時間内

における動員・参集」を準用する。 

 

３．勤務時間外及び休日における動員･参集  

勤務時間外及び休日における動員・参集は、「本編 第 1 章 第 1 節 第 2 3．勤

務時間外及び休日における動員・参集」を準用する。 

 

４．参集における留意事項 

職員の参集における留意事項は、「本編 第１章 第１節 第２ ４．参集における

留意事項」を準用する。 
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第３ 災害対策本部の設置・運営 

市長は、市域で水害等が発生し、又は発生するおそれがある場合、富里市災害対策本部条例

（令和元年１２月）及び富里市災害対策本部設置規定（平成 31 年 3 月）に基づき災害対策本

部を設置するとともに本部会議及び各部・班を統括し、災害対策本部の運営に当たる。 

【資料３】『富里市災害対策本部条例』参照 

【資料４】『富里市災害対策本部設置規程』参照 

 

項目 担当部署 

１．災害対策本部の設置 全部署 

２．災害対策本部の運営 全部署 

３．災害対策本部の組織編成、所掌事務 全部署 

４．災害対策本部の廃止 全部署 

５．災害対策本部運営の留意事項 全部署、総務班、医療班 

 

１．災害対策本部の設置  

(１) 設置基準 

風水害においては、気象情報等を考慮し、災害対策本部を設置する。 

設置基準の詳細は、「本編 第１章 第１節 第３ 1．（1）設置基準」を準用

する。 

 

(２) 設置場所 

設置場所は、「本編 第１章 第１節 第３ 1．（2）設置場所」を準用する。 

 

(３) 実施責任者 

実施責任者は、「本編 第１章 第１節 第３ 1．（3）実施責任者」を準用する。 

 

(４) 災害対策本部設置・廃止の公表 

災害対策本部設置の公表は、「本編 第１章 第１節 第３ 1．（4）災害対策

本部設置・廃止の公表」を準用する。 

 

２．災害対策本部の運営  

災害対策本部の運営は、「本編 第１章 第１節 第３ ２．災害対策本部の運営」

を準用する。 

 

３．災害対策本部の組織編成、所掌事務  

災害対策本部の組織編成、所掌事務は、「本編 第１章 第１節 第 1 2．（1）

災害対策本部の組織編成」及び「本編 第１章 第１節 第 1 2．（2）災害対策本

部の各部・班の所掌事務」を準用する。 
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４．災害対策本部の廃止  

災害対策本部の廃止は、「本編 第１章 第１節 第３ 3．災害対策本部の廃止」

を準用する。 

 

５．災害対策本部運営の留意事項  

災害対策本部の留意事項は、「本編 第１章 第１節 第３ 4．災害対策本部運営

の留意事項」を準用する。 

 

 

第４ 情報通信手段の確保 

風水害においては、台風等災害要因の時間的推移に応じて、状況の変化を市民等に伝達する

ことが重要であるため、市は、多様な通信手段を用いて情報を伝達する。 

情報通信手段の確保を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第１節 活動体制の確立 

「第４ 情報通信手段の確保」を準用する。 

 

 

第５ 公共的団体及び民間団体への協力依頼 

市は、災害対策を市だけで対応するのが困難と考えられる場合、市内の公共的団体や災害時

の協定を締結している民間団体へ協力を依頼する。 

公共的団体及び民間団体への協力依頼を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第１節 活動体制の確立 

「第５ 公共的団体及び民間団体への協力依頼」を準用する。 

 

 

第６ 応援要請 

市は、災害対策を市だけで対応するのが困難と考えられる場合、速やかに県、他市町村及び

防災関係機関等へ応援要請を行う。 

応援要請を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第１節 活動体制の確立 

「第６ 応援要請」を準用する。 
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第７ 自衛隊の災害派遣要請依頼 

災害の発生に伴う自衛隊の災害派遣要請依頼を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第１節 活動体制の確立 

「第７ 自衛隊の災害派遣要請依頼」を準用する。 

 

 

第８ ボランティアの協力 

水害においては、避難所運営等だけでなく、被災後の片付けにおける人員が必要となること

から、ボランティアによる協力は必要不可欠となる。 

ボランティアの協力を、以下に定める。 

 

第１章 震災応急対策 

   第１節 活動体制の確立 

「第８ ボランティアの協力」を準用する。 

 

 

第９ 災害救助法の適用 

水害により居室、炊事場、玄関等に障害物が流れ込んだ世帯に対しては、障害物の除去につ

いて災害救助法が適用される。 

災害救助法の適用を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

   第１節 活動体制の確立 

「第９ 災害救助法の適用」を準用する。 

 

 

  

  

 

 

 

応急 2-１-９ 
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第２節 警戒活動期の応急対策活動  

 

本節では、気象警報発表時等災害の警戒期において、市が実施する災害未然防止活動につい

て定める。 

 

第１ 風水害に関する情報の収集・伝達 

台風の接近等により風水害の発生が予想されるとき、銚子地方気象台から発表される防災気

象情報は、千葉県から市に伝達される。勤務時間外の職員は、テレビ、ラジオ等を通じて気象

情報を入手する。警報発表から比較的間を置かず大雨等が襲う場合もあるので、各防災関係機

関においては、防災気象情報の内容に十分留意し、市民の生命・財産への被害を最小限とする

体制を整える。 

 

活動項目 担当部署 

１．風水害に関する情報の収集 防災班、建設班 

２．気象注意報・警報等の種類、発表基準等 防災班 

３．水防情報 防災班 

４．土砂災害警戒情報 防災班 

５．火災気象通報 消防本部、防災班 

６．異常な現象発見時の通報 防災班 

７．被害の未然・拡大防止のための市民への注意喚起 防災班、広報情報班 

 

１．風水害に関する情報の収集  

風水害の警報、発生に関する情報の収集は、防災班が一元的に収集する。 

なお、市域を流れる根木名川には重要水防箇所があるものの、市は、洪水予報・水防

警報及び水位情報の通知の受報者に指定されていないため、防災班は、建設班と連携し、

積極的に水防関係情報を収集する。 
 

■風水害に関する情報の収集 

区分 内容 

銚子地方気象台 

からの 

防災気象情報 

大雨が予想され、又は台風の接近等が予想されるときに銚子地方気象台か

ら発表される防災気象情報（特別警報、警報、注意報等）については、千葉

県防災情報システム、ＮＴＴからのＦＡＸ（警報のみ）及びテレビ・ラジオ

を通じて入手する。 

水位・雨量情報 
防災班は、根木名川及び利根川の水位情報、並びに銚子地方気象台が発表

する雨量情報を収集・整理する。 

警戒パトロール 

情報 

警戒体制をとった場合、建設課は、河川や水路及び土砂災害警戒区域等の

パトロールを実施する。防災課は、収集された情報を整理する。 

被害情報等 

防災班は、１１９番通報の状況等消防本部の把握している情報を入手する

とともに、成田警察署とも連絡を取り、市の把握している情報を伝え情報の

共有化を図る。 
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２．気象注意報・警報等の種類、発表基準等  

銚子地方気象台は、気象業務法に基づき、大雨や強風等の気象現象によって、災害が

起こるおそれがある場合に「注意報」を、重大な災害が起こるおそれがある場合に「警

報」を、重大な災害が起こるおそれが著しく大きい場合に「特別警報」を発表し、関係

機関に通知する。 

銚子地方気象台が発表する注意報、警報、特別警報の対象地域、種類及び発表基準は、

次のとおりである。 

 

(１) 対象地域 

銚子地方気象台は、防災機関の防災活動が円滑に行えるように、平成２２年５月か

ら原則として市町村単位で気象警報・注意報を発表している。 

気象現象に伴う災害の発生が予想される地域を限定できる場合は、その地域を指定

して注意報又は警報を発表する。指定する地域は、一次細分区分として千葉県内を 3

つの地域に、さらに、市町村をまとめた地域として南部を２地域、北西部を３地域、

北東部を２地域に細分し、市は、北西部の印旛区域に位置する。 

千葉県の注意報・警報の発表区域図は、次のとおりである。 
 

■千葉県の発表区域図  ［平成２５年１月１日現在］ 
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(２) 注意報、警報及び特別警報の種類と発表基準 

銚子地方気象台が発表する注意報・警報及び特別警報の種類と発表基準は、次のと

おりである。 
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■特別警報の種類及び発表基準（市関連） 

現象の種類 基  準 

大 雨 
台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合又は数十年に

一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予想される場合 

暴 風 数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹くと予想される場合 

暴風雪 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹くと予想され

る場合 

大 雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

 

■雨に関する富里市の５０年に一度の値              [令和４年 3 月２４日現在] 

地  域 50年に一度の値 

都道府県 
府県 
予報区 

一次細
分区域 

市町村
等をま
とめた
区域 

二次細
分区域 

R48 
(48時間降水量
(mm)) 

R03 
(3時間降水量
(mm)) 

SWI 
(土壌雨量指数 
(Soil Water Index)) 

千葉県 千葉県 北西部 印旛 富里市 355 160 232 

注１）「50年に一度の値」の欄の値は、各市町村にかかる5km格子の50年に一度の値の平均値をとっ

たものである。 

注２）R48、R03、SWIいずれについても、50年に一度の値は統計値であり、一の位の大小まで厳密

に評価する意味は無い。 
注３）特別警報は、府県程度の広がりで50年に一度の値となる現象を対象。個々の市町村で50年に一

度の値となることのみで特別警報となるわけではないことに留意。 

注４）特別警報の判定に用いる R03 の値は、３時間降水量が 150mm 以上となった格子のみをカウン

ト対象とする。 

(３) 記録的短時間大雨情報 

県内で、数年に一度程度しか発生しないような激しい短時間の大雨を観測（地上の

雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）し

たときに、気象情報の一種として発表する。 

 

(４) 竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼

びかける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発

生する可能性が高まったときに、比較的広い範囲（おおむね 1 つの県）を対象に発表

する。この情報の有効期間は、発表から 1時間である。 
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(５) 注意報及び警報等の伝達系統 

銚子地方気象台が発表する注意報・警報等が伝達される系統図を以下に示す。 
 

■気象注意報・警報等の伝達系統図（市及び市民への伝達系統のみ記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(６) 銚子地方気象台と市とのホットラインの運用 

銚子地方気象台は、気象実況及び今後の気象予報を伝えるため、防災課の責任者等

へ電話連絡する。 

なお、緊急性が高い場合等には、市長に直接連絡を行う。 

また、市が、避難指示等の判断や災害対策の検討等を行う際、銚子地方気象台に対

して気象情報や今後の気象予報について助言を求めることができる。 

 

３．水防情報  

知事は、知事が指定した河川について洪水予報を発表したときは、水防管理者等に通

知するとともに、必要に応じて報道機関の協力を求めて、市民等に周知する。 

知事は、知事が指定した河川については、避難のための立退きの指示の判断について、

関係市町村の長に通知する。 

市域には県管理の一級河川である根木名川が流れており、日吉倉地区に重要水防区域

（No235～No299+23）があり、知事により水位情報周知河川に指定されてい

る。市は、根木名川における水位到達情報について、成田土木事務所、成田市総務部危

機管理課等と情報共有する。水防情報に係る伝達系統は、次のとおりである。 

  

千葉県 

(危機管理政策課) 
ＮＴＴ東日本 

（又は西日本） 

富里市 
(防災課) 

報道機関 

住 民 

(広報車  防災行政無線、市公式ホームページ、防災・防犯メー

ル等) 

銚子地方気象台 
（警報のみ） 
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■水防情報の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■根木名川における水位到達情報の伝達系統図 

河川名 観測所 水位基準 伝達系統 

根木名川 新妻 

氾濫危険水位 

：6.10ｍ 

氾濫注意水位 

：4.00ｍ 

水防団待機水位 

：3.60ｍ 

 

 

４．土砂災害警戒情報  

土砂災害警戒情報は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する

法律（平成２９年 5月）第 27条、気象業務法第 11条及び災害対策基本法第 55 条の

規定により銚子地方気象台と千葉県が共同発表するものである。 

 

(１) 土砂災害警戒情報の目的 

大雨警報又は大雨特別警報発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度がさらに高

まったとき、市町村長が避難指示発令の判断の際や市民の自主避難を支援することを

目的とする。 

 

(２) 特徴及び利用に当たっての留意点 

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度を降雨に基づいて判定し、

発表されるもので、個別の災害発生箇所、時間、規模等を詳細に特定するものではな

いことに留意する必要がある。 

また、発表は土石流や集中的に発生する急傾斜地の崩壊箇所を対象とし、斜面の深

成田土木事務所 
県水防本部 
河川環境課 

成田市総務部

危機管理課 

・成田警察署 
・印旛地域振興事務所 
・印旛農業事務所 

県防災危機管理部 
危機管理政策課 

銚子地方

気象台 

情報提供 指定・報告 

県水防本部 
河川環境課 

TEL:043-223-3156 
FAX:043-221-1950 

成田土木事務所 
TEL:0476-26-4831 
FAX:0476-26-8671 

富里市総務部 

防災課 
TEL:0476-93-1114 

FAX:0476-93-9954 

富里市消防本部 
TEL:0476-92-1311 
FAX:0476-93-8837 

 

指令・報告 

指令・報告 

成田警察署 
TEL:0476-27-0110 

通知 

通知 

tel:043-223-3156
tel:043-223-3156
tel:0476-93-1114
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層崩壊、山体の崩壊、地すべり等については、発表の対象とされないことに留意する。 

(３) 発表対象地域 

県内の市町村ごとに発表する。 

 

(４) 発表基準 

銚子地方気象台及び県は、市町村を単位として次の基準により土砂災害警戒情報を

共同発表する。また、県は市公式ホームページ等を利用して、災害発生の危険度や雨

量予測等の詳細情報を提供する。 
 

■土砂災害警戒情報の発表基準等 

項目 内容 

警戒基準 
大雨警報が発表中であり、降雨の実況及び数時間先までの降雨予測

値を基に作成した指標が当該情報の発表基準に達した場合。 

警戒解除基準 

降雨の実況値を基に作成した指標が発表基準を下回り、短時間で再

び発表基準に達しないと予想される場合。又は無降水時間が長時間続

いているにもかかわらず、指標が発表基準を下回らない場合は、県と

銚子地方気象台が協議の上、解除できるものとする。 

土砂災害警戒情

報の伝達系統 

土砂災害警戒情報の伝達系統は、警報・注意報と同様の系統で伝達

される。 

 

５．火災気象通報  

銚子地方気象台は、消防法に基づき、次のような気象状況のとき、知事に対し火災気

象通報の発表及び終了の通報を行う。市長は、知事からこの通報を受けたとき又は気象

の状況から火災の予防上危険であると認めたときは、火災警報を発令することができる。 

なお、林野火災気象通報は、火災気象通報の一部として行い、火災気象通報の発表及

び終了の通報をもって行う。 

 

■火災気象通報の基準 

①  実効湿度が 60%以下で最小湿度が 30%以下になる見込みのとき 

②  平均風速 13m/s 以上の風が吹く見込みのとき 

ただし、降雨（雪）を伴うときは、火災気象通報を行わない事がある。 

基準値は気象官署の値（ただし、銚子地方気象台は 15 メートル以上） 

 

６．異常な現象発見時の通報  

災対法第 54 条第 1 項の規定により、災害が発生するおそれがある異常な現象を発見

した者が通報した場合については、次のとおりである。 

 

(１) 発見者の通報 

災害の発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、遅滞なくその旨を市長又

は警察官に通報しなければならない。（災対法第 54 条第 1項） 

何人も、通報が最も迅速に到達するように協力しなければならない。（同条第２項） 

通報を受けた警察官は、その旨を速やかに市長に通報しなければならない。（同条

第 3 項） 
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(２) 市長の通報 

前項の通報を受けた市長は、気象庁（銚子地方気象台）その他の関係機関に通報し

なければならない。（災対法第 54 条第 4 項） 

市長が気象庁（銚子地方気象台）に行う通報事項は、次のとおりである。 
 

■気象庁（銚子地方気象台）に行う通報事項 

区分 内容 

気象に関する事項 著しく異常な気象現象（例えば、竜巻、強いひょう等） 

地震に関する事項 数日間にわたり頻繁に感じるような地震 

 

７．被害の未然・拡大防止のための市民への注意喚起  

防災課及び広報情報班は、被害が発生するおそれが高くなる等、必要な場合、防災行

政無線（固定系）、市公式ホームページ、防災・防犯メール等を活用し、市民等に対し

被害の未然防止、拡大防止及び危険箇所からの避難等を促す呼びかけを行い、市民等に

注意を喚起する。 

また、浸水想定区域内にある要配慮者利用施設（主として高齢者、障害者、乳幼児そ

の他の特に防災上の配慮を要する者が利用する施設）や大規模な工場に対して、高齢者

等避難の避難情報を FAX 等により伝達する（浸水想定区域内にある要配慮者利用施設

に対しては、当該施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保する必要がある

（水防法第 15 条関連））。 
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第２ 水防計画 

市は、気象状況等から市域において水路、道路冠水、河川の氾濫、洪水等の水害の発生が予

想される場合、各防災機関と協力して危険区域の監視警戒、通信連絡を行い、被害の軽減を図

るための水防活動を実施する。 

 

項目 担当部署 

１．水防体制 防災班、関係各班 

２．水防組織 防災班、関係各班 

３．水防活動 防災班、都市建設部、関係各班 

 

１．水防体制  

市は、雨水出水による浸水被害等の水害が発生し、又は発生するおそれがある場合、

警戒体制を配備し、防災担当部長を本部長とする災害警戒本部を設置し、水防活動を実

施する。 

なお、根木名川の洪水による浸水被害等が発生し、又は発生するおそれがある場合、

「千葉県水防計画」（令和６年度、千葉県）に基づき、水防体制を図る。 

 

２．水防組織  

水防活動の組織及び所掌事務は、災害対策本部の組織及び所掌事務に準じ、次のとお

りとする。災害警戒本部の庶務は、防災班が担当する。 

なお、根木名川の洪水に係る水防組織については、「千葉県水防計画」（令和６年度、

千葉県）に基づき、編成する。 

■災害警戒本部の組織編成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 部の構成を「関係各班」としている部署は、状況に応じて部内の最適な班が対応する。 
 

  

総 務 班 

広報情報班 

教 育 部 

【災害警戒本部長】 

   
防災担当部長 

消 防 本 部 

【副本部長】 

・都市建設部長 

【本部員】 

・企画財政部長 

・経済環境部長 
・健康福祉部長 
・教育部長 
・議会事務局長 
・消防長 

本部事務局 防 災 班 

都市建設部 建 設 班 

都市計画班 

上下水道班 

経済環境部 

関係各班※ 

 

関係各班※ 

関係各班※ 

関係各班※ 

健康福祉部 

消 防 部 

総 務 部 

企画財政部 
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３．水防活動  

市長は、雨水出水による浸水被害等の水害が発生し、又は発生のおそれがあると認め

られる場合、防災担当部長を本部長とする災害警戒本部を設置する。 

防災担当部長は、水防活動を担う都市建設部、避難活動を担う健康福祉部及び避難所

担当職員、広報活動を担う広報情報班、警察と連携して交通規制を担う市民活動推進班

等の関係各部署の出動を指示し、警戒及び防ぎょに当たらせるものとする。 

なお、根木名川の洪水に係る水防活動については、「千葉県水防計画」（令和６年度、

千葉県）に基づき、実施する。 

 

(１) 警戒巡視 

都市建設部は、気象注意報、警報等の発表又は降雨により冠水等が予測される場合、

河川・水路、道路等、所管施設等の状況を巡視する。 

 

(２) 避難準備 

防災班は、都市建設部の警戒巡視等により土砂災害や浸水被害等の危険が予測され

る場合、健康福祉部と連携し、要配慮者の事前避難とその他市民の避難準備を促すた

めに高齢者等避難を伝達する。 

 

(３) 応急措置 

水防作業のため必要がある場合は、水防管理者（市長）及び消防本部に属する者は

警戒区域を設定し、一般市民に立入りを禁止、若しくは制限し、又はその区域からの

退去を命ずることができる。 

「警戒区域の設定」は、「本編 第１章 第２節 第１0 ２．避難指示等、警戒

区域の設定」を準用する。 

冠水や倒木等が発生した場合は、次のような応急措置を実施する。 

 

■応急措置 

① 浸水箇所では土のう積みによる防ぎょ、ポンプによる排水を行う 

② 道路の冠水区域は、通行止め等の措置をとる 

③ 通行の障害となる道路上の障害物は除去する 

④ 倒木、落下物等で危険なものは除去する 

⑤ 床上浸水等が発生するおそれのある場合、高齢者等避難を発令し、避難行動要支援者

を避難所に誘導する 
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第３ 土砂災害対策活動 

市は、気象状況等から市内において土砂災害の発生が予想される場合、各防災機関と協力し

て危険区域の監視警戒、通信連絡を行い、被害の軽減を図るための土砂災害対策活動を実施す

る。 

 

項目 担当部署 

１．土砂災害警戒情報の活用 防災班 

２．情報の収集・伝達 防災班、広報情報班、消防部、消防団 

３．二次災害の防止 防災班、都市建設部、広報情報班、関係各班 

【参照】「土砂災害警戒避難ガイドライン」（平成２７年４月、内閣府） 

 

１．土砂災害警戒情報の活用  

県は、銚子地方気象台と共同で、大雨による土砂災害（がけ崩れ等）発生の危険度が

高まったときは、防災活動や市民の自主避難の判断等への利用を目的として、関係市町

村への土砂災害警戒情報の発表を行っている。 

市においては、土砂災害防止法に基づく土砂災害（特別）警戒区域が１６箇所指定さ

れており、台風や集中豪雨に伴い崩壊・崩落が発生することも想定されるため、これら

の危険箇所において土砂災害対策活動を実施する際の判断材料として、土砂災害警戒情

報を活用するものとする。 

また、土砂災害警戒情報に加えて土砂災害のメッシュごとの切迫性や危険度の推移が

分かる補足情報についても活用するものとする。 

【資料４０】『危険箇所に関する資料』参照 

 

■土砂災害に関するメッシュ情報の活用例 

①  大雨警報（土砂災害）の基準は、要配慮者の避難に要する時間を確保するように設定さ

れており、気象庁の提供する土砂災害警戒判定メッシュ情報において、「大雨警報（土

砂災害）の基準を超過」したメッシュ内の土砂災害警戒区域等に対して高齢者等避難の

発令を検討します。 

②  土砂災害警戒情報の基準を「予測雨量で超過」したメッシュ内の土砂災害警戒区域等に

ついては、非常に危険な状況であるため、避難指示の発令を検討します。 

③  土砂災害警戒情報の基準を「実況雨量で超過」したメッシュ内の土砂災害警戒区域等に

ついては、緊急安全確保の発令を検討します。 

【参照】「避難情報に関するガイドライン」（令和３年５月、内閣府） 

【参照】「千葉県土砂災害警戒情報システム」 

【参照】「気象庁土砂災害警戒判定メッシュ情報」 
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■土砂災害警戒判定メッシュ情報とは（気象庁資料） 

土砂災害警戒判定メッシュ情報は、大雨による土砂災害発生の危険度の高まりを、地図

上で 5km 四方の領域ごとに 5段階に色分けして示す情報です。 

常時 10分ごとに更新しており、土砂災害警戒情報や大雨警報（土砂災害）等が発表され

たときに、土砂災害警戒判定メッシュ情報により、どこで危険度が高まっているかを把握

することができます。 

避難にかかる時間を考慮して、危険度の判定には 2 時間先までの雨量及び土壌雨量指数

の予測値を用いています。 

土砂災害発生の危険度が高まっている領域にお住まいの方は、土砂災害危険箇所・土砂

災害警戒区域等の外の少しでも安全な場所への早めの避難を心がけてください。 

 

 

 

 

  

警戒
レベル

市が発令する情報
と色が持つ意味

住民がとるべき行動 住民等の行動の例

5 緊急安全確保
※必ず発令される情報ではない

命の危険　直ちに安全確保！

・すでに安全な避難ができ
ず、命が危険な状況。
・いまいる場所よりも安全な
場所へ直ちに移動等する。

4 避難指示 危険な場所から全員避難

・過去の重大な災害の発生時
に匹敵する状況。この段階ま
でに避難を完了しておく。
・台風などの暴風が予想され
る場合は、暴風が吹き始める
前に避難を完了しておく。

3 高齢者等避難 危険な場所から高齢者等は避難

・高齢者以外の人も必要に応
じ、普段の行動を見合わせ始
めたり、避難の準備をした
り、自主的に避難する。

2 注意 自らの避難行動を確認

・防災マップ等により、自宅
等の災害リスクを再確認する
とともに、避難情報の把握手
段を再確認するなど。

■危険度の色と避難行動（気象庁資料）
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２．情報の収集・伝達  

土砂災害対策活動における情報の収集伝達は、次のとおりである。 

なお、避難活動の詳細は、「本編 第２章 第２節 第 5 避難活動」を準用する。 

■情報の収集・伝達に伴う配慮事項 

①  防災班は、局地的な降雨等の情報把握に努めるとともに、土砂災害の前兆現象及び発

生時における災害状況の早期把握に努める。この場合、市民の安全に関する情報を最

優先に収集、伝達するものとする。 

②  防災班は、土砂災害の発生が予想される場合、広報情報班と連携して市民及び自主防

災組織に対し警戒避難等の指示若しくは伝達を行う。特に、具体的に危険が予想され

る危険区域の市民等に対しては、消防部、消防団及び自主防災組織と連携して戸別伝

達に努めるものとする。 

③  広報情報班は、ライフライン関係者及び交通機関関係者等に対し、早急に情報を伝達

し注意を喚起する。 

④  広報情報班は、災害対策本部の指示に基づき、関係各班と連携し、市民、関係機関等

に対し、土砂災害警戒情報や各種情報について、適時適切なタイミングで情報提供を

行う。 

 

３．二次災害の防止  

市及び県は、二次災害の発生に対処するため、次の事項に留意して必要な措置を講じ

るものとする。 
 

■二次災害の防止措置 

①  降雨等の気象状況の十分な把握、崩壊面及び周辺斜面、堆積土砂等について、安全に

留意した監視の実施 

②  安全が確認されるまで崩壊危険箇所周辺の居住者の避難指示・緊急安全確保を継続す

るとともに、警戒区域の設定、立入規制等の実施 

③  降雨継続時における崩壊危険箇所及びその周辺へのシート被覆、応急排水路の設置、

安全に留意した再崩壊防止措置の実施 

④  災害対策本部は、関係各班からの人的被害の状況、建築物の被害等の情報を収集する

とともに、被害規模に関する概括的情報を含めて整理を行い、直ちに県へ連絡する。 

⑤  都市建設部は、降雨等による土砂災害の発生の防止・軽減を図るため、土砂災害危険

箇所の点検を行う。その結果、危険性が高いと判断された箇所については、広報情報

班と連携して、関係機関や市民への周知を図り、適切な警戒避難体制の整備等の応急

対策を行う。 

⑥  広報情報班は、災害対策本部の指示に基づき、関係各班が収集した情報を、関係各班

と連携して市民に対し適切に広報する。その際、要配慮者に配慮した伝達を行う。 
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第４ 要配慮者への支援 

風水害については、台風等の災害要因の発生等、早い段階から気象情報や水防情報等を収集

し、災害が発生するまでに避難行動要支援者が避難を終えることができるように、的確に高齢

者等避難の発令を行う。 

要配慮者への支援を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第２節 初動対応期の災害応急対策活動 

「第 11 要配慮者への支援」を準用する。 

 

第５ 避難活動 

市は、水害又は土砂災害の発生並びに発生するおそれがある場合、迅速に市民に対して高齢

者等避難、避難指示又は緊急安全確保を発令するとともに、所定の避難所への避難誘導（特に

避難行動要支援者に対する避難誘導）を行う。 

 

項目 担当部署 

１．避難に関する状況把握 
防災班、広報情報班、建設班、消防部、 

市民活動推進班、成田警察署 

２．避難指示等の発令、警戒区域の設定 防災班、広報情報班、消防部 

３．避難誘導 

福祉班、消防部、消防団、成田警察署、 

民生委員・児童委員、富里市社会福祉協議会、

社会教育施設等管理者 

４．避難所の開設 避難所担当職員 

５．広域避難 防災班、避難所担当職員、都市計画班 

 

１．避難に関する状況把握  

避難に関する状況の把握は、以下に示す手順で行う。 

■避難に関する状況把握の手順 

①  防災班は、気象庁（銚子地方気象台）や県（成田土木事務所）、国土交通省等の関係

機関から気象情報や河川情報を収集し、強い雨の地域や河川の上流部での広域的な状

況を把握する。（下記の【参照】） 

②  消防部は、市民からの１１９番通報及び監視・警戒活動により災害の発生あるいは発

生のおそれを覚知したときは、広報情報班に報告する。 

③  建設班は、消防団と連携し、巡回パトロール等により河川や土砂災害危険箇所等の状

況を把握し、広報情報班に報告する。 

④  市民活動推進班は、成田警察署と被害状況・交通規制状況等の情報を共有し、広報情

報班に報告する。 

⑤  防災班は、①～④の情報を入手し、避難指示等、警戒区域の設定等避難の必要性を検

討するための情報を集約し、災害警戒本部長に報告する。 
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【参照】「府県気象情報:千葉県」 
【参照】「国交省の防災情報（国交省「防災情報提供センター」）」 
【参照】「全国の水防情報〔国交省「川の防災情報」〕」 
【参照】「千葉県防災ポータルサイト」 
【参照】「千葉県防災ポータル（雨量・水位情報）」 
【参照】「千葉県土砂災害警戒情報システム」 
【参照】「気象庁「土砂災害警戒判定メッシュ情報」 

 

２．避難指示等の発令、警戒区域の設定  

(１) 実施手順 

防災班は、「１ 避難に関する状況把握」の状況を本部長に報告し、本部長は状況

を勘案し、遅滞なく高齢者等避難、避難指示及び緊急安全確保の発令及び警戒区域の

設定を行う。 

防災班は、関係各班と連携し、高齢者等避難、避難指示及び緊急安全確保の発令及

び警戒区域の設定について、市防災行政無線、市公式ホームページ、防災・防犯メー

ル、エリアメールや緊急速報メール、広報車、報道機関への報道依頼等あらゆる手段

を用いて市民へ迅速に広報する。 

 

(２) 避難指示等 

ア 高齢者等避難、避難指示及び緊急安全確保の発令 

本部長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、必要と認める地域の

居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立退きを指示し、緊急を要すると

認めるときは避難のための緊急安全確保を求める。 

高齢者等避難、避難指示及び緊急安全確保の発令時の状況、市民に求める行動及

び発令の目安は、「避難勧告ガイドライン」（令和３年５月）、「避難情報に関す

るガイドライン」（令和３年５月、内閣府）等を参考に、次のとおりとする。 

また、避難指示等を発令する場合、銚子地方気象台、成田土木事務所等の国及び

県の関係機関に対し、災害に関する情報等の必要な助言を求めることができる。 

なお、避難指示等を対象とする避難行動は、次の全ての行動とする。 

■避難指示等の対象とする避難行動 

① 安全な場所への移動（公園、親せきや友人の家等） 

② 近隣の高い建物等への移動 

③ 建物内の安全な場所での待機 
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■避難指示等の発令と市民に求める行動 

避難情報 発令時の状況 市民に求める避難行動 

高齢者等避難 

要配慮者等、特に避難行動に時間

を要する者（避難行動要支援者）

が避難行動を開始しなければなら

ない段階であり災害の発生する可

能性が高まった状況 

・要配慮者等、特に避難行動に時間を要する

者（避難行動要支援者）は、指定された避

難場所への避難行動開始（避難支援等関係

者は支援行動を開始） 

・上記以外の者は、家族との連絡、非常持出

品の用意等、避難準備を開始する 

避難指示 

通常の避難行動ができる者は、避

難行動を開始しなければならない

段階であり災害の発生する可能性

が明らかに高まった状況 

・通常の避難行動ができる者は、計画された

避難場所への避難行動を開始する 

・避難指示の発令後で避難中の市民は直ちに

避難行動を完了 

緊急安全確保 

・前兆現象の発生や、現在の切迫し

た状況から、災害が発生する危

険性が非常に高いと判断された

状況 

・土砂災害危険箇所の隣接地等、地

域の特性等から人的被害の発生

する危険性が非常に高いと判断

された状況 

・人的被害の発生した状況 

・避難指示の発令後で避難中の市民は直ちに

避難行動を完了 

・直ちに命を守る行動をとる（未だ避難して

いない対象市民は直ちに避難行動に移るこ

とや外出が危険な場合は自宅等の安全な場

所にとどまる） 

【参照】「土砂災害警戒避難ガイドライン」（平成２７年４月、国土交通省） 
【参照】「避難情報に関するガイドライン」（令和３年５月、内閣府） 
【参照】「避難指示等の判断・伝達マニュアル（土砂災害・水害）」（令和３年５月）  
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■避難指示等の発令の目安 

項目 内容 

高
齢
者
等
避
難 

水害 

・警戒巡視等により危険が予測される場合 

※市域の河川等において、降水量・降水時間と氾濫の関係性が明確になる場

合、高齢者等避難の発令を検討する。 

土砂災害 

・大雨情報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害警戒判定メッシュ情報大

雨警報の土壌雨量指数基準を超過した場合 

・大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間～翌日早朝に大雨警報（土

砂災害）に切り替える可能性が言及されている場合 

・強い降雨を伴う台風が夜間から明け方に接近・通過することが予想される場

合 

避
難
指
示 

水害 

・大雨警報（浸水害）が発表され、地域の累積雨量が 200mm を超え、さらに

多量の降雨が予想される場合 

・消防署等関係機関から避難の必要性に関する通報があった場合 

・浸水の発生に関する情報が市民等から通報された場合 

土砂災害 

・土砂災害警戒情報が発表された場合 

・大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害警戒メッシュ情報の予測

値で土砂災害警戒情報の判定基準を超過し、さらに降雨が継続する見込みで

ある場合 

・大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、記録的短時間大雨情報が発

表された場合 

・土砂災害の前兆現象（湧き水・地下水の濁り等）が発見された場合 

緊
急
安
全
確
保 

水害 

・状況により、本部長が必要と認めるとき 

※市域の河川等において、水位や現地情報等が把握できる場合、氾濫が発生し

始めたときに緊急安全確保の発令を検討する。 

土砂災害 

・土砂災害警戒情報が発表され、かつ、土砂災害警戒情報を補足する情報で土

砂災害警戒情報の基準を実況で超過した場合 

・大雨警報（土砂災害）が発表されており、さらに記録的短時間大雨情報が発

表された場合 

・土砂災害が発生した場合 

・避難指示による立退き避難が十分でなく、再度、立退き避難を市民に促す必

要がある場合 

※水位を観測していない河川についても、消防団等が出動した場合は、現地情報を避難指示等の判

断材料とする。 

※小河川等による浸水は局所的な現象であり、事前に市が判断できる情報が少ないことから、市民

等からの被害情報を入手して避難指示等の発令の参考とする。 

※台風等の接近に伴い、暴風警報や暴風特別警報が発表されている又は発表される恐れがある場合

は、避難行動が困難になる前に早めの判断を行う。 

【参照】「土砂災害警戒避難ガイドライン」（平成２７年４月、国土交通省） 
【参照】「避難情報に関するガイドライン」（令和３年５月、内閣府） 

【参照】「避難指示等の判断・伝達マニュアル（土砂災害・水害）」（令和３年５月） 

イ 避難指示等の解除 

本部長は、災害による危険がなくなったと判断される場合は、避難指示等を解除

する。 
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(３) 警戒区域の設定 

警戒区域の設定は、「本編 第１章 第２節 第 10 ２．（２）警戒区域の設定」

を準用する。 

 

３．避難誘導  

水害及び土砂災害においては、災害が発生する前に避難を終えることが基本である。 

そのため、市は、災害発生のおそれのある時期を見越して、消防部、消防団及び区・

自治会や自主防災組織等に避難誘導を指示及び要請する。 

また、市は、入手した避難路の状況（浸水、土砂流出状況等）を迅速、的確に伝達す

るとともに決壊箇所や河川のある方向、土砂災害危険箇所を避ける等避難方向を考えて

誘導を行う。 

その他、避難誘導は、「本編 第１章 第２節 第 10 ３．避難誘導」を準用する。 

 

４．避難所の開設  

(１) 避難指示等の発令に伴う避難所の開設 

高齢者等避難の発令に伴い、避難所担当職員及び施設管理者は、避難所を開設する。 

避難所の開設は、「本編 第１章 第２節 第 10 ４．避難所の開設」を準用す

る。 

【資料４６】『避難施設一覧』参照 

 

(２) 自主避難者のための避難所（自主避難所）の早期開設 

台風の接近等、災害の危険性が高まることが明らかな場合、市が「高齢者等避難」

を発表する以前であっても、土砂災害危険区域等の指定地域内の市民及び独居高齢者

等の自主避難を希望する人を対象とし、必要に応じて指定避難所を自主避難所として

早期に開設する。 

 

５．広域避難  

広域避難は、「本編 第１章 第２節 第 10 ５．広域避難（市外への避難）」及

び「本編 第１章 第２節 第 10 6．広域避難（市外からの避難）」を準用する。 
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第３節 初動対応期の応急対策活動  

 

市は、気象庁からの特別警報の発表や災害の発生に伴い、災害対策本部を設置して、応急対

策活動を実施する。初動対応期における応急対策活動は、被災者の生命の維持、生活確保に必

要な活動が最優先される。 

本節では、初動対応期における応急対策活動を、以下に定める。 

 

第１ 災害情報の収集・伝達 

初動対応期において、人命の救出・救助を最優先とした応急対策活動を確実、迅速に実施す

るために、必要な被害状況の収集・報告を行う。 

 

項目 担当部署 

１．災害情報の収集 防災班、広報情報班、関係各班 

２．災害報告 防災班、広報情報班、消防部 

３．災害情報の共有 広報情報班、全部署 

 

１．災害情報の収集  

(１) 災害情報の収集系統 

発災後の災害情報等の収集は、防災班が一元的に実施する。 

 

(２) 収集すべき災害情報 

収集すべき被害の主たる情報は、次のとおりである。 

各班から災害情報を収集した広報情報班は、収集情報を整理の上、防災班へ伝達す

る。 

また、市民からの通報等については市民班が窓口となり、収集情報を整理の上、防

災班へ伝達する。 
 

■関係各班、関係機関の収集する情報 

収集すべき情報 関係各班、関係機関 

人的被害 ・市民班 ・医療班 ・消防部 

建物被害（住家、非住家） ・税務班 ・都市計画班  

田畑被害 ・農政班 

道路被害 ・建設班 

文教施設（学校施設、社会教育・体育施設） ・教育総務班 ・学校教育班 ・生涯学習班 

公共施設（文教施設を除く） ・財政班 ・福祉班 ・関係各班 

病院 ・医療班 

橋りょう・河川 ・建設班 

  



 第３編 災害応急対策計画  第２章 風水害応急対策 

第３節 初動対応期の応急対策活動 

応急 2-３-2 

総

則 

災
害
予
防 

計
画 

災

害

応

急

対

策

計

画 

震

災 

風

水

害 

事
故
災
害 

東
海
地
震 

災
害
復
旧 

復
興
計
画 

資

料

編 

収集すべき情報 関係各班、関係機関 

清掃施設 ・環境班 

公園施設 ・都市計画班 

水道 ・上下水道班 

下水道 ・上下水道班 

電話（※） ・東日本電信電話株式会社 他 

電気（※） ・東京電力パワーグリッド株式会社 

ガス（※） ・東京ガス株式会社 ・日本瓦斯株式会社 

・(公社)千葉県ＬＰガス協会 

罹災世帯数 ・市民班 ・税務班 

罹災者数 ・市民班 

火災発生件数 ・消防部 

対策の実施状況（本部設置状況等） ・防災班 

注１）関係各班及び関係機関が、各々関係する被害情報を収集する際の被害の判定基準については、

「被害認定基準」を参照のこと。 

注２）（※）防災班が各機関から入手する。 

【資料６２】『被害認定基準』参照 

 

(３) 情報を収集する際の留意事項 

情報を収集する際の留意事項は、次のとおりである。 

 

■情報を収集する際の留意事項 

○ 被害情報の収集に当たっては、成田警察署と緊密に連絡する。 

○ 各種被害の程度に関する調査に当たっては、庁内の連絡を密にし、調査漏れ及び重

複がないように留意する。 

○ 浸水状況については、現場の状況等の関係から具体的な調査が困難な場合が多いの

で、当該地域に詳しい関係者の認定により概況を把握するものとし、罹災人員につ

いても平均世帯人員により計算して速報する。 

○ 被害世帯人員等については、現地調査のみでなく、市民登録とも照合し、その正誤

を確認する。 

○ 全壊、流失、半壊、死者及び重症者等が発生した場合は、その住所、氏名、年齢等

を速やかに調査する。 

○ 災害救助法の適用を受けるためには、住家被害、非住家被害の棟数とともに、世帯

数も把握する必要がある。 

 

２．災害報告  

災害報告は、「本編 第１章 第２節 第１ ５．災害報告」を準用する。 

 

３．災害情報の共有  

災害情報の共有は、「本編 第１章 第３節 第１ ２．災害情報の共有」を準用す

る。 
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第２ 市民からの通報・問合せの処理 

風水害における被害発生の把握は、行政による巡回等の監視活動に併せて、市民からの迅速

な通報等が重要となる。市民からの通報及び問合せに対する処理を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第２節 初動対応期の災害応急対策活動 

「第 1 ２．市民からの通報・問合せの処理」を準用する。 

 
 

第３ 広報活動 

風水害発生時には、被災地や隣接地域の市民に対し、風水害や生活に関する様々な情報を提

供する必要がある。初動対応期の広報活動を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第２節 初動対応期の災害応急対策活動 

「第 2 広報活動」を準用する。 

 
 

第４ 消防活動 

消防活動を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第２節 初動対応期の災害応急対策活動 

「第 3 消防活動」を準用する。 

 
 

第５ 救急救助 

大規模な水害が発生した場合は、家屋の流失、損壊、浸水等により、人的な被害が予想され

る。そのため消防部は、施設及び人員を最大限に活用し、救急救助活動を行い、水害から市民

の生命と身体の安全、被害の軽減を図る。 

さらに、河川の越流や決壊により広域に浸水する場合は、浸水地域に取り残される市民も発

生することも考慮し、ヘリコプターによる救出救助体制の整備を図る。 

また、土砂災害発生時は、土砂崩れ等により倒壊家屋の下敷きになる等の被災者に対し、救

急救助活動を実施することは、初動活動の中で最優先されるべき活動である。 

そのため、消防部、警察その他の防災関係機関はともに連携して、迅速かつ効果的な救急救

助活動を実施する。救急救助を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第２節 初動対応期の災害応急対策活動 

「第 4 救急救助」を準用する。 
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第６ 危険物等の対策 

危険物等の対策を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第２節 初動対応期の災害応急対策活動 

「第 5 危険物等の対策」を準用する。 

 
 

第７ 医療救護活動 

市は、災害のため医療機関が混乱し、被災地の市民が医療及び助産の途を失った場合は、関

係機関の協力を得て応急的に医療を施し、助産の処置を行い、被災者の保護の万全を図る。 

初動対応期の医療救護を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第２節 初動対応期の災害応急対策活動 

「第 6 医療救護活動」を準用する。 

 
 

第８ 行方不明者の捜索 

洪水による浸水被害、土砂災害等による行方不明者の捜索は、緊急性を要するため消防部や

消防団、警察等関係機関の連携が必要である。 

行方不明者の捜索を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第２節 初動対応期の応急対策活動 

「第 7 行方不明者の捜索」を準用する。 

 
 

第９ 災害警備・交通の確保、防犯対策 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、様々な社会的混乱及び道路被害、交通

の混乱が予想されるところである。 

このため、災害時における市民の生命、身体、財産の保護を図り、交通規制・道路啓開等に

よる交通秩序の維持、各種犯罪の予防、取締り等について万全を期するものとする。 

災害警備・交通の確保、防犯対策を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第２節 初動対応期の災害応急対策活動 

「第８ 交通・緊急輸送」を準用する。 
 

第１章 震災応急対策 

  第３節 救援期の応急対策活動 

「第４ 災害警備・防犯対策」を準用する。 
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第１０ 二次災害の防止 

担当部署は、これまでにない大雨による宅地やがけ地等の二次災害及び危険物漏洩等の二次

災害による人的被害の防止対策を図り、市民の安全を確保する。 

二次災害の防止を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第２節 初動対応期の応急対策活動 

「第 9 二次災害の防止」を準用する。 

 

 

第１１ 生活救援 

市は、風水害に伴い飲料水の供給が途絶え、また、汚染等により飲料に適する水を得たりす

ることができない場合は、最小限度必要な飲料水の応急給水を行い、併せて水道施設の応急復

旧対策活動を実施する。 

また、住家被害等により日常の食事に支障を生じた者、及び応急対策活動に従事する者に対

し、備蓄食料、炊き出しその他によって食料を確保するとともに、日常生活に欠くことのでき

ない被服、寝具その他の衣料品及び生活必需品を喪失又は破損し、直ちに日常生活を営むこと

が困難な者に対し、生活必需品等を供給又は貸与する。 

生活救援を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第２節 初動対応期の応急対策活動 

「第１2 生活救援」を準用する。 

 

 

第１２ 遺体の処理・埋葬 

災害により死亡若しくは現に行方不明の状態にあり、かつ周囲の状況から考えて既に死亡し

ていると推定される行方不明者等を捜索し、又は災害の際に死亡した者について遺体識別等の

処理を行い、かつ遺体の埋葬・火葬を実施する。 

遺体の処理・埋葬を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

   第２節 初動対応期の災害応急対策活動 

「第 13 遺体の処理・埋葬」を準用する。 
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第１３ ライフライン施設等の応急対策 

ライフライン被害は、都市機能そのものを麻痺させることから、市及び各事業者等は相互に

連携を図り、応急対策及び二次災害の防止等の活動を迅速に実施する。 

また、公共建築物、道路、橋りょう、河川等の公共施設が風水害により損壊した場合、災害

応急対策活動に重大な支障を及ぼすことから、防災関係機関と協力して迅速な応急・復旧対策

を実施し、応急対策の実行に万全を図る。 

ライフライン施設等の応急対策を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

   第２節 初動対応期の災害応急対策活動 

「第１4 ライフライン施設等の応急対策」を準用する。 

 

 

第１４ 文教・保育対策 

災害のため、小・中学校、幼稚園、保育園及びこども園の施設管理者は、直ちに児童・生徒

及び園児の安全を確保するとともに、施設の被害状況を調査する。 

市立小学校及び中学校は全て避難所に指定されており、避難所担当職員は、避難所を開設す

る。 

また、平常の教育や保育が困難と考えられる場合、関係機関の協力を得て児童・生徒及び園

児の安全を確保するとともに、応急教育・応急保育を実施する。 

文教・保育対策を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第 2 節 初動対応期の応急対策活動 

「第１5 文教・保育対策」を準用する。 
 

第１章 震災応急対策 

  第３節 救援期の応急対策活動 

「第７  文教・保育対策」を準用する。 

 

 

第１５ 帰宅困難者への対策 

市の場合、風水害に伴う帰宅困難者は、大規模な地震災害に比べ、かなり限定的であると考

えられるが、対応すべき状況が発生した場合、帰宅困難者への対策を以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第 2 節 初動対応期の応急対策活動 

「第１6 帰宅困難者への対策」を準用する。 
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第４節 救援期の応急対策活動  

 

救援期における応急対策活動は、被災者の生活支援に必要な応急活動が主体になる。 

また、災害の規模によっては、避難所の開設が長期にわたる等して担当部班の要員に健康管

理上の問題等が生じ、的確な災害応急対策の遂行の妨げとなる場合がある。 

その場合、交代体制の確立等により要員の調整を行い、全庁的に要員を確保する。 

 

第１ 情報の収集・伝達 

救援期に入ると、災害時の混乱状況もある程度沈静化していると考えられる。 

この時期は、これまでに錯綜した災害情報の整理を行うとともに、引き続き情報の収集・伝

達・共有を強化していくものとする。 

救援期の情報の収集・伝達を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第３節 救援期の応急対策活動 

「第１  情報の収集・伝達」を準用する。 

 

 

第２ 広報・広聴活動 

救援期においても、引き続き市民等への広報を積極的に行う。 

被災者の情報ニーズは時間とともに変化していくので、継続した被災者のニーズの把握に努

めるとともに、的確な情報を効果的な手段で提供する。 

また、被災市民からの相談、要望、苦情等、市民から寄せられる生活上の不安の解消を図る

ため、関係各部班と連携して市役所等に相談窓口を設け、相談活動を実施する。 

救援期の広報・広聴活動を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第３節 救援期の応急対策活動 

「第２  広報・広聴活動」を準用する。 

 

 

第３ 避難所の運営 

救援期の避難所の運営を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第３節 救援期の応急対策活動 

「第３  避難所の運営」を準用する。 
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第４ 防疫・清掃・廃棄物対策 

水害による衛生条件の悪化により感染症等の蔓延が懸念される。また、避難生活により被災

者の健康状態が悪化するおそれもある。 

さらに、水害や土砂災害による大量の土砂混じりのがれきや流木等の災害廃棄物の排出が予

想され、また、これら災害廃棄物に加え、廃棄物処理施設等の被災により、ごみやし尿等の一

般廃棄物の処理も困難になると考えられる。 

そのため、市は、被災地の市民が生活に支障のないよう、感染症等の防止措置や被災者に対

する防疫及び保健衛生活動を実施するとともに、清掃、障害物の除去等を迅速に行い、被災地

の環境の保全を図るものとする。 

防疫、保健衛生及び廃棄物対策を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第３節 救援期の応急対策活動 

「第５ 防疫・清掃・廃棄物対策」を準用する。 

【参照】「水害による災害廃棄物処理の留意点について」（平成２７年９月、環境省） 
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第５ 住宅対策 

罹災証明書は、各種被災者支援策（給付、融資、減免・猶予、現物支給等）の適用の判断材

料として幅広く使用されている。そのため、市長は、市の地域に災害が発生した場合、当該災

害の被災者から申請があったときは、遅滞なく、住家の被害その他市長が定める種類の被害の

状況を調査し、罹災証明書を交付しなければならない。 

また、災害によって住家が被害を受けた者に対し、仮設住宅や一時入居施設の提供又は応急

修理を実施する。 

市の「住宅対策」は、以下の項目及び担当部署をもって実施する。 

 

項目 担当部署 

１．住家の被災調査・罹災証明書の発行 税務班、都市計画班 

２．被災住宅の応急修理 都市計画班 

３．応急仮設住宅の供給 都市計画班、福祉班 

４．みなし仮設住宅等の提供 都市計画班 

 

１．住家の被災調査・罹災証明書の発行  

(１) 住家の被災調査 

ア 調査方法 

税務班及び都市計画班は、風水害により被災した住家に対する被害状況の把握、

及び罹災証明書を発行するために、被害調査を行う。 

水害により被災した住家に対する被害調査は、木造・プレハブ戸建ての１～２階

建ての場合に、第１次調査・第２次調査の２段階で実施し、それ以外の場合に第２

次調査の１段階のみで実施する。なお、前者の場合でも、調査棟数が少ない場合等

においては、第１次調査を実施せず、第２次調査から実施することも検討する。 

被害調査は、風害による被害も含め「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」

（令和６年５月、内閣府）に基づき行う。 

火災により焼失した家屋等は、消防部が消防法に基づき火災調査を行う。 

 

■水害による住家被害調査の概要 

区分 内容 

一次調査 

木造・プレハブ戸建ての１～２階建ての場合に利用するもので、外観の損傷状

況及び浸水深の目視による把握を行う。なお、越流、堤防決壊等水流や泥流、

瓦礫等の衝突等の外力が作用することによる一定以上の損傷が発生している場

合と、そうでない場合とで判定の方法が異なることに留意する。 

二次調査 

第１次調査を実施した住家の被災者から申請があった場合又は第１次調査の対

象に該当しない場合に実施する。第２次調査は、外観の損傷状況の目視による

把握、住家の傾斜の計測、浸水深の確認及び住家の主要な構成要素ごとの損傷

程度等の目視による把握を行う。 

三次調査 
被災者から再調査の依頼があった場合は、被災者の依頼の内容を精査した上

で、必要に応じて再調査を実施する。 

【参照】「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（令和６年５月、内閣府） 
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イ 留意事項 

収集報告に当たって留意すべき事項は、次のとおりである。 
 

■留意すべき事項 

①  情報収集の迅速・正確を期するため、情報の収集・連携に係る組織、設備、要領等の整

備を図っておくものとする。 

②  被害が甚大なため被害状況の収集及び報告が困難なとき、又は被害等の調査に専門的な

知識や技術を必要とするときは、県等に応援を求めて実施する。 

 

(２) 罹災証明書の発行 

罹災証明書の発行は、「本編 第１章 第 3 節 第６ 住宅対策 １．住家の被災

調査・罹災証明書の発行」を準用する。 

 

２．被災住宅の応急修理  

被災住宅の応急修理は、「本編 第１章 第 3 節 第６ 住宅対策 ２．被災住宅の

応急修理」を準用する。 

 

３．応急仮設住宅の供給  

応急仮設住宅の供給は、「本編 第１章 第 3 節 第６ 住宅対策 ３．応急仮設住

宅の供給」を準用する。 

 

４．みなし仮設住宅等の提供  

みなし仮設住宅等の提供は、「本編 第１章 第 3 節 第６ 住宅対策 ４．みなし仮

設住宅等の提供」を準用する。 

 

 

第６ 労働力の確保 

労働力の確保を、以下に定める。 
 

第１章 震災応急対策 

  第３節 救援期の応急対策活動 

「第８  労働力の確保」を準用する。 
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第３章 大規模事故災害応急対策 
 

近年の社会基盤の整備や産業の高度化等により、自然災害だけでなく、社会的な原因による

大規模事故災害によって、市民の生活に多大な影響を及ぼす危険性が増大している。特に、市

周辺では、成田国際空港、東関東自動車道や危険物施設等が存在し、大規模事故災害が発生す

るおそれがある。 

本計画は、これらの大規模事故災害から市民の生命、身体及び財産を保護することを目的に

それぞれの大規模事故災害に対応した応急対策計画について定めたものである。 

なお、この計画に定められていないものについては、「第１章 震災応急対策」及び「第２

章 風水害応急対策」を準用する。 

また、復旧対策については、それぞれの事故の原因者が実施するものとするが、対応できな

い場合は、災害復旧復興計画編を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第５節 航空機事故災害対策計画 

大規模事故 
災害応急対策 

第４節 危険物等災害対策計画 

第１節 市で懸念される大規模事故災害 

第２節 大規模火災対策計画 

第３節 林野火災対策計画 

第６節 道路事故災害対策計画 

第７節 放射性物質事故災害対策計画 

第８節 水道事故災害対策計画 

第９節 大規模停電事故災害対策計画 
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応急３-１-１ 

第１節 市で懸念される大規模事故災害  

 

本節では、大規模事故時の市の災害応急対策活動の体制について定める。 

市は、「富里市防災配備指令要綱」（令和４年４月）に基づき、災害対応のために必要な

活動体制を確立する。市が策定する大規模事故災害応急対策計画の対象とする大規模事故災

害を、千葉県地域防災計画及び市の地域環境等の特性を踏まえ、以下のとおり選定する。 

 

第１ 市における大規模事故災害 

１．大規模事故災害とは  

本計画で対象とする大規模事故災害は、災対法第2条及び同法施行令第1条で定める

災害のうち、社会的原因により発生する事故であり、その災害により人的あるいは物的

被害を伴い、社会的に大きな影響を与える災害とする。 

千葉県地域防災計画に位置付けられている大規模事故災害は、次のとおりである。 

 

■大規模事故災害（千葉県地域防災計画） 

①  大規模火災対策 

②  林野火災対策 

③  危険物等災害対策 

④  油等海上流出災害対策 

⑤  海上事故災害対策 

⑥  航空機事故災害対策 

⑦  鉄道事故災害対策 

⑧  道路事故災害対策 

⑨  放射性物質事故災害対策 

⑩  大規模停電事故災害対策 

 

２．本計画で対象とする大規模事故災害  

市において大規模事故災害対策計画の対象とする大規模事故災害は、千葉県地域防災

計画で位置付けられている大規模事故災害の内、市には鉄道が無く海に面していないこ

とから、「④ 油等海上流出災害対策」、「⑤ 海上事故災害対策」及び「⑦ 鉄道事故

災害対策」を除き、市の過去の大規模水道事故及び大規模停電事故災害の教訓から「水

道事故」及び「大規模停電事故災害」を加える。 
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■本計画で対象とする大規模事故災害 

事故災害 内容 

大規模火災 
対象とする大規模火災は、住宅密集地において発生する火災とす

る。 

林野火災 
対象とする林野火災は、市の１３.２％を占める山林において発生

する火災とする。 

危険物等災害 

危険物 
対象とする危険物災害は、市内で危険物等を取り扱っている施設

による災害とする。 

高圧ガス 
対象とする高圧ガス災害は、市内に設置されている高圧ガス施設

による災害とする。 

毒物・劇物 
対象とする毒物・劇物災害は、市内で毒物又は劇物を取り扱って

いる施設による災害とする。 

航空機事故災害 

対象とする航空機事故災害は、市に隣接し、航空機の発着回数が

羽田空港に次いで国内第２位である成田国際空港を離発着する航空

機による航空機事故災害とする。 

道路事故災害 
対象とする道路災害は、市域を通る幹線道路に対する危険物積載

車両の事故等による災害とする。 

放射性物質事

故及び広域放

射能汚染災害 

放射性物質

取扱施設 

市には放射性同位元素使用施設のほか、核燃料物質を使用してい

る事業所はないので、当該施設による災害は対象としない。 

輸送事故 

核燃料物質の輸送については、ルートや時期は公開されていない

ものの、東関東自動車道を利用して原子力発電所へ核燃料物質が運

ばれることが考えられることから、輸送に伴う事故の発生が考えら

れる。 

対象とする放射性物質事故災害は、東関東自動車道を利用した核

燃料物質の輸送に伴う放射性物質の輸送事故災害とする。 

広域放射能

汚 染 災 害

※） 

市は、最も近い原子力発電所である東海第二原子力発電所から約

80km の位置にあり、原子力緊急事態が発生しても避難行動の必要

性は低いと考えられる。しかし、福島第一原子力発電所事故を教訓

に、事故後の気象条件等によっては市においても広域放射能汚染の

影響が考えられる。 

対象とする広域放射能汚染は、主に東海第二原子力発電所による

放射能汚染とする。 

水道事故 

市において発生した大規模断水事故の教訓から、水道施設の事故

又は水質事故等による大規模断水が発生した場合の給水及び広報等

の対策について定める。 

大規模停電事故災害 

市において発生した大規模停電事故の教訓から、大規模停電によ

る災害の発生又は発生するおそれがある場合の応急対策について定

める。 

 

■原子力災害対策指針における原子力災害対策重点区域 

名称 距離 目的 実施内容 

予防的防護措置

を準備する区域 

（ＰＡＺ） 

おおむね半径 

5km 

確定的影響等を回避

する 

即時避難を実施する等、放射性物

質の環境への放出前の段階から予

防的に防護措置を準備 

緊急時防護措置

を準備する区域 

（ＵＰＺ） 

おおむね半径 

30km 

確率的影響のリスク

を最小限に抑える 

緊急防護措置（避難等）を準備 

【参照】「原子力災害対策指針」（令和４年７月、原子力規制委員会）  
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第２ 大規模事故災害に対する配備体制の確立 

市は、大規模事故災害の危険性が高まった場合、又は災害が発生した場合、災害対応のため

に必要な活動体制を確立する。 

 

項目 担当部署 

１．活動体制と配備基準 各課・各班 

２．情報収集体制 各課 

３．警戒体制 各班 

４．非常体制 各班 

 

１．活動体制と配備基準  

大規模事故災害への対策は、原則として、第1に事故の原因者、第2に消防機関及び

警察が対応に当たる。ただし、事故災害による被害が甚大、あるいは市民等へ影響が及

ぶおそれがある場合は、状況に応じた活動体制及び配備基準をもって対応する。 

市における災害対策に係る活動体制及び配備基準等は、「本編 第２章 第１節 第

１ 1．表 【風水害等対策】活動体制と配備基準等」を準用する。 

防災担当部長は、市長へ情報を報告し、市長が活動体制・配備区分を判断する。 

なお、災害現場において、現地関係機関（消防機関、警察機関、自衛隊、医療機関、

関係事業者等の現地で活動する機関をいう。）の活動を円滑に調整する必要があると認

めるときは、市又は県は、現地関係機関と連絡調整を図るものとする。 

 

２．情報収集体制  

(１) 活動内容 

ア 活動体制 

市は、情報収集体制をとった場合、気象情報、被害情報等の情報収集、関係機関

との連絡活動等に万全を期する。 

防災課は、必要な備品類として防災関係機関の連絡リスト、市管内図を用意する。 

 

イ 情報収集・伝達 

火災・災害等即報要領（令和３年５月、消防庁）の直接即報基準に該当する事故

が発生した場合等、指揮者は、県又は消防庁への報告する。 

防災班又は消防部は、災害の発生状況、人的被害状況等を収集し、把握できた範

囲から直ちに県へ報告する。県に報告できない場合、又は次の基準に該当する災害

又は事故が発生した場合は、「火災・災害等即報要領」（令和３年５月、消防庁）

に基づき、消防庁へ報告する（覚知後 30 分以内）。 
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■消防庁への直接即報基準 

①  消防庁即報基準に該当する火災・災害のうち、一定規模以上のもの（「直接即報基準」

に該当する火災・災害等）を覚知した場合 

②  通信の途絶等により知事に報告することができない場合 

③  119 番通報の殺到状況時にその状況を報告 

 

■火災・災害等即報要領（令和３年５月、消防庁）の直接即報基準 

火 

災 

等 

即 

報 

交通機関

の火災 
航空機火災 

危険物等

に係る 

事故 

① 死者（交通事故によるものを除く。）又は行方不明者が発生したもの 

② 負傷者が 5名以上発生したもの 

③ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災・爆発事故で当該工場等の施

設内又は周辺の 500 平方メートル程度以上の区域に影響を与えたもの 

④ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次

に該当するもの 

・海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等の活動を要するもの 

・500 キロリットル以上のタンクからの危険物等の漏えい等 

⑤ 市街地又は高速道路上におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付

近にいる市民の避難、道路の全面通行禁止等の措置を要するもの 

⑥ 市街地又は高速道路上において発生したタンクローリーの火災 

原子力 

災害 

① 爆発、火災の発生、放射性物質・放射線の漏えい 

② 放射性物質輸送車両の火災（そのおそれがあるものを含む。） 

③ 核燃料物質等運搬中の火災、事故（その通報があった場合） 

④ 基準以上の放射線の検出（その通報があった場合） 

⑤ 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災で、放射性同位元素・放射線の漏

えい 

その他の

事故 

可燃性ガス等の爆発、漏えい及び異臭等の事故であって社会的影響の高いも

の 

救急救助 

事故即報 

死者及び負傷者の合計が 15 人以上発生した救急救助事故で次に掲げるもの 

① 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急救助事故 

② バスの転落等による救急救助事故 

③ ハイジャック及びテロ等による救急救助事故 

④ 不特定多数の者が集まる場所における救急救助事故 

⑤ その他報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いもの 

【資料６５】『火災・災害等即報要領の直接即報基準』参照 

 

(２) 活動組織 

活動組織は、「本編 第 2 章 第 1 節 第 1 2．（2）活動組織」を準用する。 

 

(３) 情報収集体制の解除・移行 

情報収集体制の解除・移行は、「本編 第 1 章 第 1 節 第 1 4．（3）情報収

集体制の解除・移行」を準用する。 
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応急３-１-５ 

３．警戒体制  

(１) 活動内容 

「第 3 配備」に区分され、防災担当部長の指揮の下、防災配備指令要綱（別表第

2-2）に基づく職員をもって組織する。 

市は、警戒体制をとった場合、災害警戒本部をすこやかセンター2 階に設置し、火

災の発生等に対し、応急活動に即応できる職員を配備して、情報の収集伝達、避難所

の開設、市域の巡回、応急措置等の対策を実施する。 

警戒体制の活動内容は、おおむね次のとおりである。 

■警戒体制の活動内容 

第 2 配備において、次の活動を実施する。 

○ 災害に関する情報（気象情報、被害情報等）の収集・伝達 

○ 避難所の開設 

○ 市域の巡回 

第 3 配備の第 1 段階において、次の活動を実施する。 

○ 災害に関する情報（気象情報、被害情報等）の収集・伝達 

○ 市域の巡回及び応急措置 

第 3 配備の第 2 段階において、次の活動を実施する。 

○ 災害警戒本部体制による災害対応準備 

○ 応急措置 

 

火災・災害等即報要領（令和３年５月、消防庁）の直接即報基準に該当する事故

が発生した場合等、指揮者は、県又は消防庁へ報告する。 

【資料６５】『火災・災害等即報要領の直接即報基準』参照 

 

(２) 活動組織 

活動組織は、「本編 第 2 章 第 1 節 第 1 3．（2）活動組織」を準用する。 

 

(３) 警戒体制の解除 

警戒体制の解除は、「本編 第 2 章 第 1 節 第 1 3．（3）警戒体制の解除・

移行」を準用する。 

 

４．非常体制  

市は、非常体制をとった場合、災害対策本部をすこやかセンター2 階に設置して応急

対策活動を実施する。 

非常体制の動員配備は、「富里市防災配備指令要綱」（令和４年４月）に定める。 

非常体制の組織は、「本編 第 1 章 第 1 節 第 1 2．（1）災害対策本部の組織

編制」を準用する。 

災害対策本部の各部・班の所掌事務は、「本編 第 1 章 第 1 節 第 1 2．（2）

災害対策本部の各部・班の所掌事務」を準用する。 
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応急３-２-１ 

第２節 大規模火災対策計画  

 

市は、大規模な火事災害による多数の死傷者等の発生を防止するため、災害時の救助・救急

活動や避難誘導等の応急対策を実施する。 

 

項目 担当部署 

１．応急活動体制 防災班、総務班、消防部 

２．情報収集・伝達体制 防災班、総務班、広報情報班 

３．消防活動 消防部 

４．救急救助 消防部 

５．交通規制 成田警察署 

６．避難活動 防災班、避難所担当職員、消防団、成田警察署 

７．救援・救護 医療班、消防部、印旛市郡医師会 

８．広報活動 消防部、防災班、広報情報班 

 

１．応急活動体制  

防災班及び総務班は、消防部と連携し、火災の状況に応じた職員の非常参集、情報収

集連絡体制の確立及び災害対策本部の設置等必要な体制をとる。 

また、関係機関と緊密な連携を図る。 

 

２．情報収集・伝達体制  

防災班、総務班及び広報情報班は、火災の発生状況、人的被害の状況等の情報を収集

するとともに、被害規模の全体像を把握し、把握できた範囲から県に報告する。 

 

３．消防活動  

消防部は、速やかに火災の状況を把握するとともに、迅速に消火活動を行う。 

また、必要に応じて相互応援協定に基づき、他の市町村に消火活動の応援要請を行う。 

 

４．救急救助  

消防部は、火災現場からの救助活動及び負傷者等の医療機関への搬送を実施する。 

また、被害状況の把握に努め、必要に応じて国、県、他の市町村に応援を要請す

る。民間からは、救助用資機材等を確保し効率的な救急救助活動を行う。 

 

５．交通規制  

成田警察署は、現場の警察官、関係機関等からの情報により、交通状況を的確に把握

し、緊急交通路の確保を図る等的確な交通規制を行う。 
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６．避難活動  

防災班は、火災の拡大により危険な区域に対し、避難指示等を伝達する。避難所担当

職員は、災害対策本部の指示に基づき、安全な地域に避難所等を開設する。 

消防団、自主防災組織等は、避難誘導に当たっては、避難所等、避難路及び災害危険

箇所等の所在並びに災害の概要、その他避難に関する情報の提供に努める。 

また、成田警察署は、避難指示及び避難誘導について協力するものとする。 

 

７．救援・救護  

医療班は、関係機関と連携し、初動医療体制を確立する。負傷者等が多く、近辺の医

療機関だけでは、受入れが困難と予想される場合は、消防部と連携し、近隣の医療機関

への受入れを要請する。 

 

８．広報活動  

消防部、防災班、広報情報班は、火災発生状況や地域への影響等について、防災行政

無線、広報車、市公式ホームページ等による広報活動を行う。 
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応急３-３-１ 

第３節 林野火災対策計画  

 

林野火災は、ひとたび発生すると地形、水利、交通等の関係から消火作業が困難を極め、大

規模火災となるおそれがあるため、林野火災に対する対策について定める。 

 

項目 担当部署 

１．総合消防体制の確立 防災班、消防部 

２．救護体制の確立 医療班、消防部 

３．避難活動 防災班、避難所担当職員、消防団、成田警察署 

４．立入禁止区域の設定等 建設班、成田警察署 

５．広報活動 
防災班、広報情報班、消防部、市民班、 

市民活動推進班 

 

１．総合消防体制の確立  

(１) 警報連絡体制の確立 

防災班及び消防部は、火災警報、その他気象情報が円滑適切に連絡できるよう、警

報連絡体制を確立させる。 

 

(２) 大規模火災における指揮体制の確立 

消防部は、応援消防組織の指揮を行うための、早期の指揮体制の確立を図る。 

 

(３) 自主防災組織との連携 

防災班は、地域の自主防災組織との協力体制を確立する。 

 

(４) 広域応援体制の確立 

初期対応等の状況によっては、大規模火災となる可能性があるため、消防相互応援

の実質的運用や他機関の出動等について十分調整する。 

 

(５) 航空機による空中消火体制の整備 

空中消火活動が必要であると判断した場合は千葉市消防局航空隊へ出動を要請する。 

千葉市消防局航空隊だけでは消火が困難と判断した場合は、消防組織法第 44 条の

規定に基づく応援要請を行う。 

これらにより出動した消防防災ヘリコプターだけでは消火が困難と判断した場合は、

自衛隊ヘリコプターの派遣要請等を行う。 

■航空機による空中消火体制 

派遣要請先 空中消火バケット保管場所 臨時離発着場 

自衛隊 
陸上自衛隊木更津駐屯地 

第一ヘリコプター団内倉庫 
木更津駐屯地飛行場 
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２．救護体制の確立  

医療救護計画は、「本編 第１章 第２節 第６ 医療救護活動」を準用する。 

 

３．避難活動  

防災班は、火災が拡大し危険な区域に対し、避難指示等を伝達する。避難所担当職員

は、災害対策本部の指示に基づき、安全な地域に避難所等を開設する。 

消防団、自主防災組織等は、避難誘導に当たっては、避難所等、避難路及び災害危険

箇所等の所在並びに災害の概要、その他避難に関する情報の提供に努める。 

また、成田警察署は、避難指示及び避難誘導について協力するものとする。 

 

４．立入禁止区域の設定等  

建設班及び成田警察署は、災害が発生し被害が拡大するおそれがある場合においては、

迅速に立入禁止区域を設定するとともに、通行車両等に対する交通規制を行うものとす

る。 

 

５．広報活動  

関係各班は、火災発生状況や地域への影響等について、防災行政無線、広報車、防

災・防犯メール、エリアメールや緊急速報メール、市公式ホームページ等の多様な手段

により広報活動を行う。 

また、市民班及び市民活動推進班は、必要に応じて相談窓口を設置し、市民等からの

各種問合せに対応する。 
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応急３-４-１ 

第４節 危険物等災害対策計画  

 

危険物等による災害の発生を防止し、また、災害発生時の被害の拡大を防止するため、危険

物災害発生時の応急対策について定める。 

 

項目 担当部署 

１．応急活動体制 防災班、総務班、消防部 

２．情報収集・伝達体制 防災班、総務班、広報情報班 

３．消防活動 消防部 

４．救急救助 消防部 

５．交通規制 成田警察署 

６．避難活動 防災班、避難所担当職員、消防団、成田警察署 

７．救援・救護 医療班、消防部、印旛市郡医師会 

８．広報活動 消防部、防災班、広報情報班 

９．環境汚染対策 環境班 

 

道路上での危険物等の災害は、「本編 第３章 第 6 節 道路事故災害対策計画」を準用す

る。 

なお、危険物等の種類は、次のとおりである。 

 

■危険物等の種類 

種類 内容 

① 危険物 
消防法第 2条第 7 項に規定されているもの 

（例）石油類(ガソリン、灯油、軽油、重油)等 

② 高圧ガス 
高圧ガス保安法第 2条に規定されているもの 

（例）液化石油ガス(LPG)、アセチレン、アンモニア等 

③ 毒物・劇物 

毒物及び劇物取締法第 2条に規定されているもの 

（例）毒物(シアン化水素、シアン化ナトリウム等)、劇物(ホルムアルデヒ

ド、塩素等)等 

④ 指定可燃物 
危険物の規制に関する政令第 1条の 12 に規定されているもの 

（例）紙くず、石炭・木炭、合成樹脂類（タイヤ等）、再生資源燃料等 

 

１．応急活動体制  

防災班及び総務班は、事故の状況に応じ、消防部と連携して職員の非常参集、情報収

集連絡体制の確立及び災害対策本部の設置等必要な体制をとる。 

また、関係機関と密接な連携を図る。 
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２．情報収集・伝達体制  

防災班、総務班及び広報情報班は、被災現地に職員を派遣する等被災状況を把握し、

関係機関に連絡する。事故の発生状況、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、

被害規模の全体像を把握し、把握できた範囲から県に報告する。 

 

３．消防活動  

消防部は、速やかに事故の状況を把握するとともに、迅速に危険物火災の性状に応じ

た消火、二次災害の防止等の活動を行う。 

また、必要に応じて相互応援協定に基づき、他の消防組織に消火活動の応援要請を行う。 

 

４．救急救助  

消防部は、事故現場での救助活動を行うとともに負傷者等を医療機関に搬送する。 

また、被害状況の把握に努め、必要に応じて国、県、他の市町村に応援を要請す

る。民間からは、救助用資機材等を確保し効率的な救急救助活動を行う。 

 

５．交通規制  

成田警察署は、現場の警察官、関係機関等からの情報により、交通状況を的確に把握

し、緊急交通路の確保を図る等的確な交通規制を行う。 

 

６．避難活動  

防災班は、火災等が拡大し危険な区域、有毒物質の拡散等が予想される地区に対し、避

難指示等を伝達する。避難所担当職員は、災害対策本部の指示に基づき、安全な地域に

避難所等を開設する。 

消防団、自主防災組織等は、避難誘導に当たっては、避難所等、避難路及び災害危険

箇所等の所在並びに災害の概要、その他避難に関する情報の提供に努める。 

また、成田警察署は、避難指示及び避難誘導について協力するものとする。 

 

７．救援・救護  

医療班は、関係機関と連携し、初動医療体制を確立する。負傷者等が多く、近辺の医

療機関だけでは、受入れが困難と予想される場合は、消防部と連携し、近隣の医療機関

への受入れを要請する。 

 

８．広報活動  

消防部、防災班及び広報情報班は、事故発生状況や地域への影響等について、防災行

政無線、広報車、市公式ホームページ等による広報活動を行う。 

 

９．環境汚染対策  

環境班は、危険物等による河川等の汚染を防止するため、監視を行う。流出が確認さ

れた場合は、関係機関と連携して汚染の拡大を防止する。 
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応急３-５-１ 

第５節 航空機事故災害対策計画  

 

成田国際空港及びその周辺（「成田国際空港消防相互応援協定」締結市町村の区域）にお

いて、航空機の墜落・炎上等により多数の死傷者を伴う大規模な災害が発生した場合、また、

発生するおそれのある場合に、その拡大を防ぎょし、被害の軽減を図るため応急計画を定め

る。 

 

項目 担当部署 

１．応急活動体制 防災班、総務班、消防部 

２．情報収集・伝達体制 消防部、防災班、広報情報班 

３．警戒区域の設定・交通の確保等 
成田国際空港株式会社、防災班、消防部、 

建設班、成田警察署、関係機関 

４．消防活動 消防部 

５．救急救助 消防部 

６．食料等の提供及び資機材の確保 商工観光班、関係各班 

７．避難活動 防災班、避難所担当職員、消防団、成田警察署 

８．医療救護活動 成田国際空港株式会社、医療班 

９．遺体の収容 成田国際空港株式会社、市民班 

１０．防疫及び清掃 医療班、環境班 

１１．広報活動 消防部、防災班、広報情報班 

１２．その他の支援 防災班 

 

なお、成田国際空港消防相互応援協定を締結している市町村は、次のとおりである。 

■成田国際空港消防相互応援協定団体 

成田市（神崎町含む）、 

香取広域市町村圏事務組合（香取市、多古町、東庄町）、 

佐倉市八街市酒々井町消防組合（佐倉市、八街市、酒々井町）、 

山武郡市広域行政組合（東金市、山武市、大網白里市、九十九里町、芝山町）、 

匝瑳市横芝光町消防組合（匝瑳市、横芝光町）、 

栄町、富里市、四街道市、 

印西地区消防組合（印西市、白井市）、 

成田国際空港株式会社 

 

１．応急活動体制  

防災班及び総務班は、成田市、成田国際空港株式会社及び成田空港事務所等の関係機

関からの情報収集により事故災害の状況を把握し、消防部と連携して事故の状況に応じ、

職員の非常参集、情報収集連絡体制の確立及び災害対策本部の設置等必要な体制をと

る。また、関係機関と密接な連携を図る。 
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２．情報収集・伝達体制  

消防部、防災班及び広報情報班は、事故発見者からの通報があった場合は、その旨を

県及び関係機関に連絡する。 
 

■収集すべき情報 

情報区分 情報内容 

事故航空機に関する情報 
○事故航空機の便名・発着地・機種等 

○乗客及び乗務員の住所・氏名等 

被害情報 
○事故機の状態・２次被害の可能性等 

○被災者の有無・人数・程度・対応状況等 

応急対策の実施状況 
○市・関係機関等の活動状況 

○避難に関する情報 

被災者に関する情報 
○負傷者の受入れ医療機関名・人数・受入状況 

○遺体仮安置状況 

成田国際空港・ライフライ

ン等の復旧に関する情報 

○成田国際空港の運航再開の見込み 

○被災地における上下水道・ガス・電気・道路等の被害状況・

復旧の見込み 

 

■情報受伝達ルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．警戒区域の設定・交通の確保等  

(１) 滑走路等の使用の一時停止措置 

成田国際空港株式会社は、滑走路や施設等が被害を受け、航空機の離着陸の安全を

阻害するおそれが生じたときは、直ちに使用を一時停止するとともに、早期復旧を図

る。 

 

(２) 警戒区域の設定等 

防災班及び消防本部は、成田国際空港株式会社等に協力して危険防止のための措置

を講じ、必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、市民等の立入制限・退去等

を命ずる。 

また、市長は、警戒区域を設定しようとする場合に、必要があるときは、知事等に

助言を求めることができる。

成田空港事務所 

当該航空運送

事業者等 

成田国際空港株式会社 

発見者 

県警察本部 

富里市 

富里市消防本部 

警察署 

消防庁 

県 

周辺市町村

消防本部 

110 番 

119 番 
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(３) 交通の確保 

建設班、道路管理者、成田警察署及び成田国際空港警察署は、必要に応じ、相互に

協議の上、空港に通じる道路及び災害現場周辺の道路を一時的に通行禁止又は制限を

行うものとする。 

また、道路の通行禁止又は制限を実施したときは、関係機関の応援を得て速やかに

その旨を交通関係者及び市民に広報し、理解を求めるものとする。 

交通の確保の詳細は、「本編 第１章 第２節 第 8 交通・緊急輸送」を準用す

る。 

 

４．消防活動  

消防部は、「成田国際空港消防相互応援協定」（昭和５３年３月）に基づき出動し、

化学消防車、化学消火薬剤等による消火活動を行う。 

また、必要に応じて他の市町村に消火活動の応援要請を行う。 

 

５．救急救助  

消防部は、災害現場における救助活動を実施するほか、負傷者等を医療機関に搬送す

る。また、被害状況の把握に努め、必要に応じて国、県及び他の市町村に応援要請をす

る。民間からは、救助用資機材等を確保し効率的な救急救助活動を行う。 

負傷者の救護は、災害現場に応急仮設救護所を設置し、県医師会、県歯科医師会、印

旛市郡医師会、印旛郡市歯科医師会、日本赤十字社千葉県支部等が派遣する救護班の協

力を得て、トリアージ、応急措置を行った後、医療機関に搬送する。 

 

６．食料等の提供及び資機材の確保  

商工観光班は、必要に応じ被災者等へ食料及び飲料水等を提供する。 

関係各班は、事故の状況に応じ、応急対策に必要な資機材を確保する。 

 

７．避難活動  

防災班は、市民の生命を守るために必要があると認められる場合、消防団や成田警察

署と連携して、避難を要する地区の市民に対し「避難指示」を伝達する。避難所担当職

員は、災害対策本部の指示に基づき、安全な地域に避難所等を開設する。 

ただし、事態が切迫し、急を要するときは「緊急安全確保」を行う。 

避難活動の詳細は、「本編 第１章 第２節 第１0 避難活動」を準用する。 

 

８．医療救護活動  

負傷者が発生した場合、成田国際空港株式会社及び医療班は、公益社団法人印旛市郡

医師会・公益社団法人印旛郡市歯科医師会及び医療機関との連携により、医療スタッフ、

医療材料品等を確保し、迅速に医療救護活動を実施する。 

県が合同救護本部（印旛保健所（健康福祉センター））を設置した場合は、合同救護本部、災害
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拠点病院等の医療機関、関係団体、近隣市町村と連携した医療救護活動を実施する。 

また、合同救護本部へ職員を派遣する等により、合同救護本部の活動に協力する。 

医療救護活動の詳細は、「本編 第１章 第２節 第 6 医療救護活動」を準用する。 

 

９．遺体の収容  

成田国際空港株式会社及び市民班は、遺体が発見された場合、遺体安置所及び検案場

所を設置し、遺体の収容を行うとともに、埋葬許可証の発行等の活動を実施する。 

なお、市が、遺体を取り扱う場合は、「本編 第１章 第２節 第 13 遺体の処

理・埋葬」を準用する。 

 

１０．防疫及び清掃  

環境班は、防疫及び事故現場の清掃について、「本編 第１章 第３節 第５ 防

疫・清掃・廃棄物対策」を準用し、的確に応急対策を講ずる。 

なお、医療班は、事故機が国際線である場合、成田空港検疫所等と緊密な連携を図る

ものとする。 

 

１１．広報活動  

消防部、防災班、広報情報班は、成田空港事務所、成田国際空港株式会社、航空機災

害に係る航空会社及び成田国際空港警察署等と協力し、災害応急対策実施の理解を求め

るため、報道機関、防災行政無線、広報車、防災・防犯メール、エリアメール、緊急速

報メール、市公式ホームページ等により旅客、送迎者及び市民等に対して広報を行う。 

主な広報事項は、次のとおりである。 

■広報事項 

○ 応急対策の概要 

○ 市民及び乗客に対する避難の指示及び避難先の指示 

○ 乗客及び乗務員の氏名（必要に応じ報道機関を通して広報） 

○ 市民等への協力依頼 

○ その他必要事項 

 

また、必要に応じて被災者等に対する災害に関する相談窓口を開設し、被災者の問合

せ等に対応するとともに、応急対策や復旧対策に市民の意見を反映させるための広聴活

動を実施する。 

 

１２．その他の支援  

防災班は、県、関係機関の要請により、公共施設の提供等の必要対策を支援する。 
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応急３-６-１ 

第６節 道路事故災害対策計画  

 

多数の死傷者を伴う道路事故災害に対し、災害の発生を防止し、また、災害発生時の被害

の拡大を防止するため、事故発生時の応急対策について定める。 

 

項目 担当部署 

１．応急活動体制 防災班、総務班 

２．情報収集・伝達体制 防災班、道路管理者、総務班、広報情報班、建設班、消防部 

３．消防活動 消防部 

４．救急救助 消防部 

５．交通規制 成田警察署 

６．避難活動 防災班、避難所担当職員、消防団、成田警察署 

７．広報活動 消防部、防災班、広報情報班 

 

１．応急活動体制  

防災班及び総務班は、事故の状況に応じ、職員の非常参集、情報収集連絡体制の確立

及び災害対策本部の設置等必要な体制をとる。 

また、関係機関と密接な連携を図る。 

 

２．情報収集・伝達体制  

輸送事業者は、危険物積載車両の事故が発生した場合、防除活動が適切に行われるよ

う、消防本部等に流出危険物等の名称及び事故の際に講ずべき措置を伝達する。道路施

設が被災した場合は、道路管理者は、警察署、消防本部等に通報する。 

消防部は、被災現地に職員を派遣する等により被災状況を把握し、関係機関に連絡す

る。 

防災班、総務班及び広報情報班は、事故の発生状況、人的被害の状況等の情報を収集

するとともに、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から県に報告する。 

 

３．消防活動  

消防部は、速やかに事故の状況を把握するとともに、迅速に消火、危険物の拡散防止

及び防除等の活動を行う。 

また、必要に応じて相互応援協定に基づき、他の市町村に消火活動の応援要請を行う。 

 

４．救急救助  

消防部は、災害現場における救助活動を実施するほか、負傷者等を医療機関に搬送す

る。また、被害状況の把握に努め、必要に応じて国、県、他の市町村に応援を要請す
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る。民間からは、救助用資機材等を確保し効率的な救急救助活動を行う。 

 

５．交通規制  

成田警察署は、現場の警察官、関係機関等からの情報により、交通状況を的確に把握

し、緊急交通路の確保を図る等的確な交通規制を行う。 

 

６．避難活動  

防災班は、有毒物質の拡散等が予想される地区に対しては、避難指示等を発令し、安

全な地域に避難所等を開設する。避難所担当職員は、災害対策本部の指示に基づき、安

全な地域に避難所等を開設する。 

消防団、自主防災組織等は、避難誘導時、避難所、避難路及び災害危険箇所等の所在

並びに災害の概要、その他避難に関する情報の提供に努める。 

また、成田警察署は、避難指示及び避難誘導について協力するものとする。 

 

７．広報活動  

消防部、防災班及び広報情報班は、事故発生状況や地域への影響等について、防災行

政無線、広報車、市公式ホームページ等による広報活動を行う。  
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第７節 放射性物質事故災害対策計画  

 

項目 担当部署 

１．基本方針 全部署 

２．応急活動体制 防災班、総務班 

３．情報の収集・伝達体制 防災班、消防部、環境班 

４．緊急時の放射線モニタリング等活動の実施 環境班 

５．消火活動 消防部 

６．避難等の防護対策 防災班 

７．広報活動 消防部、防災班、広報情報班 

８．飲料水及び飲食物の摂取制限等 上下水道班、農政班 

９．広域避難 防災班、関係各班 

１０．災害復旧計画 
防災班、環境班、農政班、医療班、 

上下水道班 

 

１．基本方針  

県内には原子力災害対策特別措置法に規定される原子力事業所は存在しないが、医療

機関及び試験研究機関等の放射性同位元素使用施設のほか、県内には核燃料物質を使用

している事業所がある。 

また、市は、最も近い原子力発電所である東海第二原子力発電所から約 80km の位

置にあり、「原子力災害対策指針」（令和４年７月、原子力規制委員会）における「原

子力災害対策重点区域」には入っていない。 

さらに、核原料物質、核燃料物質又はこれらによって汚染された物質（以下「核燃料

物質等」という）あるいは放射性同位元素又はこれらによって汚染された物質（以下

「放射性同位元素等」という）の取扱いや原子力艦寄港の状況を把握することも、国の

所掌事項であり、市及び県は核燃料物質等又は放射線同位元素等（以下「放射性物質」

という）の規制に関して法的権限を有していない。 

しかし、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災による福島第一原子力発電所

事故に起因する放射性物質等により、水道水の摂取制限や農産物の出荷制限等、市民の

生活、社会経済活動等に様々な影響が及んだ。 

これらを受け、地域防災計画として、核燃料物質の輸送に伴う事故災害及び原子力発

電所の事故に伴う広域放射能汚染災害に対する応急対策について定めることとする。 

なお、本計画を迅速かつ的確に推進するため、事故発生時等の具体的な対応等につい

ては、県が定める「放射性物質事故対応マニュアル」（平成２５年３月、千葉県）によ

ることとする。 

放射性物質事故対策については、現在、国等において各種の対策を検討しているため、

今後も国の動向を踏まえ、本計画を改定することとする。 
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２．応急活動体制  

防災班及び総務班は、事故の状況に応じ、職員の非常参集、情報収集連絡体制の確立

及び災害対策本部の設置等必要な体制をとる。また、関係機関と密接な連携を図る。 

 

３．情報の収集・伝達体制  

(１) 通報 

放射性物質取扱事業者は、施設において、何らかの要因により、周辺環境に影響を

及ぼす放射性物質の漏えい等の事故が発生した場合、又は、周辺環境に影響を及ぼす

おそれのある場合に、速やかに以下の事項について、国、県、市、警察及び消防等の

関係機関に通報するものとする。 

通報の項目は、おおむね次のとおりである。 
 

■通報項目 

①  事故発生の時刻 

②  事故発生の場所及び施設 

③  事故の状況 

④  放射性物質の放出に関する情報 

⑤  予想される被害の範囲及び程度等 

⑥  その他必要と認める事項 

 

環境課及び防災班は、放射性物質の事故に係る通報された項目について、放射性物

質取扱事業者、国、県、市、警察及び消防等と情報を共有する。 

 

(２) 被害状況の報告 

防災班は、放射性物質事故が発生したとの通報を受けた場合、国、県、警察及び消

防等の関係機関に通報する。 

また、事故の発生状況、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、被害規模に

関する概括的情報を含め、把握できた範囲から県に報告する。 

 

４．緊急時の放射線モニタリング等活動の実施  

(１) 県のモニタリング 

県は、必要に応じ緊急時モニタリング等連絡会議を開催し、国や国立研究開発法人

量子科学技術研究開発機構等の専門家の指導又は助言を得て、緊急時のモニタリング

活動を行う等放射性物質による環境への影響について把握する。 

県の緊急時における放射線モニタリング項目は、次のとおりである。 

なお、施設等の管理者は、必要に応じて、大気汚染調査、水質調査及び土壌調査を

実施する。 
 

■放射線モニタリング項目 

①  大気汚染調査 

②  水質調査 

③  土壌調査 

④  農林産物への影響調査 

⑤  食物の流通状況調査 

⑥  市場流通食品検査 

⑦  肥料・土壌改良資材・培土及び飼料調査 

⑧  工業製品調査 

⑨  廃棄物調査 
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(２) 市のモニタリング 

環境班は関係する各班と連携して、水道水、下水道で処理した汚泥、廃棄物の焼却

灰、降下物、農産物等の放射線を測定し、市公式ホームページ等で測定値を公表する。 

 
 

５．消火活動  

事業者は、放射性物質使用事業所等において火災が発生した場合、従事者の安全を確

保するとともに、迅速に消火活動を行うものとする。 

消防部は、事業者からの情報や専門家等の意見を基に、消火活動方法を決定するとと

もに安全性の確保に努め迅速に消火活動を行うものとする。 

 

６．避難等の防護対策  

県は、緊急時におけるモニタリング等活動の結果等必要な情報を関係市町村に提供す

る。 

また、モニタリング結果等から、原子力規制委員会の提案している「屋内退避及び避

難等に関する指標」（平成２３年８月、原子力規制委員会）に該当すると認められる場

合は、国の指示等に基づき、当該市町村に対し連絡又は必要に応じて退避・避難を要請

する。 

防災班は、放射性物質の放出に伴う放射線被ばくから市民等を防護するため、状況に

応じて、市民に対して「屋内退避」又は「避難」の措置を講ずるものとする。 

 

■防災指針で示されている屋内退避及び避難等に関する指標 

予測線量（単位：mSv） 

防護対策の内容 外部被ばく

による実効

線量 

内部被ばくによる等価線

量 

・放射性ヨウ素による小

児甲状腺の等価線量 

・ウランによる骨表面又

は肺の等価線量 

・プルトニウムによる骨

表面又は肺の等価線量 

10～50 100～500 

市民は、自宅等の屋内へ退避すること。その際、窓等を

閉め気密性に配慮すること。ただし、施設から直接放出

される中性子線又はガンマ線の放出に対しては、指示が

あれば、コンクリート建屋に退避するか、又は避難する

こと。 

50 以上 500 以上 
市民は、指示に従いコンクリート建屋の屋内に退避する

か、又は避難すること。 

注１）予測線量は、災害対策本部等において算定され、これに基づく周辺市民等の防護対策措置につ

いての指示等が行われる。 

注２）予測線量は、放射性物質又は放射線の放出期間中、屋外に居続け、なんらの措置も講じなけれ

ば受けると予測される線量である。 

注３）外部被ばくによる実効線量、放射性ヨウ素による小児甲状腺の等価線量、ウランによる骨表面



 第３編 災害応急対策計画  第３章 大規模事故災害応急対策 

第７節 放射性物質事故災害対策計画 

応急 3-７-2 

総

則 

災
害
予
防 

計
画 

災

害

応

急

対

策

計

画 

震

災 

風

水

害 

事
故
災
害 

東
海
地
震 

災
害
復
旧 

復
興
計
画 

資

料

編 

又は肺の等価線量、プルトニウムによる骨表面又は肺の等価線量が同一レベルにないときは、

これらのうちいずれか高いレベルに応じた防護対策をとるものとする。
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応急３-７-４ 

７．広報活動  

消防部、防災班及び広報情報班は、市民等の民心安定のため、放射性物質事故等に係

る安心情報又は被害拡大を防止するための避難指示等を踏まえた警戒情報について、防

災行政無線、広報車、市公式ホームページ等による広報活動を行い、問合せに対応する。 

 

８．飲料水及び飲食物の摂取制限等  

県、上下水道班及び農政班は、市民の内部被ばくに対処するため、国の指示、指導又

は助言に基づき、放射性物質により汚染され又は汚染のおそれのある飲料水及び飲食物

の摂取の制限、農産物の出荷の制限、また、法令に基づき食品の廃棄・回収等の必要な

措置を行う。 
 

■食品衛生法に基づく放射性セシウムの基準 

対象 放射性セシウム（セシウム 134及びセシウム 137） 

飲料水 10 ベクレル/キログラム 

牛乳 50 ベクレル/キログラム 

乳児用食品 50 ベクレル/キログラム 

一般食品 100 ベクレル/キログラム 

 

９．広域避難  

(１) 市外への広域避難 

本部長は、放射性物質事故により、他の市町村へ避難することが必要な場合は、被

災者の受入れについて、県及び他市町村に要請し協議を行う。 

 

(２) 広域避難者の受入れ 

本部長は、被災市町村又は県から、広域避難者の受入れ要請があった場合は、可能

な限り受入れに協力する。受入れを行う場合は、支援体制を構築するとともに、滞在

施設の提供、所在地情報の把握、その他の支援に努める。 

 

１０．災害復旧計画  

（１）「汚染された土壌等の除去等の措置 

防災班及び環境班は、国及び県の指示、法令等に基づき、所管する施設の土壌等の

除染等の措置を行う。 

放射性物質取扱事業所の事業者等は、国、県、関係市町村及び防災関係機関と連携

し、周辺環境における除染、除去を行う。 

 

（２）各種制限措置等の解除 

上下水道班及び農政班は、国及び県の指示、指導又は助言に基づき、飲料水及び飲

食物の摂取の制限、農林水産物の出荷の制限等の各種制限措置等を解除する。 
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(３) 市民の健康管理 

医療班及び県は、被災者の状況を把握するとともに、健康状態に応じた対応や心の

ケアを実施する。 

 

(４) 風評被害対策 

防災班は、国及び県等と連携し、各種モニタリング結果や放射能に関する正しい知

識を、広く正確にわかりやすく広報することにより風評被害の発生を抑制する。 

 

(５) 廃棄物等の適正な処理 

環境班は、国及び県等と連携し、放射性物質に汚染された汚泥や焼却灰等の廃棄物

や土壌等が適正に処理されるよう、必要な措置を講ずる。 
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第８節 水道事故災害対策計画  

 

水道施設の事故又は水質事故等による大規模断水が発生した場合の給水及び広報等の対策に

ついて定める。 

 

項目 担当部署 

１．応急活動体制 上下水道班、防災班、関係各班 

２．広報活動 防災班、広報情報班、市民班、市民活動推進班 

３．応急給水活動 上下水道班 

 

１．応急活動体制  

大規模断水が発生し、上下水道班での対応が困難で市長が必要と認めた場合は、全庁

的な体制で応急活動を行う。 

防災班は、上下水道班と連携して、事故の状況に応じ、職員の非常参集、情報収集連

絡体制の確立及び事故対策本部の設置等必要な体制をとる。 

また、関係機関と密接な連携を図る。 

 

２．広報活動  

防災班及び広報情報班は、断水の状況や給水について、防災行政無線、広報車、市公

式ホームページ等を通じて市民への広報活動を行う。 

市民班及び市民活動推進班は、市民等からの通報や問合せに対応する。 

 

３．応急給水活動  

上下水道班は、「水道事業危機管理マニュアル」（平成２６年４月）に基づき、給水

計画を作成し、給水資機材や車両の確保、給水班の編成を行い、小中学校、地域の公共

施設等に給水拠点を設定する。 

給水活動は、給水拠点にて市民の持参した容器に行い、必要に応じて、区・自治会、

自主防災組織等に給水活動の支援を要請する。 
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応急３-９-１ 

 

第９節 大規模停電事故災害対策計画  

 

令和元年度房総半島台風の教訓をもとに、大規模停電が発生した場合の応急対策について定

める。 

 

項目 担当部署 

１．応急活動体制 防災班、総務班 

２．情報収集・伝達体制 防災班、総務班 

３．救急救助 消防部 

４．交通対策 防災班、建設班、成田警察署、道路管理者 

５．広報活動 防災班、広報情報班、市民班、市民活動推進班 

６．通信手段の確保 
防災班、施設管理者、広報情報班 

東京電力パワーグリッド株式会社 

７．給水活動 防災班、上下水道班 

 

１．応急活動体制  

市内で大規模停電が発生し、防災班及び担当部署での対応が困難で市長が必要と認め

た場合は、全庁的な体制で応急活動を行う。 

防災班及び総務班は、停電の状況に応じ、職員の非常参集、情報収集連絡体制の確立

及び事故対策本部の設置等必要な体制をとる。 

 

２．情報収集・伝達体制  

防災班及び総務班は、停電の発生状況、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、

被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から県及び東京電力パワーグリッ

ド株式会社に報告する。 

 

３．救急救助  

消防部は、エレベーターの閉じ込め事故に対し、施設管理者、保守業者等と連携した

救助活動を実施するほか、負傷者等を医療機関に搬送する。 

また、社会福祉施設や病院等の状況を確認するとともに、必要な措置を実施する。 

 

４．交通対策  

信号機の停止により、交通事故の発生や、人命救助のための人員輸送及び緊急交通路

に支障を来すことを防止するため、成田警察署に交通整理員を適切に配置するよう、協

力を求めるものとする。 
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５．広報活動  

防災班及び広報情報班は、停電の発生状況及び施設情報等、防災行政無線、広報車、

市公式ホームページ等を通じて市民への広報活動を行う。 

 

６．通信手段の確保  

「本編 第1章 第2節 第1４ ３．電力施設」を準用するほか、東京電力パワー

グリッド株式会社は、市と締結した「災害時における停電復旧の連携等に関する基本協

定」に基づき、通信手段の確保のための電力供給に努めるものとする。 

    また、防災班及び施設管理者は、必要に応じて、スマートフォンや携帯電話、その他

充電が必要となる機器等の充電対策として、庁舎や管理施設などを開放し、電源の提供

や事業者等と連携して充電機器等の提供に努めるものとする。 

なお、市民等の通信環境の整備として、通信機器等の提供（各避難所に災害時用公衆

電話）を設置する。 

 

７．応急給水活動  

防災班及び上下水道班は、給水資機材や車両の確保、給水班の編成を行い、小中学校、

地域の公共施設等に給水拠点を設定する。 

給水活動は、給水拠点にて市民の持参した容器に行い、必要に応じて、区・自治会、

自主防災組織等に給水活動の支援を要請する。 
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第４章 東海地震に係る周辺地域としての対応計画 
 

東海地震とは、静岡県中部から遠州灘周辺を震源域とし、いつ発生してもおかしくないと 

考えられているマグニチュード 8 クラスの巨大地震で、これまでの研究や観測体制の構築か 

ら、国内において唯一予知の可能性のある地震と位置づけられてきた。昭和 53 年に施行され

た大規模地震対策特別措置法は、大規模地震の発生が予想され、当該地震が発生した場合に著

しい災害が生じるおそれのある地域を地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という）とし

て指定し、強化地域に係る地震観測体制の強化及び防災関係機関や事業者等における地震防災

体制の整備等により、被害の防止、軽減を図ろうとするものである。 

市は、東海地震が発生した場合、この強化地域には指定されていないことから、同法に基づ

く地震防災強化計画の策定、地震防災応急対策の実施等は義務づけられていない。しかし、首

都圏地域においては大規模地震の発生を前提とした警戒宣言が発せられることにより、社会的

混乱の発生が懸念される。 

このため、富里市防災会議は、警戒宣言の発令に伴う社会的混乱の発生を防止するとともに、

東海地震の発生にあたっても被害を最小限にとどめるため、富里市地域防災計画の災害応急対

策の第４章として「東海地震に係る周辺地域としての対応計画」を策定する。 
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第１節 計画の基本方針 
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第３節 東海地震注意情報発表時の対応 

第４節 警戒宣言発令に伴う対応措置 

第５節 住民等のとるべき措置 
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第１節 計画の基本方針  

 

本節では、東海地震時の市の対応計画の基本方針について定める。 

市は、大規模地震対策特別措置法の規定に基づく地震防災対策強化地域には含まれていない

が、地震防災対策強化地域に隣接していることから、警戒宣言の発令された場合の社会的混乱

にも対応できるような対応計画を策定する。 

 

１．計画策定の趣旨  

昭和 53 年６月、大規模地震対策特別措置法が制定され、同年 12 月に施行され

た。この法律は、東海地震が発生した場合に著しい地震災害が発生するおそれのある地

域を地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という）として指定し、地震予知を前提

とした被害の防止・軽減を図ることを目的としたものである。同法に基づく強化地域は、

平成 24 年 4月 1 日現在、１都 7県 157 市町村となっている。 

中央防災会議では、平成 13 年に東海地震の震源等を再検討し、震度６弱以上又は発

生 20 分以内に大津波が来襲する地域を強化地域として指定した。富里市を含む千葉県

域については、震度５強程度と予想されるところから、強化地域には含まれなかった。 

しかし、震度５強程度の揺れであっても、局地的にかなりの被害が発生するとともに、

強化地域に隣接していることから警戒宣言が発令された場合における社会的混乱の発生

も懸念される。このため、警戒宣言が発令された場合に備えた対策をとるために千葉県

地域防災計画に準拠して「東海地震に係る周辺地域としての対応計画」を策定する。 

 

２．基本方針  

警戒宣言が発せられた場合においても、原則として平常時の社会経済活動を維持しな

がら、次の措置を講ずることにより市民の生命、身体及び財産の安全を確保することを

目的とする。 

 

○警戒宣言・東海地震予知情報等の発表に伴う社会的混乱の発生を防止するために

必要な措置 

○地震発生に当たっても地震による被害を最小限にとどめるために必要な措置 

 

計画の適用範囲は、警戒宣言が発令された時点から地震発生までとするが、可能なか

ぎり東海地震観測情報発表時からの対応も含める。 

なお、強化地域に指定されていないことから、計画の実施に当たっては、行政指導、

協力要請によって対処する。 

 

３．防災関係機関の業務大綱  

防災関係機関の業務大綱は、総則編とおおむね同様とする。  
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４．南海トラフ地震臨時情報  

平成２９年 9 月２６日の中央防災会議防災対策実行会議の「南海トラフ沿いの地震観

測・評価に基づく防災対応検討ワーキンググループ」において、直前予知は現時点では

困難と結論付け、東海地震に限定せず、東南海、南海を合わせた南海トラフ沿いで発生

する大規模地震につながる可能性がある現象を観測し、その分析や評価結果を防災対応

に活かすことができるよう、適時的確な情報の発表に努めることが重要であるとの報告

があった。 

新たな防災対応が定められるまでの当面の間は、大規模地震対策特別措置法を維持し

つつ、気象庁が「南海トラフ地震臨時情報」を発表する（平成２９年１１月 1 日から運

用）。 

 市は、上記動向を把握しつつ、県と連携し、適切な対応を取ることとする。 
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第２節 東海地震関連情報と防災対策  

 

本節では、東海地震時の関連情報と防災対策について定める。 

気象庁が発表する東海地震予知情報等の概要と市の対応を確立する。 

 

気象庁は、東海地震に関する観測データの変化に応じて、東海地震予知情報等を発表す

る。この情報に基づき次のような防災対策を実施する。 

これらの情報は、テレビ、ラジオや富里市の広報を通じて市民に伝達される。 

 

■東海地震関連情報と市の対応 

情報 発表の基準 強化地域での対応 市の体制 

東海地震に関連す

る調査情報 

(カラーレベル青) 

定例 毎月の定例の判定会で評価した調

査結果を発表 

 
 

臨時 観測データに通常とは異なる変化

が観測された場合、その変化の原

因についての調査の状況を発表 

特に対策はしない。 情報収集体制 

（第 1 配備） 

東海地震注意情報 

(カラーレベル黄) 

東海地震の前兆現象の可能性が高

まったと認められた場合に発表す

る。 

情報収集、行動自粛等

の混乱防止措置 

気象庁において判定会

を開催 

警戒体制 

（第 2 配備） 

東海地震予知情報（警戒

宣言が含まれる） 

(カラーレベル赤) 

東海地震が発生するおそれがある

と認められた場合に発表する。 

また、本情報の解除を伝える場合

にも発表する。 

警戒宣言の発令(内閣総

理大臣) 

交通規制、児童生徒等

の帰宅措置、列車の運

転規制等 

非常体制 

（第 3 配備） 
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第３節 東海地震注意情報発表時の対応  

 

本節では、東海地震注意情報発表時の対応について定める。 

市は、主に、広報や混乱防止措置を実施する。 

 

東海地震注意情報が発表された場合は、市及び関係機関は、次のような広報や混乱防止措置

を実施する。 

 

項目 担当 対応措置 

防災体制 富里市 ○災害警戒本部を設置し、警戒体制を配備する。 

広報 

富里市 ○防災行政用無線、広報車等により注意報の内容、混乱防止について

広報する。 

○市民等からの問合せに対応する。 

放送機関 ○テレビ・ラジオにより注意報の内容、混乱防止について広報する。 

警察署 ○市民・運転者のとるべき措置の広報をする。 

混乱防止 

県 

○混乱防止に必要な情報を報道機関へ発表する。 

○各防災機関が実施する混乱防止措置の連絡調整・実施及びその推進

を図る。 

○その他必要な事項 

県警察 

民心の安定を図り、混乱を防止するため、次の措置をとる。 

○警戒警備等、必要な措置をとる。 

○市民及び自動車運転者のとるべき措置等について広報を実施する。 

東日本電信電話株

式会社 

千葉事業部 

○防災関係機関等の重要な通話は、最優先で疎通を確保する。 

○一般通話については、集中呼による電話網の麻痺を生じさせないよ

うトラヒック状況に応じた利用制限を行うが、その代替手段として

公衆電話（緑・グレー）からの通話は可能な限り疎通を確保する。 

株式会社ＮＴＴド

コモ 

千葉支店 

○防災関係機関等の重要な通話は、最優先で疎通を確保する。 

○一般通話については、集中呼による電話網の麻痺を生じさせないよ

うトラヒック状況に応じた利用制限を行う。 
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第４節 警戒宣言発令に伴う対応措置  

 

本節では、警戒宣言発令時の対応について定める。 

市は、主に、広報や混乱防止措置（帰宅措置、自主避難等）を実施する。 

 

警戒宣言が発せられた場合は、市及び関係機関は、次のような対策を実施する。 

 

項目 担当 対応措置 

防災体制 富里市 ○災害対策本部を設置し、非常体制を配備する。 

広報 

富里市 

○防災行政用無線、広報車等により警戒宣言の内容、市民等の

とるべき防災措置、混乱防止の対応措置を広報する。 

○市民等からの問合せに対応する。 

放送機関 
○テレビ・ラジオにより警戒宣言の内容、市民等のとるべき防

災措置、混乱防止の対応措置を広報する。 

警察署 

○広報車、航空機、拡声器等で警戒宣言の内容、市民、運転者

のとるべき措置、公共交通機関・道路交通・交通規制の状況等

を広報する。 

公共交通 

東日本旅客鉄道株式会社 
○京葉線（東京～蘇我）は 45km/h の運転規制を行う。 

○強化地域内着、通過の乗車券類の発売を停止する。 

東京地下鉄株式会社 ○減速運転を実施する。 

バス、タクシー ○地域の実情に応じて可能な限り運行を確保する。 

道路交通 

首都高速道路株式会社 

道路管理者 

警察署 

○一般車両の強化地域への流入抑制及び緊急交通路確保のた

め、検問所を指定し、交通規制、緊急通行車両の確認、広報

を行う。 

ライフラ

イン 

東京電力パワーグリッド

株式会社 
○供給を継続する。 

日本瓦斯株式会社、公益

社団法人千葉県LPガス協

会、東京ガス株式会社 

○ガスの製造、供給を継続する。 

東日本電信電話株式会社 

株式会社 NTT ドコモ 

○ふくそう防止のため一般電話の利用制限をする。 

○防災関係機関の通話を確保する。 

○公衆電話からの通話を確保する。 

学校、幼

稚園、保

育園等 

富里市、各学校、各園 

○授業、保育を中止し、下校措置をとる。 

○集団下校、又は保護者の引取りを求める。引取りがない場合

は、保護する。 

○警戒宣言が解除されるまで臨時休校園とする。 

病院 病院 
○外来診療は可能な限り平常どおり行う。 

○手術、検査は延期する。 

社会教育

施設 
富里市 ○利用を中止し、利用者の帰宅措置をとる。 

避難 富里市 ○避難所を開放し、自主避難とする。 
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■警戒宣言発令時の信号 
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第５節 市民等のとるべき措置  

 

本節では、市民、区・自治会、自主防災組織、事業者等が平常時、東海地震注意情報発表時、

警戒宣言発令時にそれぞれとるべき措置基準について定める。 

市、県、各防災関係機関が全ての防災活動を行うことは不可能であることから、市民、区・

自治会、自主防災組織、事業者等がそれぞれの立場での防災活動を実施することとする。 

 

１．市民のとるべき措置  

■平常時 

○住宅・塀の耐震化 

○家具類の転倒、落下防止措置 

○火気使用器具の点検整備、火気管理の励行 

○消火器、消火用水の準備 

○非常用飲料水、食料の準備 

○救急医薬品等の準備 

○生活必需品の準備 

○防災用品の準備 

○防災講習会、訓練への参加 

○家庭で対応措置の話合い 

○区・自治会の自主防災組織に積極的に参加 
 

■東海地震注意情報の発表から警戒宣言が発令されるまで 

○テレビ、ラジオ等で正しい東海地震注意情報を入手し、冷静な行動をとる。 

○電話の使用を自粛する。 

○自家用車の利用を自粛する。 

○不要な生活物資の買い急ぎを自粛する。 

○不要な預貯金の引き出しを自粛する。 
 

■警戒宣言が発令されてから地震発生まで 

○東海地震予知情報を入手 

○県・市・警察署・消防署等、防災機関の関連情報を注意 

○家具類の転倒、落下防止措置を確認 

○火気使用器具の安全確認と火気管理を確認 

○消火器、消火用水の置き場所を確認 

○ブロック塀、石塀、門柱を点検 

○非常用飲料水、食料を確認 

○救急医薬品を確認 

○生活必需品を確認 

○防災用品を確認 

○電話の使用を自粛 

○自家用車の利用を自粛 

○幼児・児童・生徒・高齢者・病弱者の安全を確認 

○エレベーターの使用を回避 

○不要な生活物資の買い急ぎの自粛 

○不要な預貯金の引き出しの自粛 
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２．区・自治会、自主防災組織のとるべき措置  

自主防災組織が結成されていない地域にあっては、区・自治会等がこの基準に準拠し

て対応措置をとるものとする。 

 
■平常時 

○組織の編成と各班の役割の明確化 

○防災知識の普及活動 

○防災訓練の実施 

○火気使用器具の点検及び火気管理の励行の指導 

○防災資機材等の整備 

○情報の収集、伝達体制の確立 

 

■東海地震注意情報の発表から警戒宣言が発令されるまで 

○テレビ、ラジオ等で正しい情報を入手する。 

○地域市民に対して冷静な行動をとるよう呼びかける。 

 

■警戒宣言が発令されてから地震発生まで 

○自主防災組織の活動体制を確立する。 

○市、消防署等防災関係機関から伝達された警戒宣言情報を、正確かつ迅速に地域市民に

対して周知する。 

○地域市民に対して市民のとるべき措置を呼びかける。 

○防災資機材等を確認する。 

○幼児、児童、生徒、高齢者、病者の安全対策措置を呼びかける。 

○食料、飲料水の確保及び調達方法を確認する。 

 

３．事業者等のとるべき措置  

消防法により、消防計画、予防規定を定めなければならない事業者等はもとより、そ

の他の事業者等においても、あらかじめ防災責任者（消防法でいう防火管理者に当たる

者）を定め、防災計画を作成するものとする。 

 

■平常時 

防災計画作成上の留意事項 

○自衛防災体制の確立 

○教育及び広報活動 

○防災訓練 

○危険防止対策 

○出火防止対策 

○防災資機材等の整備 

○情報の収集、伝達体制を確立 

 

■東海地震注意情報の発表から警戒宣言が発令されるまで 

○テレビ、ラジオ等で正しい情報を入手する。 

○自衛防災体制を準備、確認する。 

○消防計画等により警戒宣言時にとるべき措置を準備、確認する。 

○その他、顧客、従業員に対する安全対策措置等、必要に応じて防災措置をとる。 
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■警戒宣言が発令されてから地震発生まで 

○自衛防災組織の活動体制を確認する。 

○情報の収集、伝達体制をとる。 

○危険防止措置を確認する。 

○出火防止措置を確認する。 

○防災資機材等を確認する。 

○食料品等生活必需物資を販売（取扱い）する事業者等においては、生活の確保と混乱防

止のため、原則として営業を継続する。 

○不特定かつ多数の者が出入りする店舗等においては、混乱防止のため、原則として営業

を自粛する。 

○石油類、火薬類、高圧ガス等、出火、爆発等周辺地域に対して危険な影響を与える可能

性のある事業者等においては、原則として営業を自粛する。 

○バス、タクシー及び生活必需物資を輸送する車両以外の車両の使用は、原則として自粛

する。 

○事業者等においては、原則として平常営業とするが、特に従業員を退社させる必要のあ

る場合においては、道路の混雑状況及び警戒宣言情報の内容等を考慮して、時差退社さ

せる。なお、近距離通勤者については、徒歩等によるものとし、原則として交通機関を

利用しない。 

○電話の使用を自粛する。 

○不要な預貯金の引出しを自粛する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


